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は じ め に

1995年 に創設された日本経営品質賞は,翌1996年 度に日本電気株式会社半導

体事業 グループが第1号 として受賞 して以来,2005年 度までに表1に 示す21社

が受賞 している。同表には受賞企業名だけでなくそれぞれの企業の最近3年 間

(2003年 度～2005年 度)の 売上お よび利益1)の増減 を示 した。企業によっては

業績が悪化 している年度 もあるが,悪 化傾向が長期間継続 している企業は見 ら

れず,概 ね良好な業績 を示 していると判断できる。

本稿では受賞企業の経営品質報告書要約版2)の 記述内容に基づいて,そ れぞ

れの企業で構築 されている色々な仕組みや用いている経営指標 を分析 し,受 賞

企業に共通する特徴や傾向を抽出することを試みている。その狙いは,一 般企

業等にとって経営品質を向上させるための仕組 を検討する際に有効 な情報を,

受賞企業の事例か ら明 らかにすることである。なお仕組の分析は,日 本経営品

質賞のアセスメン ト基準 における"方 法 ・展開のカテゴリー"の 報告内容に基

づいて行 う。また,経 営指標に関する分析は,"結 果のカテゴリー"で ある 「活

動結果」 に基づいて行 う(表2参 照)。

1)原 則的に経常利益を対象に増減を把握したが,一 部未上場企業において,営 業利

益しか公開されていないところがあり,こ の場合は例外的に営業利益を対象とし

て分析した。
2)正 確には日本経営品質協議会と受賞企業が発行者となって発行する 「経営品質報

告書(要 約版)」である。
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表1.日 本経営品質賞受賞企業の最近3年 間の業績

年度 受 賞 企 業 名

2003年度 2004年度 2005年度

売
上

利
益

売
上

利
益

売
上

利
益

1996 日本電気株式会社半導体事業グループ3) ○ ○ × ○ × ○

1997 千葉夷隅ゴルフクラブ(申 小企業部 門での受賞)
一 一 一 一 『 一

1997 アサ ヒビール株式会社 ○ ○ ○ ○ × ×

1998 株式会社日本総合研究所 一 一 一 一 } 一

1998 株式会社吉 田オ リジナル(中 小企業部門での受賞)
一 一 一 一 一 一

1999 富士ゼロ ックス株式会社第一中央販売本部4) ○ ○ ○ ○ ○ ○

1999 株式会社 リコー ○ ○ ○ ○ × ○

2000 株式会社武蔵野(中 小企業部門での受賞) 一 一 一 一 一 一

2000
日本 ア イ ・ピー ・エ ム株 式会 社

ゼ ネ ラル ・ビ ジネ ス事 業 部5)
○ 一 ○ 一 × 一

2001 セイコーエ プソン株式会社 情報画像事業部6) ○ ○ ○ ○ ○ ○

2002 第一生命保険相互会社 一 ○ 一 ○ 一 ○

2002
パ イ オ ニ ァ株 式 会社

モ ーバ イル エ ン ター テ イ ンメ ン トカ ンパ ニ ー7)
○ ○ × ○ ○ ×

2002 トヨタビス タ高知株式会社8)(中 小企業部門での受賞) 一 一 一 一 } 一

2002 カルソニックハ リソン株式会社 × × ○ ○ ○ ○

3)業 績については半導体GをN一 スに設立されたNECエ レクトロニクス株式会社

の業績に基づく売上と営業損益の増減を示した。

4)業 績については富士ゼロックス全体の連結決算の業績に基づ く売上と経常利益の

増減を示 した。

5)業 績については日本アイ ・ビv-一・・エム株式会社全体の連結決算に基づ く売上の増

減を示した。

6)業 績についてはセイコーエプソン株式会社全体の連結決算に基づ く売上と経常利

益の増減を示 した。
7)業 績についてはパイオニア株式会社全体の連結決算に基づく売上と経常利益の増

減を示した。
8)現 在の社名はネッツトヨタ南国株式会社である。

9)業 績については両社とも松下電器産業株式会社全体の連結決算の業績に基づく売

上と経常利益の増減を示した。
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2003 NECフ ィールディング株式会社 ○ ○ ○ ○ × ×

2004 株式会社ホ ンダクリオ新神奈川(中小企業部門での受賞)
一 一 一 一 一 一

2004 千葉ゼ ロックス株式会社 ○ 『 × 一 一 一

2005
株式会社J・ アー ト ・レス トランシステ ムズ

(中小企業部門での受賞)
一 一 一 一 一 一

2005 松下電器産業株式会社

松下アー トアプライアンス社 エアコンデバ イス事業部
6) ○ ○ ○ ○ ○

2005
松下電器産業株式会社

パ ナソニ ックオー トモーティブシステムズ社

2005 トヨタ輸送株式会社 ○ 『 ○ 一 一 一

※凡例 ○:増 加,x:減 少,:未 上場企業 や中小企業等 のためデー タが入手で きず

本稿 における仕組みの分析に際 しては,そ れぞれのカテゴリーでアセスメン

ト基準 として規定 されている幾つかの要件(仕 組みとして実現すべ き事柄)の

中から,カ テゴリー毎 に基本的な要件に絞 って分析 をしている。つまり,全 カ

テゴリーを対象 とすることにより経営に必要な全機能を対象 とする一方,カ テ

ゴリー内で要件を絞 り込むことによって,経 営に必要な基本的な仕組みの特徴

を浮き彫 りにすることがで きると考えたからである。具体的には表3に 示す要

件 を本稿における仕組み分析の対象 とした。

表2.分 析 対 象 と用 い る原 デ ータの含 まれ るカテ ゴ リー

分析 に用いる原データが含まれるカテゴリー 仕組みの分析 指標の分析(抽出)

カテ ゴリー1:経 営幹 部 の リー ダー シ ップ ○

カテ ゴリー2:経 営 にお け る社 会 的責任 ○

カテ ゴリー3:顧 客 ・市場 の理解 と対応 ○

カテ ゴリー4:戦 略 の策 定 と展 開 ○

カテ ゴリー5:個 人 と組織 の 能力 向上 ○

カテ ゴリー6:顧 客価 値創 造 のマ ネ ジメ ン ト ○

カテ ゴリー7:情 報マ ネ ジ メ ン ト ○

カテ ゴリー8:活 動結 果 ○
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表3.本 稿における仕組み分析の対象要件

鳴方法 ・展開の カテゴリー 対 象 要 件

カテゴ リー1:

経営 幹部の リー ダーシ ップ

経 営幹部は,組 織 が大切 にす る価値 をどのように示 し,価 値 を共有

す るため に組織 内 の関係者 とのコ ミュニケー シ ョンを どの ように

図っているか?

カ テ ゴ リー2: 社会からの要請をどのように理解し,社 会要請 として取り組むべき
経営における社会的責任 範 囲を どの ように決定 し,ど の ような活動 に取 り組んでい るか?

顧客 ・市場に関す る情報 を どの ように入手 しているか?顧 客 ・市

カ テ ゴ リー3: 場の情報や組織内外の知識や情報から,市 場や顧客をどのように理
顧客 ・市場の理解と対応 解 しているか?ま た,意 見 や苦情 をどの ように集め,対 応 してい

るか?顧 客満足度をどのように把握しているか?

カ テ ゴ リー4: 戦略策定や現場意見を反映するためにどのような方法を用いている
戦略の策淀 と展開 か?ま た,戦 略課題 をどの ような方法で展 開 しているか?

組織の価値観に基づき,社 員が自主的に行動できる仕組みづ くりを
どのような方法で行っているかP組 織の応力向上につなげてい く

カテ ゴリー5:

個人 と組織 の能力向上

た めの業績 評価 と動機づ けは どの ような方法でお こなってい るか?

組織や社 員個々人の 「能力 開発」 に関す る要求 ・期待 を どの ような

方法 で把握 し,能 力要件 を明 らかに してい るかFま た,明 らか に

した能力 要件に基づい て,ど の ような社員の能力 開発 プログ ラムを

開発 しているか?

製品 ・サー ビスの企画 ・開発 ・生産 ・提供 プロセ スにおける方法,

カテ ゴ リ ー6: 及びその方法における重要な要件や特徴 ・独自性はどのようなもの

顧客価値創造のマネジメント か?支 援 サー ビスの企画 ・開発 時に,支 援サー ビス提 供先か らの

要求 ・期待はどの様に取 り込み決定しているのか?

カテ ゴリー7:

情報マ ネジメン ト

組織全体,お よび各部門の業務能力を測定するために用いている情

報 ・データはどのような方法で選定しているのか?具 体的にはど
のような経営情報を設定しているのか?

なお,表3に 示 した要件は2005年 度のアセスメント基準に基づいてお り10),

1990年 代のアセスメント基準 とは相当に変更されている部分 もある。 これは,

日本経営品質賞 のアセスメ ン ト基準 自体が,毎 年見直 されてい るためであ

る11)。また,分 析の原データは各社 の経営品質報告書(要 約版)か ら得てい

るが,そ もそも要約版 としての記述であり,前 述 したとお りアセスメント基準

自体が変更 されていることもあって,必 ず しも全ての企業に対 して表3の 要件

10)正 確 に は2005年 度版,日 本経 営 品質 賞 アセス メ ン ト基 準書 の アセス メ ン ト項 目の

記 述範 囲 の記 載内容 を修 正 の うえ引 用 してい る。

11)出 川 淳,「 日本 経営 品質 賞 アセス メ ン ト基 準 の分析 に基 づ く特徴 と課題」 『商 学討

究 』 第56巻 第4号,2006年3月 。
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をすべて抽出できなかったことも最初に申し添えてお く。

1.「 経営幹部の リーダーシ ップ」 に基づ く仕組 みの分析

本章での分析対象要件は表3に 示 した通 り以下の項 目である。この要件に照

らした受賞企業が構築 している仕組みを表4に 示す。

● 「経営幹部は,組 織が大切にする価値をどのように示し,価 値 を共有す

るため組織内の関係者とのコミュニケーションをどのように図っている

か?」

表4、 各社 の 「経 営幹 部 の リー ダーシ ップ」 に関 す る特 徴

年度 受賞企業名 仕 組 み の 特 徴

1996

日本電気株式会社
半導体事業
グループ

3人 の役 員に よって構成 される 「トップチー ム」が上級 中間管理職で構

成 される 「経営幹部」 に対 して,同 社の事業運営 の三 原則 である 「半歩

先行」,「現場100回 」,「対話型 コ ミュニケー ション」を具体 的に教 育 し,

さ らに全社 員 に示 した うえで,経 営幹部 が競争に勝つための 「半歩先行」

の考 え方 と,「 現場100回 」 「対 話型 コミュニケー シ ョン」 の行動 を率先

垂範 し,全 従業員への浸透 を深 めてい る。

1997 千葉夷隅
ゴルフクラブ

3年 間の中期経営計画 に沿 って部門 ごとに,毎 年,年 度方針 と目標 を設

定 し,方 針 管理,小 集 団活動,日 常管理,個 人 目標 に割 り付 け,計 画的

に展 開 し,目 標 値の達成 を目指す なかで,ト ップ 自らが積 極的 に介入 し,

社員 とコミュニケー シ ョンを通 じて支援す る。そ して,そ の活動結果の

標準化 お よび反省か ら次期へ の課題や向上 目標 を設定 してい く。

1997
アサヒビール

株式会社

経営 理念 や ビジ ョン,当 該年 度の経営 目標等が全社 に示達 され,方 針管

理 の手法 で個人 レベ ルまで展 開され,各 自に自己革新が求 め られ る。 こ

の際,単 に考 え方 を展 開す るだけでな く,具 体的 な業績 によって,そ の

浸透度 が把 握 され る仕組 みとなっている。

なお,「品質 の最終 決定者 はお客様」等の考 え方 に基 づ く同社 の理念 は,

経営 トップ自らも率先垂範 して客先 に出向くことによって実践 されている。

1998 株式会社
日本総合研究所

経営 ビジ ョンを社員 に浸透 させ るため に,経営 トップは年2回 開催 の「全

国役 員部長会議」や毎 月開催 の 「業績報告会議」でそ れ らを徹底 してい

る。 ここでの話がBBS(電 子掲 示板)や 「研 修ニ ュース」で全社 員 に

伝達 される。社員研修,社 員会 パーテ ィ,社 員懇談会等 で も,ト ップ 自

らが社 員に直接語 りか けている。なお,浸 透度の確認 は年1回 の 「職場

意識調査 」や 「業務改善 ア ンケー ト」等で行われ ている。

1998
株式会社

吉田オリジナル

経営 理念や経 営方針 は,「 幹部 会議」,「商 品会議」の場 で経営幹部 に徹

底 される。そ して,社 員へ の徹底 は主 に 「部内会議」 で図 られる。部内

会議 は,毎 日,朝 礼や各種 ミーテ ィング として開催 されている。なお,

この ような伝 達 による徹 底以外 に,社 長の率先 垂範活動 に よる,「社 員

自身に よる気づ きの促進」 を通 じて浸透や理解 は深め られている。
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1999

富士ゼロックス

株式会社

第一中央販売本部

期首 の 「キ ックオ フ ・ミー ティング」 や 「マネ ジメ ン トガイ ド」 とい う

冊子 の配布 を通 じて,経 営ビジ ョン ・方針 を伝達す る。そ して,経 営 トッ

プ 自ら参加す る 「部門 とお くな一 ど」 とい う場 で方針の進捗状況 ・メ ン

バ ーへ の要望 を説明す るとともに,ビ ジ ョンや方針の浸透度合 い も把 握

している。

1999
株式 会社

リコー

経営 ビジ ョンや コーポ レー トス ローガ ンは,社 員や役員 自らの積極 的な

情報発信 によって,浸 透促進 され ている。全社 員がア クセスで きる 「社

長 ホー ムペ ージ」 には1日500～2500件 の アクセスが あ り,「社長が何 を

考 え,何 をしよ うとしてい るのか,ど んな人なのか」が誰 にで も理解 で

きるようになっている。

2000
株式会社

武蔵野

経営計画書が年1回 開催の 「経営計画発表会」で発表される。これは幹

部社員だけでなく主力取引銀行やビジネスパー トナー等も参加する。そ
の後,年2回 開催の 「政策勉強会」で全従業員に対して社長が経営方針

と重点施策を分かりやす く説明する。さらに,毎 週実施される 「早朝勉

強会」において,「経営計画書」と 「経営用語解説書」を使用して社長

が仕事に即して具体的に説明する。

2000

日本アイ・ピー・エム

株式会社

ゼネラル・ビジネス

事業部

事業部 の指針 ・目標 について は,あ らゆる機会 をとらえて部 門長 が自 ら

社員 と語 り合 い,会 議等 で徹 底 を図 る。例えば半期 ごとの 「キ ックオフ ・

ミー ティング」等 である。 この ような会 議では コミュニケー シ ョンが重

視 され,双 方 向の意思疎通 と共通認識 を図る ような内容が組み立 て られ

てい る。

さらに,事 業部 長等 の幹部が小 グループで社 員に方針 を説明 し,デ ィス

カッシ ョンす る 「マネ ジメ ン ト ・ダイアログ」が,全 社員 を対象 に年間

10回 開催 される。

2001

セイコーエプソン

株式会社

情報画像事業部

「事業の あるべ き姿」 は,事 業本部長 主催 の 「方針大会」や,経 営幹 部

主催の 「ワール ドワイ ドミーテ ィング」等で,社 員や ビジネスパ ー トナー

に徹底 され,明 確化 と周知が図 られる。また,週 次で開催す る事業 連絡

会 ・部長連絡会 を活用 して,具 体的 な活動 のフ ォローが行われ る。

2002
第一生命

保険相互会社

全ての部長 ・支社 長 とグルー プ会社社長 を集めて年1回 開かれ る 「総合

経営会 議」,年3回 開催 の 「支社長 経営会議」 を通 じて,経 営 目標 ・経

営計画の実現 を図っている。そ して,経 営幹 部一人ひ とりにまで経営 ビ

ジ ョンを深 く浸透 させ,よ り多 くのコ ミュニケー ション機会 を確保す る

ため,社 長 自らが 開催す る 「経営管理職塾(社 長塾)」 を年2回 開催 し

て いる。 これ は全 ての経営 管理職 とグ ループ会社 役員 を対 象 と してい

る。

2002

パイオニア株式会社

モーバイルエンター

テインメントカンパニー

徹底 した大部屋 主義や 「合宿」会議 の開催,全 管理職への プレジデン ト

メールの発信,「 人材 アセス メ ント」の実施等,日 常の コミュニケ ーシ ョ

7を 重視 し,こ れ らに よって カンパ ニービジ ョンの浸透 と理解 を深 める

とともに,自 由闊達 な議論が行 える組織風 土や環境 を形成 してい る。

2002
トヨタビスタ高知

株式会社

会社の 目的,経 営理念 の徹底に流れ る思想 や哲学,価 値観 をス タッフー

人 ひと りが見失 わない ようにマ ネジメン トリーダーがサポー トを行 う。

そ の為 に,管 理統制型 マネ ジメン ト(Howtodo)で はな く,ス タッフ

が 自律 的に判断 し,行 動 してい くため の 「示 唆」(Whattodo)を 与 え
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る立場 をとっている。この考え方 に基づ いて,「全社方針管理会議」,「営

業会議 ・部 門 ミーテ ィング」,「プロジ ェク トミーテ ィング」,「全貝朝礼 ・

通常朝礼」,「マネジメ ン トリー ダーイ ンタビュー」等の場で社員 とのコ

ミュニケー シ ョンが図 られてい る。

2002
カルソニックハリソン

株 式会社

経営 ビジ ョンや経 営方針を浸透 させ るための活 動やその リー ダー シップ

の発揮が,日 常 の業務 や通常会議や社員 とのコ ミュニケー ションを通 じ

て行われ てお り,そ の成果 は 「社員満足度調査 」等で評価 され る。 そ し

て,改 善の ための検 討が 「経営品質会議」や 「満足 度向上委員会」で行

われ る。

2003
NECフ ィールディング

株式会社

経営理念,経 営 ビジ ョン,事 業方針 は 「全 国サ ービス大会」で社長 自 ら

が社 員に説明 し,そ の後 も繰 り返 し説明 を重 ね,浸 透が図 られ る。

2004
株式会社

ホンダクリオ新神奈川

経 営理念 に基づ く 「営 業方針」 「10ヶ条 の行動基準」 等が社 内に掲 示 さ

れてお り,こ の考 え方 の浸 透 と理解 を深め るために,経 営幹部が各拠点

を巡回(臨 店)し,拠 点会議に出席 して,店 長 ・社 員 との コミュニ ケー

シ ョンを図 るとともに現場確 認 を行 ってい る。 なお,基 本的な考 え方 を

向上 させ る為 に有益 と考 え られ る本 を社員 に与 え,読 書 感想文 を全社員

に提 出 させ,社 員 同士 による意見交換や社長 のコメ ン トの フィー ドバ ッ

ク等 も行ってい る。

2004
千葉ゼロックス

株式会社

様 々な手段 を通 して,経 営理念,経 営 ビジ ョンな どの価 値観の社員 との

共有 を図ってい る。具体 的には 「社長 トー クナー ド ・ウ ォー クスルー」

で社 員 との ダイレク トコ ミュニケー シ ョンを重視 している。 また,社 長

自身の考 え方 し,社 員 と双 方向の コミュニ ケーシ ョンを実現す るための

Webコ ミュニケーシ ョン 「Passion-Window」 を構築 し活用 している。

2005

株式会社

J・ アー ト ・レス

トランシス テムズ

理念 や価値観 を共有 し,徹 底 する仕組み と して,「8つ の約束事誓約書」

(入社時),「 朝 礼 ・夕礼 ・終礼 ・研修 での唱和」(毎 日),「 情報 カー ド

&社 長の回答」(毎 日),「 経営 品質 チェ ック シー ト」(四 半期毎),「 各種

研修 」(毎 月),「 社 長 ・幹部 による臨店」(毎 日 ・随時),「 給与明細袋で

の明記」(毎 月配布)等 を行 ってい る。

2005

松下電器産業株式

会社 松下アート

アプライアンス社

エアコンデバイス

事業部

年度 事業方針は,経 営会議で議論,決 定 された後,期 首 の 「方針発表会」

で事 業部長か ら全従業員 に徹底 され,こ の内容 はイン トラネ ッ トで誰で

も参 照で きるようにされる。部門責任者 は,事 業方針 を受けて各部門の

方針 を発表 し,各 部 門内での徹底 を図る。 さらに,チ ーム リーダー,課

長職 に よるチー ム,課 レベ ルの方針 発表会 も職場毎 に実施 し,事 業方針

と個 人の業務の 関連 を明確 に し,全 員参加意識 の向上 を図っている。

2005

松下電器産業株式

会社 パ ナソニ ッ

クオー トモ ーティ

ブシステムズ社

経営 トップが社員全員 に対 し四半期毎に 「総合朝会」 にて経営 方針(業

績 の進捗,経 営成果 と課題,重 点取組等 々)を 発信 し,経 営 の実態 と共

有 と進むべ き具体的 な方 向を説 明 してい る。 また,社 内イ ン トラネ ッ ト

を通 じて,全 グローバ ル社員 の理解 を深め る工夫 をしている。

2005 トヨタ輸送株式会社

組織価 値観の浸透 にはマ ネジメ ン トを行 う幹部社員(部 次長)へ の浸透

が重要 と考 え,「 月曜会/経 営会議」(2回/月),「 役員幹 部会」(1回

/月)に よるコミュニケーシ ョンを通 じて徹底 している。 なお,一 般社

員 には,「 職場懇談会」(1回/月),「 定例会 議」,「朝礼,点 呼」(毎 日)
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や 日常業務 を通 じた幹 部社 員 との コミュニケーシ ョンを通 じて浸透が深

め られて いる。 さ らに,一 般社員への浸透 に際 し重視 しているのが 「労

働組合定期大会」 である。なお,幹 部社員お よび社長 が全 国事業所への

訪問 も展 開してお り,そ の折に も組織価値観 の浸透 は深 め られてい る。

表4の 結果 より,概 ね各社に共通している仕組みは,理 念やビジョンといっ

た価値の表明はフオーマルな会議等で年に一度の行事 として厳粛に行われ,そ

の内容の共有 は,経 営陣(ト ップ ・役員)や 幹部等のリーダー と一般社員 との

問の対話型 コミュニケーションで促進 していくという仕組みである。なお,幾

つかの企業では理念やビジョンの浸透に際 し,経 営陣としては,一 般従業員 よ

りも幹部等のリーダーに対 して十分浸透させることを特に重視 した仕組みを導

入 しているようである。つまり,一 般従業員 と接する機会の多い リーダーが,

十分にそれ らを理解すれば自ず と全社 に浸透 してい くという考え方である。

2.「 経営における社会的責任」に基づく仕組みの分析

本章での分析対象要件は表3に 示 した通 り以下の項 目である。この要件に照

らした受賞企業が構築 している仕組みを表5に 示す。

● 「社会からの要請をどのように理解 し,社 会要請 として取 り組むべ き範

囲をどのように決定し,ど のような活動 に取 り組んでいるか?」

表5.各 社の 「経営における社会的責任」に関する特徴

年度 受賞企業名 仕 組 み の 特 徴

NECの 企業 理念,経 営指針 の中で謳われてい る企業市民 としての行動 ・

社会への還元等を明確にし,そ の向上に向け全社的に努めている。具体

日本電気株式会社 的には,本 社ス タッフ として 「社 会貢献推進室」が設置 されてお り,ボ

1996 半導体事業 ランテイア活動,地 球環境保全活動,社 会福祉活動,地 域社会活動,芸

グループ 術 ・文化 ・スポー ツ等 のメセナ活動の5領 域 に取 り組 んでいる。半導体

グループで も全社活動 を推進 する とともに,雇用 機会の創出等 を通 じて,

地域経済への貢献や地域に密着した事業活動を実践 している。

1997
千葉夷隅

ゴルフクラブ
経営理念や社是社訓の中で明示している社会的責任 として果たすべき役

割を明確にし,地 元への融合策を推進し,地 域社会発展への寄与と良好
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な関係 の醸成に努 めている。 具体 的に は,地 元 の食材等 の優 先購 入,託

児施 設や住宅の提供 による雇用機会の拡大,定 年後 の高齢者のパー トタ

イマー としての雇用,ゴ ルフ コースメ ンテナ ンス技術 を活か して町営の

野球場 等のメ ンテナンスの請負,町 主催の行事 にシェフが参加 して料理

を提供 する,等 で ある。

1997
アサヒビール

株式会社

経営 理念や企業行動指針 で謳 われてい る通 り,社 会 との共生 を最優先課

題 としてお り,「環境 への配慮」,「全工場 を廃棄物 ゼ ロ工場へ」,「環境

と共 生をめ ざす先進 テクノロジーの導入」等の施策 を展 開 してい る。

1998
株式会社

日本総合研究所

当社 が果 たす社 会 的責任 とは シ ンクタ ンク部 門,リ サ ーチ ・コ ンサ ル

ティ ング部門におい ては,政 治,経 済お よび市民生活 に関する様 々な政

策提 言,コ ンソー シアムの組 成,情 報 システ ム部 門においては高度情報

通信社 会の先端事業 である と同時に,顧 客の情報 通信 システムの安定か

つ安全 な稼動 とい う2つ の面 か ら捉 えてい る。

1998
株式会社

吉田オリジナル

事業遂 行において法律 および倫 理的 に守 らなければな らない項 目を抽 出

し,そ の遵守 に努 めている。具体 的 には 「絶滅 の恐 れのあ る野生動植物

の種 の国際取 引に 関す る条約(通 称:ワ シ ン トン条約)」 に抵触 す る一

切 の革を使 用 しない ために,原 産地証明が添付 された もののみ を使用 し

た り,革 の 「なめし」工程 におけ るクロム等 の不使 用であ る。

1999

富士ゼロックス

株式会社

第一中央販売本部

第一 中央販売本部 では,富 士 ゼ ロックス ・グループで共有 されてい る方

針 ・基 本的な考 え方 と独 自の方針 ・方策展 開によ り,以 下の ような活動

を進 めてい る。社外 に向けての情報公 開に よる 「経営 の透 明性 」向上,「環

境 問題への取組み」 と しての省 エネルギー ・省 資源 ・リサ イクル推進等

へ の取 組み,第 一 中央 販売本部独 自のEM(エ シックス ・マ ネジメ ン ト)

推進会 に よる 「企業倫理へ の取 組み」等であ る。

1999
株 式会社

リコー

企業 活動 と構成員一人 ひ とりの行動の拠 りどころを示 した 「リコー ビジ

ネス行 動規範」 を策定 し,企 業倫 理の確立 に努 める とともに,環 境保全

活動 については1976年 に設 立 した 「環境推進室」 を中心 に,質 の高い環

境保 全活動 を現在 まで続け ている。具体 的には,「 環 境負荷 の最小化へ

の取 組み」 やISO14001に よる 「環境マ ネジメ ン ト」 の導入,そ して統

合 的な 「環境経営 システムの構 築」であ る。

2000
株式会社

武蔵野

会社見学会が社長主導で積極的に実施され,こ れによって他社に対する

ノウハウ提供等を実践するとともに,経営の透明性も高めている。また,

身体障害者 ・高齢者の積極的雇用への取組みや,安 全運転の意識向上等
に努めている。

2000

日本アイ・ピー・エム

株式会社

ゼネラル・ビジネス

事業部

企業 倫理が社会 的に大 きな関心事 となっているなか,弊 社 で は,お 客様

をは じめ社会の信頼 と期待 にお応 えす るた め,社 員一人ひ とりが遵守す

べ き行動基準 を 「ビジネス ・コ ンダク ト・ガイ ドライン」と してま とめ,

全社 員へ の展 開 を図ってい る。 また,「 よき企業市 民」で あるため に,

教育,科 学,社 会福祉,医 療 の分野 を中心 に,社 内で培 った技術や ノウ

ハ ウを活用 した 問題解 決の提 供 を展開 してきている。環境問題 につい て

は,BM本 社 の定め る 「環境 ポ リシー」に従 って,様 々な取組み を行 っ

ている。
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2001

セイコーエプソン

株式会社

情報画像事業部

世界 に先駆 け1988年 に 「フロン レス活動」 を展開,1998年 には 「第2の

環境元年」 として 「環境マ ネジメ ン トシステム」 を確立 し,環 境 の リー

ディ ングカ ンパニー として,ビ ジネスパー トナー と共 に継続 的な環境保

全活動 に取 り組んでい る。 また,コ ンプ ライア ンス,経 営 の透 明性,企

業倫理へ の対応につい ては,「 価値あ るリーダーの行 動」を定め,「 社 員

行動 規定」等 の配布や,「 管理者ハ ン ドブ ック」 等 を使 った教育 を年1

回実 施す るこ とで,意 識 の徹 底 を図る とともに,「 事業 連絡会」,「部長

連絡会」 に よる情報交換,課 題提起,見 直 し改善が行 われる等,仕 組 み

の維持改 善が図 られてい る。

2002
第一生命

保険相互会社

「経営基本 方針」の中 に 「社会 か らの信 頼確保」 を掲 げてお り,具 体 的

には 「コンプライア ンス基本方針」や 「コ ンプライア ンス規定」を制定,

さらに同基 本方針の下,役 職員個 人の行動 規定 を定め た 「行動規 範 ・同

ガイ ドライ ン」,さ らに部 門の業務 ごとに具体化 した 「6つ の行動 基準」

を定 めて,コ ンプ ライ アンス の遵守 に努めてい る。 さらに,業 界 を リー

ドしてい くために 「コンプライ アンス統 括部」 を設置 し,「 コンプライ

アンスマ ニュアル」 を作成 し,全 内勤職 員な らび に営業 の幹部職員 に配

布 し,営 業 職員に対 して も 「営業職員用 コンプ ライア ンスマ ニュアル」

を作成 ・配布 して コンプライアンス意識 の向上 を図っ ている。 また,コ

ンプライア ンスの年間運営方針 は,代 表取 締役 を委員長 とす る 「コ ンプ

ライア ンス委員会」で審議 し,取 締役会 で 「コンプ ライアンスプログラ

ム」 と して決定 される。

2002

パイオニア株式会社

モーバイルエンター

テインメントカンパニー

事業環境,商 品,地 域特性 を考慮 した独 自の基準,規 則等 を 「製 品安全 」,
「環境」,「社 会貢献」,「遵法 ・倫理」 の4つ の分野 に分 けて年次計 画 と

して策定 し,各 々責任部 門が 中心 となって,管 理,推 進 している。この

ほか全社組織 の 「グルー プ危機管理委員会 」 と連動 した素早 い情報公 開

の実施や,ISO14000に 基づ く 「環境保全 活動」へ も独 自の取組 みを行 っ

てい る。

2002
トヨタビスタ高知

株式会社

企業倫理 に関する事柄 につい ては 「コ ンプライア ンス委員会」が統括 部

門 となって具体 的な実践計画 を立案 し,朝 礼 やイ ン トラネッ トで全社へ

浸透 させ,展 開 してい る。 また,環 境 問題 については業界 をリー ドする

役割 を担 う為 「環境 対応委員会」 を設置 し,ト ヨタ自動車販売店協会 が

策定す るISO14001に 準拠 した トヨタ販 売店環境 ガイ ドライ ンの ク リア

に努め ている。そのほか,独 自の活動 として 「安全運転推進」や 「放 置

ス クラップ車 両の回収」等 も行 っている。

2002
カルソニックハリソン

株 式会社

コンプライア ンスの遵守 はもちろんのこ と企業倫理の確実 な実践 を 目指

して,「 倫理委 員会」 は先進 企業各社 の規定 を参 考 にして10項 目の 「倫

理規定」 を策定 し,社 員全員がそれ ぞれサイ ンする ことでそ の遵守 を誓

約 させ ている。

2003
NECフ ィールディング

株式会社

社長 を委 員長 とす る 「CSR委 員会」 を設置 し,CSRの 観 点か ら企業運

営の方 向付 けを し,合 意形成 を図 りなが ら,社 会要請への対応項 目を定

めて取 り組 んでいる。具体 的 には「ITイ ンフ ラの継続的 な安定稼動」,「法

律や規則 の遵 守 と企業倫理」,「環境経営へ の取組み」等であ る。

2004
株式会社

ホンダクリオ新神奈川

社会要請事項 を把 握す る為 に,お 客様 に対 する納車時や アフターサ ービ

ス時の アンケー ト等を活用 して いる。 また,神 奈川県 自動車 ディーラー
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交通安全対 策推進協議会 の会 員 として,交 通安全活動や教 育に関す る要

請を理解 ・把握 している。そ して具体 的には,「交通安全への取組 み」,「倫

理行 動の遵守」,「環境へ の取組 み」,「不正 を起 こさない ・見逃 さない」

等 の項 目に取 り組 んで いる。

2004
千葉ゼロックス

株式会社

コ ンプ ライア ンス(法 令順 守)要 件 について は 「社員行動 規範」の制定

と展 開,「ISMS関 連 教育」 の実施,「 交通安 全教育」 の実施,「 セクハ

ラホ ッ トライ ン」の開設,「倫 理研 修」の実施 「情報倫 理研 修」の実施,
「営業 ナ ビゲー タ」(営 業時のマナ ーに関す る事柄)の 制定 と展 開,「セ

クハ ラ防止研 修」の実施 等 を行 ってい る。 それ以外 にも,「 環境 マネ ジ

メ ン トシステム」の確立 や 「エコ リテ ラシー」教育 を,社 会要請への対

応 と して実施 してい る。

2005

株式会社

J・ アー ト ・レス

トラ ンシス テムズ

公序 良俗 に関す ることにつ いては 「8つ の約束事」 の中に織 り込んであ

り,全員が遵守す る義務を負 うようにしている。それ以外 に,「環境対策」,
「食 中毒対 策」,「安全 な食材 の利用 」等,社 員の気づ きに基 づいて検討

し,全 店で実施 してい る。

2005

松下電器産業株式

会社 松下アート

アプライアンス社
エアコンデバイス

事業部

現在 の事 業活動全て にお いて遵 守すべ き具体的事項 を 「行 動基準」 とし

て定 め,そ の上で 「コンプライア ンス ・ガ イ ド」 と 「企業倫 理5つ の視

点」 を社 員に配布 し,法 令 の理解 や業務上の判断 におけるチェ ックツー

ルと して活用 してい る。

また,全 社の環境憲章(環 境管理基本方針)に 基づ き,「環境経営方 針」

等 を各職場 に掲示 し,さ らに 「環境 カー ド」 を全従業員 に配布 し,徹 底

を図っている。

2005

松 下電器産業株式

会社 パナ ソニ ッ

クオー トモ ーティ

ブシステムズ社

環境負荷物 質削減委員会 を設置 し,取 扱い全部品 ・全材料 のデー タを管

理 し,規 制対応 等 を推 進 して いる。 また,ISO14001の 取 得 し,社 員 は

各 自環境 手帳 を携行 して,各 人 レベルでの環境取組 みを実施 してい る。

工場 では 「クリーンフ ァク トリー(環 境 共存工場)」とい う考 え方 の もと,

あらゆる投 入量 と排出量 の最小化 を進めてい る。

2005 トヨタ輸送株式会社

安全衛 生,環 境,企 業行動倫理 の3つ の委 員会 を立ち上げ,地 域 ・行政,

トヨ タ自動車,お 客様 ・業界 団体 等か らの声 を集 め,検 討するプロセス

を構築 している。 さらに,確 実に実行す るため に 「コンプライア ンス推

進室」 を設置 してい る。

表5の 結果 より,受 賞企業にほぼ共通 している仕組みは以下の通 りである。

まず,社 会からの要請を理解する仕組み として,一 部の企業ではお客様アン

ケー トを活用 しているようであるが,多 くの企業 は自社 の理念やビジョンと

いった価値観 と事業内容,自 社の業界 における位置づけ等から,実 施すべ き項

目を検討 し,独 自に定めるという方式 を採用 しているようである。その際,実

施すべ き項 目の決定に際しては,ト ップが決定する場合 もあるが,中 立的な"委

員会組織"で 決定している企業が多い。なお,決 定 した内容 は明文化 され冊子
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等の刷 り物にしたうえで,全 社員 に配布 し,徹 底に努めている。 この際,コ ン

プライアンスのように全員が遵守 しなければならない項 目については,社 員 と

の間で"特 別な契約"を 取 り交わし,社 員のサインを求めるという施策を実施

している企業 もある。

3.「 顧客 ・市場の理解と対応」に基づく仕組みの分析

本章での分析対象要件は表3に 示 した通 り以下の項 目である。この要件に照

らした受賞企業が構築 している仕組みを表6に 示す。

● 「顧客 ・市場 に関する情報をどのように入手 しているか?顧 客 ・市場

の情報や組織内外の知識や情報から,市 場や顧客をどのように理解 して

いるか?ま た,意 見や苦情をどのように集め,対 応 しているか?顧

客満足度をどのように把握 しているか?」

表6.各 社の 「顧客 ・市場の理解と対応」に関する特徴

年度 受賞企業名 仕 組 み の 特 徴

多様な情報源から顧客に関する情報を収集している。具体的には,販 売

員や技術サ ポー ト員に よる顧客対応 で得 られた情報,ト ップセ ミナーや

定例 ミーティ ングを通 した情報等 である。なお,新 聞 ・雑誌等 に掲 載 さ

れた情報 については,可 能 な限 り直接確 認 した うえで活用 している。

収集 した情報 は,商 談情報 シス テムに登録 した り,顧 客 デースに登 録 し

た りして管理 し,顧 客の要求や期待に関する分析に活用される。

1996

日本電気株式会社

半導体事業

グループ

意見や苦情 は顧客 別の担当員 による 「窓ロのシ ングル ウイン ドウ化 」に

よ り顧客か らの連絡 を容易 にして いる。製 品に関する クレームが入 った

場合 には,ク レー ムの緊急性 に応 じて対応方式 を変 えてお り,重大 ク レー

ムの場合 には標準 的な対応の段取 りにこだわ らず,調 査部 門等 の直接 対

応に よる迅速 な対応 を可能 としてい る。

顧客満足の把握は,競合他社 との比較 を含めた多様な方法で行っている。

具体的 には顧客 との 日常的 な対応 を通 した もの だけでな く,「顧客 に よ

るベ ンダー(当 社含 む)評 価 」,外 部調査会社 による 「CS調 査」 と 「企

業イメージ調査」等である。なお,顧 客満足度の評価指標は市場環境や

時代 とともに適宜 更新 してい る。

顧客 に対 す る4種 類 の ア ンケー ト(「キ ャデ ィア ンケ ー ト」,「コー ス管

1997
千葉夷隅

ゴルフクラブ
理 アンケー ト」,「レス トランア ンケー ト」,「営業部 門ア ンケー ト」)に

よる調査 を定期 的に実施する とともに,全 社 員が 「お客様の声 の窓口」

となって対応す る情報 カー ドの シス テム,パ ー トナー制度,会 員 で組織
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する4種 委員会活動等によって,既存顧客の多様な情報を収集している。
このようにして収集した情報は業務品質の評価のために用いられ,顧 客

満足度の把握 と,品 質向上策の検討に役立てられる。

また,苦 情 については,お 客様が不満 を持 ち帰 らない ように,マ ニュア

ルの整備,第 一線社 員への権限委譲等 によって迅速に対応 してい る。

当社 では,顧 客や市場 を,そ の取引形 態 ・流通プ ロセスの違 いによって

3つ のカテゴ リー(特 約店,販 売店,料 飲 店 ・家庭)に 区分 している。

特約店とは直接取引をしており,日 常的に約900人の営業担当員が圓訪

してお り,要 求や期待の把握を行っている。販売店市場には営業担当者

に加 え,約1600人 のマーケ ッ トレディが回訪 し,要 求 ・期待お よび色 々

な市場情報 の収 集 ・把 握に努めてい る。料飲 店 ・家庭市場 には,当 社営

業担 当員,特 約店,販 売店等 と一緒 に販促 活動にあた ってお り,情 報 の

収集 ・把握 で も協力 してい る。この ようにして収集 した情報 に基づいて,

お客様や市場の要求 ・期待の動向について分析 し把握に努めている。

1997
アサ ヒビール

株式会 社

特約店,販 売店 お よび一般のお客様 か らの意見 ・提 案 ・クレー ム等 に対

して は,業 界最大 の営業ネ ッ トワー クを通 して素早い対応がで きるよう

にしてい る。 さ らに,よ り幅広い意見 をお受けす る為 に,品 質保証 部の

中に 「お客様相談室」を設置して,電 話やお手紙等での情報収集を行っ

てい る。 内容 は,苦 情,提 案,要 望,連 絡,照 会の5項 目に整理 され,

トップをは じめ様 々な部署で共有化 され,対 応 している。

お客様満足については,上 記した情報に加え,業 界紙等の調査結果等に

基づいて把握 している。

なお,お 客様 のライ フス タイルの変化,市 場構 造の変化,消 費行動 の変

化 によって,満 足 度の基準 も変化 しているので,調 査の実施頻度や,評

価項 目につ いて も常 に見直 しを行 っている。

顧客の業種 ・業態に応 じて細分化された事業本部毎に,所 管役員,事 業

本部長,営 業担当が日常的に既存顧客や新規顧客を往訪し,経 営層への

提案,現 状 の聴取 等 を行ってい る。 また顧客 を対 象 とした 「カス タマー

ズサ ークル」 とい う会員組織の総会(3ヶ 月毎)の 会合や親睦会 を通 じ

て,情 報交換 を行 い意思の疎通 を行 っている。 さらに,主 催 してい るセ

ミナーや フォーラム も情報収集の場 と して有効 である。 この ように して

1998
株式会社

日本総合研究所

収集した情報は多面的な共有化が行われ,次 回以降の企画や顧客への提

案等に活用される。

顧客からのクレームやシステム運用に関する障害等が発生した場合に

は,直 ちに 「トラブル報告書」が起票 され,原 因を追究 し,再 発防止 の

ための是正措置や予防措置を講じる。

顧客満足度度については,シ ステム開発業務終了後に 「顧客満足度調査

(シス テム開発部 門)」 や 「アプ レイザル ヒアリ ング(コ ンサルテ ィン

グ部 門)」 を実施 し,製 品やサー ビスの水 準 につ いての評価情 報 を得 て

顧客満足の把握に努めている。

日常業務 にお いて店頭 では,イ ビザ レディ,専 門店の販 売員,営 業社員

が,直 接 お客様 と接す るこ とによってニーズの収集 に努 めている。また,

1998
株式会社

吉田オリジナル

イベ ン ト開催時 には,社 長をは じめ とす る全 セクシ ョンの社員がお客様

と直 に接 して色 々な情 報 を入手す る。 さ らに,手 紙やハガキ による情報

も重要 な情報源 となってい る。

この ような情報 は,整 理 され,新 商 品や新 たなサー ビスの開発等 に活用

されて いる。
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当社へ の クレー ムにつ いては,全 社 員が受付窓 口で あるこ とを徹 底 し,

なるべ く多 くの苦情や ク レームを収集で きるように している。そ して ク

レームへの対応 は 「即 時対応」 を基準 としてお り,そ の 日のうちに,担

当者 か らお客様へ必ず対応 を連絡するのがルールで ある。 なお,ク レー

ムを受けた者が最後 まで責任 を もって対応す ることも原則 と してい る。

顧客満足度に関しては,競 合他社あるいは競合他社製品との比較によっ
て把握 してい る。

市場情報やお客様のニーズ情報は,日 々の営業活動の中で収集するウェ

イ トが非常に高いため,営 業第一線の情報を吸い上げる仕組みの強化に

力 を入 れてお り,第 一 中央販売 本部 とお客様 との コ ミュニケー シ ョン

チ ャネル,「 営業担 当者」,「お客様 相談 セ ンター(CIc)・ テ レフ ォン

セ ン ター(TC)」,「X-Direct(Eメ ー ル)」,「 お 客 様 満 足 度 調 査 」,「 交

1999

富士ゼロックス

株式会社

第一中央販売本部

流会 ・セ ミナー等の イベ ン ト」,「経営 トップ」の6つ である。

この ように集め られ た要望,苦 情,ク レーム に関す る情報 は共有化やデー

タベース化 され,様 々な用 途 に活用 され るが,「 心 のこ もった行動 」で

迅速 に対応 する ことを原則 と している。 これ は,苦 情 ・ク レームに対す

る対応 だけでな く,全 ての情報 に対 する対応原則であ る。

なお,「 顧客 満足度調 査」 は,年2回,無 作為 に抽 出 したお客様 に,第
一販売本 部長名でア ンケー トを郵 送 し,企 業活動全般,商 品,営 業担当

者等6項 目の設問 に対 し,5段 階 で評価 していただいてい る。これ によっ

て,顧 客 満足度 を,定 量 的 ・定性 的に把握す ることに努 めている。

多 数のセールス ・サー ビス担 当者に よる日頃の訪問 の際にお聞 きす るお

客様 の声 が,ニ ーズ を把握 するための基本的 な情報 になっている。そ し

てそれを補 完す る形で各種 の市場 調査 があ り,セ ー ルスやサー ビス担当

者以外の社員が自らお客様の評価 と期待を確認する仕組みがある。この

ように して収集 されたお客様 の要求 ・期待 は,商 品の機 能性 改善,お 客

様対応(セ ールス対応,サ ポー ト対応,サ ー ビス対応等)の 改善だけで

な く,商 品や販売の中長期 の戦 略立案に も活用 され る。

1999
株式会社

リコー

お客様の苦情やクレームに対 しては,販 売会社やご販売店が日々の営業

活動のなかで発生を防止し,万 一発生した場合でも責任をもって対応し

ている。そして本社はその情報を把握 ・分析し再発防止のための種々の

改善活動の中で支援している。
リコーでは大 き くわ けて二 つの満足 度調査 を実施 してお り,一 つは 「課

題領域 を発 見す るため の満足 度調査 」で,も う一つ は 「具体 的なテーマ

を評価,確 認す るため の調査」 である。前者 は,客 観性 が求め られ るた

め第三者機関において顧客タイプに応 じて実施してお り,後者はお客様

接点部門や商品開発部の調査が中心である。これらの結果は 「CS経営

会議」等で審議され今後の改善策の検討に活用されている。

顧客 ・市場 を理 解す るため に,「8つ の訪問」,「コー ルセ ンター(お 客

様 の電話)」,「サ ーヴ ィング(お 掃除サ ービス)」,「お客様 アンケー ト」,
「お 客 様 か ら の 封 書 ・は が き ・Eメ ー ル ・FAX」

,「CSコ ー ル 」 の6

2000 株式会社

武蔵野

つ の方法 を実施 して,色 々な情 報を把握 してい る。 また,競 合 以外の動

きや市場 の将来性 を検討す るために,こ れ ら6つ の方法 以外 に,同 業他

社 をベ ンチマーキ ング して得 られた情報 も参考 にして いる。集め られた

情報 の活用は,そ れぞ れの担 当部署や社 内チー ムが担 当 してお り,さ ら

に 「お客 様満足度向上委員会」 で審議 ・決定 され る。
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ク レームが発生 した場合 には,担 当者が承 ったら直 ちに上司 ・関係者 に

ボイスメールで伝達 し,事 態 に敏 速に対応す るように している。 また,

お客様には対応状況を逐次連絡してご安心いただけるようにしている。

ク レームが発 生 した場合 の対応 マニュ アルは,「 経営 計画書」 に明示 し

てお り,そ の中で"ク レームの責任 は社長 にあ り,社 長一人では対応で

きないので,社 員が社 長に代 わって誠意 を持 って対処 する"こ とを明確

に してい る。 クレー ム処理 の内容 と対応結果 は,担 当者 が営業支援 シス

テムに登録 し,全 社的 な改 善事項 として,ク レーム ・解 約チーム による

対応策立案,お 客様満足度向上委員会での審議,経 営品質向上委員会へ

の決定 とつなげてい く仕組 みを構 築 してい る。 さ らに,決 定事項は 「経

営計画書」等へ明示 され,経 営計画発 表会 等に よって,周 知徹底 され る。

お客様や市場を理解する上でもっとも重要なのは,第 一線社員が直接お

客様 と接して得られる情報 と考えている。業界動向や競合他社情報につ
いては,各 種経済指標や統計資料等,公 開された社外情報を分析 ・デー

タベース化 して利用 している。また,社 外 に委託 して実施する郵送 によ

るアンケー ト調査結果等から,お 客様の関心分野や投資動向等も分析さ

れる。 この ように して収 集された情報 に基づ いて,社 長以下役 員 を中心

に構成されるCSMC(お 客様満足度向上委員会)が 毎月開催され,対

応 方策が決定 され る6具 体 的には 「会社体質 ・営業姿 勢の改善」,「お客

様対応(ス ピー ド)の 改 善」,「価 格満足度 ・納期満足 度の改善」等であ

る 。

2000

日本アイ・ピー・エム

株式会社

ゼネラル・ビジネス

事業部

お客 様の苦情 につ いては,適 切 な責任者 に伝達 され解 決を図る仕組み と

なってお り,苦 情内容 と解 決策の記録 は,全 世界 の全事 業所か ら参照で

き,再 発防止策の策定 に活 用されてい る。 また,通 常 の苦情 処理で は対

応 で きない,あ るいは解決が大幅 に遅 れる と判断 され るもの につ いては,

ク リテ ィカル ・シチ ュエーシ ョン ・マ ネジメン ト ・プロセスで国内の役

員や国内外の開発製造部門を動員して早期に問題を解決するようになっ

て い る 。

顧 客満足度 につい ては,お 客様がIBMの 調査で ある ことをご承 知の う

えで記入いた だ く方式(ICSS)と,お 知 らせせ ずに回答いただ く方式(ブ

ライ ン ド ・サーベ イ)の2通 りがあ り,い ず れ も第三者に委託 して実施

してい る。 なお,ICSSの 結果 の総合満足度 の評価が基準以 下のお客様

は フリー ・コメン トで,ご 不満の意見 をいただいたお客様には,営 業管

理者の訪問が義務づ け られている。 また,ブ ライ ンド ・サーベ イは,競

合他社 とのベ ンチマ ーキ ングを 目指す とともに,具 体 的改善の方向性 を

確 認す る指標 となっている。

お客様の要望を的確に把握するために,全 世界の関係会社を通じて,お

客様か ら必要 な情報 を リアル タイ ムに入手す るほかに,経 営 トップを含

めた関係者が,お 客様に直接お伺いして要望事項を把握する様に努めて

い る。 また,調 査会社 等 も活用 して,お 客様満足 に関する多面的 な情報

2001

セイコーエプソン

株式会社

情報画像事業部

収集 を複合的 に行 い,将 来の戦略策定 を勘案 した総合 的な分析 ・予測 を

実施 している。 この際,「 お客 様使用 環境の分析」,「地域別 ・商品区分

別のマ トリックス分析 」,「購入決定要 因詳細情報 の分 析」等の分析が行

われ,こ れ らの結果 や 「商品企画」や 「市場 品質対応 」,「お客様満足 ・

期待要望対応」等 のオペ レー ションの検討 に活用 される。

お客様か らのク レーム対処にあた って は,全 社 レベルの品質基準 に基づ

いて,各 主管部門 ・関係会社がそれぞれ業務内容に沿った各基準を整備

し,一 元化 した品質対 応を実施 して いる。 なお,ク レームの重要度や緊
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急 度に応 じた対応 を行 う とともに,再 発防止策 も講 じている。

顧客満足度の把握については,日常の基幹系業務推進からの情報(クレー
ム,問 合 せ,修 理 情報等)や 事業 部独 自のCSI調 査,ア ンケー ト調査

に より明確化 している。そ して,毎 年,前 年度 の顧客 満足 に関す る調査

結果等を評価 ・分析 したうえで,目 標値を商品 ・業務内容毎に設定して
い る 。

お客 様の ご意見 ・ご要望(い わゆ る「お客様の声」)は,営 業職員や窓 口 ・

電 話等,様 々な収集 の仕組 み によって集積 し,内 容 に応 じて,「 お 申し

出(苦 情)」,「 ご意見 ・ご要望」,「相談 ・照 会」,「感謝」 の4種 類 に分

類 される。なお,そ れ以外 に,「社会構造 の変化」,「経 済環境の変化」,「競

合他社の動向」等,幅 広い領域の情報を市場調査の一環 として収集し,

活用 してい る。

収集されたお客様の声は,各 支社や品質向上委員会事務局および本社所

幹 部の分析 ・検討 を経 て,改 善に向けて提言 となる。また,お 客様の声

2002
第一生命

保険相互会社

の動 向は 「常務会」,「品質向上委員会」,「サ ービス推 進連絡会」等で レ

ビューされ,社 長 出席 の 「総合 政策調整部会」 において も検 討 され る。
「お申 し出(苦 情)」 が寄せ られた場合 には,「お客様 お申 し出処理基準

書」に従って対応 し,平 成11年 度 には 「受付後24時 間以 内の第一次対 応」

を基準 として,取 組み状 況をフ ォロー している。なお,「お申 し出(苦 情)」

は 「お客様相談室」 において,再 発 ・未然防止 の検討 および指導 を行 っ

て い る 。

当社では 「お客様満足度」が 「全社基本数値目標」の1つ に設定されて
お り,そ の 向上 に取 り組 んで いる。「お客 様満足度」 は 「社外機 関 に委

託 して実施する 「全国支社別お客様調査」で定量的に把握 されるだけで

な く,「お客様 の声 」に よって定性 的に も把 握 される。

顧客 ・市場を理解す るための3つ の視点 として 「お客様」,「カー環境」,
「カー メーカー様 」を設 定 し,日 常 の活動,各 種調査 活動,カ ーメー カー

様 との交流,技 術動向や事業者動 向の ウォッチ を行 っている。

様々な形で収集された情報を総合的に戦略に取 り入れるため,中 期計画

策定 過程の初期 に 「市場 ・顧客 要求 シー ト」 として地域 ・事 業別 にまと

める。加えて技術動 向や カーメーカー様動向等 を 「マクロ環境 変化」 と

してま とめ,中 期計画 に展 開する。

2002

パイオニァ株式会社

モーバイルエンター

テインメントカンパニー

不具合 等の情報が入 ったと きには,速 やか な修復 と気持 ちの良い対応,

再発 ・未然防止へ の取組 みを行 う。そのため に,2001年6月 より,ナ ビ

ゲーシ ョン購入後 の相談 を,川 越事 業所 に設置 した 「ナビサポー トセ ン

ター」で ダイ レク トにお受 けする ようにした。

顧客 満足 につい ては,市 販 ・OEMの 市場区分別 にそ れぞれ最終顧客,
一時顧 客に分けて顧客満足 を把握 しようと努め ている。 さ らに,定 量,

定性 的調査,企 画 ・開発,デ ザ イ ン,営 業が参加 して行 う大規模 な販売

店様訪問調査,日 常の活動で得 られる様々な情報に基づいて把握 してい
る。把 握 した結果 は 「顧客満足 ・不 満足に関す るもの」 と 「再購 入 ・継

続 的取 引に関す るもの」 の2つ に分類 し,企 画 ・開発,生 産,営 業,物

流,ア フ ターサー ビス等 の各 プロセスに展開 している。

当社 ではお客様 を 「潜在顧客層」,「流動顧客層」,「安定顧客 層」,「固定

2002
トヨタビスタ高知

株式会社

顧客 層」に区分 したうえで,ポ ジ ショニ ングを段 階的に把握 する ように

している。具体 的な情報 は,お 取引の ある全 てのお客様にお願いす る 「お

得 意様ア ンケー ト」や 「お客様 ご意見 ア ンケー ト」,さらに,各 種 パーテ ィ
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2002

2003

カルソニックハリソン

株式会社

NECフ ィー一ルディング

株式会社

等あ らゆ る機会 を捕 らえてお客様か らのご要望,ご 提 案をいただいて収

集 している。収集 した各種 の情 報は,お 客 様のサー ビス レベ ル(「 基本

的サー ビス」,「本質 的サー ビス」,「個別複合 的サー ビス」)の それぞれ

を改善 してい くために役 立ててい る。

お客様か らの苦情 に対 しては,す ぐにマ ネジメ ントリーダーや責任者が

対 応す るという方式 はあえて とらない。お客様 の一番 の理解者であ る担

当ス タッフが,日 頃培 った価値基準 に基づ いて迅速 な解 決に当た ること

を原則 としている。 ただ し,再 発防止や未然 防止 に対 する取組み につ い

ては,マ ネジメ ントリーダーが中心 になって進 める。 さらに,当 社 では

苦情の なかで も 「ささやかな ご不満」 に注 目す るこ ととしてい る。つ ま

り,な かなか表面化 して こない小 さな不 満原因 を確実 に把握 するために,
「ス タッフご意見番 」とい う仕組 みを運用 してい る。具体 的には,ス タッ

フがお客様や ビジネスパー トナーの方 と会話 した際に,何 気な くお話 さ

れる ご要望等 をスタ ッフ 自身が投稿 し,壁 面 に掲示 して情報共有す るの

であ る。言い換 える と,エ ンジニ アへ のご不満 を営 業ス タッフが拾 い出

し,営 業ス タッフへ のご不 満を ショー ルームスタ ッフが拾い出す とい う

相互補完的 な機能 を持 ち,出 され た意見 はプロジェク トで議論 し,解 決

策 を展開 して い く。

顧客 満足 につい ては,1994年 より行 っている 「お客様 ご意見調査」の結

果に基づいて明確化 しているが,「ス タッフご意見番」,「ご来店 アンケー

ト」,「テ ーブル アンケー ト」,「サ ー ビス アンケー ト」,電 子 メール等 で

お寄せいただ くお客様 のメ ッセー ジ等 による補完 も行 ってい る。

顧 客 ・市場 を理解す るために当社で は独 自に収集 した情報 と,当 社が直

接 製 品を納入 して い るエ ア コンシステ ム ・コンプ レッサ ーの製 造会社

(人のお客様),当 社 の製品を採用 していただ く全世界 の 自動車メ ーカー

(地のお客様),当 社 の製 品を使用 していただ く一般消費者,全 世界 の

車ユーザー(天 のお客 様)の 情報 を統合 ・分析 を 「両 親会社」 との密接

な連携の もとに行 っている。そ して顧客 ・市場 の要 求 ・期待につい ては
「天 ・地 ・人のお客様」 の顧客情報 に基づ いて,当 社 の 「満足度向上委

員会」,「経営 品質会議 」の中で分析 ・検討 を行 っている。

日常業務でお客様 の接 点 となってい るお客様担 当窓口で収集 した苦情情

報 は,電 子掲示板 に掲示 し社内への共有化 を図る と共 に,そ の苦情 を担

当す る部署が その対 策 とお客様への報告 を行 っている。

顧 客満足 の明確化 のため に,「 天 ・地 ・人のお客様」 それぞ れに対応す

る顧客 満足調査 とお客様 との各種会議体 にお ける直接 的な情報収集や苦

情情報デー タを もとに分析 ・検討 している。

「お客様の声」 は,お 客様 との面談や電話,ア ンケー トに より把握 して

い る。具体的 にはCE(カ ス タマーエ ンジニ ア)が 日々の活動を通 じて

把 握 した情報,支 社 の管理者が計 画的にお客様 を訪 問し,日 頃CEが 対

応 してい る内容の フォロー等を行 う。収集 された 「お客様の声」 は管理

シス テム(CSVOICE)に 「ニ ーズ」,「苦情」,「満足 度」の3つ に分類

して登録 され,共 有 され,半 月 ごとに,テ キス トマイニ ングに よって,

長期的ニ ーズ と短期 的ニーズが分析 され,戦 略策 定や商品開発 に活用 さ

れ る。

お客様か ら問合せや苦情 が コールセ ンターに寄せ られた ときには,必 要

に応 じて担 当部 門に出動の指示が 出る。 また,重 大 な障害が発生 した場

合や重大 な苦情 をいただい た場 合は,「 お客様対応 連絡書」発行 管理規

定に基づいて,当 該拠点が情報入力 し,社 内お よび関係部門 に通知 され,
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エス カレー シ ョンが始動 する。

顧 客満足要 因 ・満足度 の把 握は,CE,管 理者,役 員等がお客様 を訪問

した際 に,直 接 お聞 きする情報のほか,ア ンケー トによる方法でお客様

の満足度を定量的に把握 し,競 合他社比較を行い,自 社のポジションを

明確 にしてい る。 なお,こ のア ンケー ト調査 は公正 を期 すため第三者機

関に委託 してい る。

当社には訪問販売の営業手法は存在していない。お客様の生の声 は店頭

に集 まる。 したが って,営 業マ ンだけで な く拠点 の全 ス タッフが積極的

にお客様 に声掛 け し,ご 要望や ご意見 をお 聞きす る。また,お 買い上 げ

いただいたお客様 には,納 車時 にア ンケー トをお願い している。この際,

自由記入欄に書かれた意見や要望は貴重な情報となる。また,納 車後や

修 理 ・点検終了後 に もア ンケー トをお願い している。

これ らの アンケー トの結 果は全社員 に共有化 され,改 善項 目の抽 出等 に

2004
株式会社

ホンダクリオ新神奈川

活用される。改善すべ き点はその場で改善され,ま た,即 座の対応が不

可能な項目については,半 期毎に全社員大会で改善方法の提案等がなさ

れ る 。

お客様からクレームや苦情が寄せられた場合は,店 長や営業マンが即時

対応 を行 う。万一担 当者不在 時で もチーム販売 の強みを活か し,店 内の

他 のス タッフが対応す る。

顧客満足の明確化については,本 田技研工業株式会社が毎年実施してい

る販売店 のCS調 査(A-CS調 査 と言 う)の データを指標 と して活用 し

て い る 。

お客様の要求 ・期待 を把握 するため に,市 場 階層 ご とに リスニ ングボス

トを設け,お 客様 の生 の声 や ご要望 を収集 ・把握 してい る。収集 され た

情 報 は,お 客 様 ・市場の要 求 ・期待 を理解 し評価す るため,「KYCX会

議(こ こ までや るのか千葉 ゼ ロ ックス会議)」,「運営 会」,「CS向 上委

員会」,「半期毎の戦略検討会」等で分析され,経 営会議で具体的な施策

を決定 してい る。

お客様からのご意見や苦情を受けるために多様なアクセスポイントを設

けてお り,お 客様の声 はボイス オブカス タマー システ ム(VOC)に よっ

て全社で共有 される。 これに よって,お 客様 の現在 の状 態 を良 く理解 し

2004
千葉ゼロックス

株式会社

た上でお客様接点対応 を可能 としてい る。 このようなシステムの効果 も

あって,苦 情 ・ク レームについて は,一 次対応 として担 当者が1時 間以

内にお客様 に対応す るこ と,お よび24時 間以 内に解 決す ることを 「対応

基 準」 として いる。

お客様満足度 ・不満足 度の把握 には2つ の方法 を用 いてい る。1つ は,

最初の価値提供 であるソ リュー ション営業活動 が どの ように評価 されて

い るか を確 認す るため のHPIS(販 社 ポ ス ト・イ ンス トレー シ ョン ・

サーベイ)と 呼 ばれる満足 度調査であ る。 もう一つ が,ご 契約後何年 に

もわたって続 く長期的で良好な関係を保つための全体の仕組みや運営方

法が どの ように評 価 されてい るかを年1回 確認す るHCRS(顧 客 カス

タマー リレー シ ョンシ ップ ・サーベ イ)と いう満足 度調査 であ る。

顧 客 ・市場の理解 のため,情 報 カー ドで,市 場 ・他社 情報や顧客の要求

2005

株式会社

J・ アー ト・レス

トランシステムズ

期待 を把握 している。さ らに,顧 客満足 度調査 の分析手法 を工夫 した 「た

また ま」&「初回」来店の顧客 分析の実 施 し,潜 在顧客 近似層 のニーズ分

析 も行 ってい る。また,新 しい商 品サー ビスに関 して は,メ インターゲ ッ

トであ る主婦層等 の要求 と期待 を,ロ イヤルカスタマーであ り,現 実 の

プ ロセス を理解 する主婦のアルバ イ トさん達 か ら収集 してい る。
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2005

2005

松下電器産業株式

会社 松下アート

アプライアンス社
エアコンデバイス

事業部

松 下電器産業株式

会社 パ ナソニ ッ

クオー トモーティ

ブシステムズ社

ア ンケー ト等 を通 して指摘 された内容や,情 報 カー ドで上 がって くるク

レームについては,社 長 か ら担 当者全 員 に電子 メー ルで対応 の方向性が

確 認 され,原 因 も現場 の担 当者 の クレーム トラブル報告書 に明確 化 され

共有 される。原因や内容 は必 ず店長会議,店 舗 ミー ティングで何 回 も討

議 され,写 真付 きの改 善ラ ミが作 られ各店 にも張 り出される。その後,

必要 に応 じてお客様 にも返信 される。

顧客満 足度の明確化 に際 して は,年 一度全店で配布 され るCSア ンケー

トと随時実施 してい る定性 ア ンケー トか ら,数 値デ ータと して満足 度 と

要 因等 が明確 化 され る。 同時に,各 店別に他社 との競合 度合 い,そ れぞ

れ競合他社 の満足度等 も把握 で きる仕組み になっている。

お客様 の ご要望の収集 は営業 部門が窓口 となって いるが,技 術 ・品質管

理部 門が中心 となって各部 門 ・階層 の専門家が重点顧客 を訪問 しコンタ

ク トす る"面 対応"を 行 うこ とに よって,お 客様 の性 能目標 や開発ニー

ズ等 のご希 望 を直接お 聞き し,適 時 ・的確 に対応で きる体 制を とってい

る。 この ように収集 され た情報 の中で重要な情報 は日々経営 幹部に届け

られ,組 織 として敏速 に対応 している。

お客様 か らご要望や クレームがあった場合 も,お 客様 の品質管理部門の

他,技 術 ・生産管理 ・購買等 の部門か ら,当 社セ ールス ・業務社 員 ・技

術 ・品質 部門に直接連絡が入 るよ うな"面 対応"の 体制 を とってい る。

そ して,各 部門が協力 しスピー ド対応す ることによ り,こ れまで以上 に

お客様 との信頼関係 を強 固に してい くと同時 に,再 発 防止 や未然防止 に

と 「再発 防止チ ェックシー ト」 や 「品質 レポ ー ト」等 を活 用 して取 り組

んでいる。

顧客満足 度について は,日 常 のセールス活動の際 に,お 客様 の各 部門 と

直接面談 し,商 品への評価 ・要望の収集 を行い,お 客様 の満足 ・不満足

な点 を把握 してい る。 また,経 営 幹部に よる主要顧客へ の定期 的な訪問

によ り,お 客様満足度 の総合 的な把 握 を行 ってい る。 また,お 客様の経

営幹部 か ら各職能別担 当者 までを対象 とした アンケー ト調査 に よって,

幅広 く定量的 に満足度 を把握 し,"お 客様満足調査 表"に まとめてい る。

このよ うな顧客満足度調査結 果は,経 営会議や品質決算会 議の場で,特

別 に時 間をかけて経営幹部が議論 し,改 善策 ならびに具体 的な評価 指標

や分析 方法の検討 も同時 に行 っている。その結果は,イ ン トラネ ッ トで,

全社員 に知 らされ る。

お得意様(カ ーメー カー様)へ の 「一顧客一窓 口」営業体 制 とグ ローバ

ル4極 に展 開 した開発 ・製造 ・販売体制 を構築す る とともに,ト ップか

ら現場 までが双方向のや りと りを通 じ,市 場 ・お得意様 ・他社 動向等の

理解 に努 めてい る。特 にカーメーカー様が仕入先 に対 して組織 す る活動

には積極 的に参画 し,交 流 を行 ってい る。

お得意様 やお客様か らの様 々な意見や苦情 に対 し,迅 速 かつ的確 に応 え

るこ とで強い信頼関係 を築 き,徹 底的 な早期発見,早 期対応 の実現 に努

めている。また,重 点管理 商品に対 しては 「マ ルチ製 品 ・プロセス審査」,
「ソフ トウェア品質監査」,「 実車 システ ム検証強化」 等の未然防止活動

も強化 してい る。

顧客 満足 の明確化 に際 し,純正分野 においてはお得意様の新規提案採用,

原価低 減評価,品 質評価,工 程 監査等 を基本 に,日 常 のヒア リングを通

じて,満 足要因 と満足 度を明確化 す るとともに,系 列 デ ィーラー様 に対

して実施 してい る 「ディーラサー ビス対応評価」調査 によ り,サ ー ビス

現場 におけ るCS満 足 度を明確化 している。市販 分野では,ユ ーザ ーア
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2005 トヨタ輸送株式会社

ンケー トや有力販売店 様に実施 している 「満足 度調査」等 によ り,お 客

様,お 得意様 の満足 度の把 握に努めてい る。

社 長並 びに経営幹部 が率先 して行 う トップセールス をは じめ と したCS

活動の実践 に,社 員 の意識は急速に高 まった。 そ して顧 客の要求 ・期待

は定期的 な訪 問,CS調 査,苦 情,日 常対話 を通 じて把握 してい る。 こ

の ように して収 集 され る情 報 は 「CS小 委員 会」,「CS委 員会」 でセ グ

メ ン ト毎 に把握 ・分析 され,戦 略への反映が必 要 と判断 された内容 は,

戦 略機能会議,月 曜会,経 営会 議に提案 ・上 申され,専 門部署 ・担当部

署へ の改善提案 ・改善指示 が行 われ る。 また,大 きな案件 は,訪 問活動

のみな らず,顧 客 との合 同プロ ジェ ク トを提案す る。

顧 客か らの苦情 等 も定期訪 問やCS調 査,顧 客 との 日常会話 を通 じて積

極 的に把 握す ることを心が けてお り,苦 情が寄せ られた場合 には,で き

るだけ速やか に対応策 を講 じる ことを重要視 し,対 応 リー ドタイムの基

準 を設定 してい る。加 えて,組 織 としての対応 の充実 ・徹底 を図 るため

に,2005年 か らは顧 客セ グメン ト毎 に対応報告書 を明確 に し,都 度,フ ォ

ロー してい る。 また 「CS管 理 コーナー」 では,意 見 ・苦情の対応 状況

を 「見 える化」 して全社員が把握 でいる ようになっている。

顧客満 足関す るCS調 査 は,全 部門の最重要顧客 ・重要顧客 か ら選定 し

た200社 を対 象 と して実施 してい る。調査 は,営 業 に対 す る評価 と輸送

に対す る評価,当 社の改革 に対す る理解,総 合満足度,調 査 の妥当性の

5段 階で 圓答 してい ただ くもので,面 談方 式で実 施 してい る。 また,

CS調 査 では 「他社 比較」等 の設問 も盛 り込 まれ てお り,比 較判 断が可

能 となっている。

表6の 結果より,顧 客 ・市場 に関する情報の入手方法 としては,経 営陣,経

営幹部,一 般社員による顧客との直接的会話を通 じた手法が重要視 されている。

なお,普 段顧客 と接することの少ない部門の社員が顧客 と接する機会を創 出す

るための工夫を凝 らして,全 社員が顧客 と接 し何かを感 じることを重視 してい

る会社 もある。このようにして集め られた情報,つ まり,顧 客か ら直接聞いた

要望,期 待,不 満等の"肉 声的"な 生の情報を,多 くの企業が尊重 している。

そして,そ れを補完する情報収集手段 としてアンケー トも多用 されている。

これ らの情報は,整 理 ・分析 されたうえで,改 善等のために活用されるが,

その際,「CS委 員会」といったような組織横断的で経営陣が トップを務める"委

員会"で 検討される。その うえで,当 該"委 員会"か ら該当の部署に改善の指

示が行 くというパターンが多いようである。

クレーム対応については,混 乱 なく迅速に対応するためのマニュアルを整備

している会社が多いが,重 大で急 を要するクレームについては,マ ニュアルの
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規定を超越する対応 を行うことに している会社が殆 どである。 また,顧 客満足

度のためのアンケー トについて,中 立性 を確保するために第三者機関に委託す

る方式が多いようだ。

4.「 戦略の策定 と展開」に基づく仕組みの分析

本章での分析対象要件は表3に 示 した通 り以下の項 目である。 この要件に照

らした受賞企業が構築 している仕組みを表7に 示す。

● 「戦略を策定や現場意見を反映するためにどのような方法を用いている

か?ま た,戦 略課題をどのような方法で展開しているか?」

表7.各 社の 「戦略の策定と展開」に関する特徴

年度 受賞企業名 仕 組 み の 特 徴

1996

日本電気株式会社

半導体事業

グループ

NECで は毎年,中 期 と短 期の計 画に連続性 ・関連性 を持たせ,中 期計

画→ 年度予算→下期実行予算→ 中期計画のサ イクルで戦略 を策定 してい

る。半導体Gも このNECの 戦略策定 プ ロセス に従 い,基 本戦略 に基づ

いて,中 期 と短期 の計画 を策定 している。半導体Gの 中期 計画 と予算 は,

経営 幹部がいつ も発信 している方針や課題 を念頭 に,事 業 部制マ トリッ

クス経営 システ ムに従 って,販 売 ・研 究開発 ・SBU・ 生 産の各 プロセ

ス オーナーが中心 となって,マ ーケテ ィング戦略,技 術戦略,生 産戦略

をグループ内の関係部署 と検討 し立案する。そ して,そ れ ら戦 略か ら出

荷,新 技術 開発,新 製品 開発,設 備投 資,人 員等の計画 を策定す る。最

後 に個 別の計画 をとりまとめ て,グ ルー プの損益 ・収 支計画 を策定す る。

なお,グ ループ内の各部 門は,数 値 目標 と推進施策 を部単位,課 単位,

個人 といった職位 レベル毎 に関連性 を確 保 しなが ら展 開 してい く。生産

性 向上,サ イクル タイムの短縮,ム ダの削減等 を計画 に盛 り込 んだ各部

門の数値 目標 とその達成 を確実 にするための推進施策 は,部 →課 →個人
へ と対話型 コ ミュニケー シ ョンによってお互いが納得 して展 開される。

1997
千葉夷隅

ゴルフクラブ

戦略は自社の3年 後の姿を予測 して経営構想をまとめる中期経営計画と

して策定する。収集された顧客情報や業界動向,サ プライヤー動向等の

情報を基に,機 会と脅威,強 みと弱みを明確にし,そ の上で当クラブと

しての戦略構想を策定し,環 境変化 と当クラブの戦略実行を楽観説,悲

観説,最 可能説の3つ に分けてリスク分析を行う。最可能説を基に3年

後の姿を明確にし,定 性的目標をシナリオの中で明確にするとともに業

績に関する定量的目標を設定する。

中期3ヵ 年経営計画で策定された初年度の目標 と方針は,各 部門の具体

的な方針 として落とし込まれ,そ の目標値を方針管理,小 集団活動,日

常管理および個人目標に割 り付けて全社員が組織的 ・計画的にその達成

を目指 して取 り組んでいる。
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1997

1998

1998

1999

アサヒ ビール

株式会社

株式会社

日本総合研究所

株式会社

吉田オリジナル

富士ゼロックス

株式会社

第一中央販売本部

戦略策定にあたり最も重視しているのが,お 客様 ・市場の要求および期

待を理解することである。また,戦 略を確実に実行し,予 想した成果を

実現してい くためには,必 要な能力が記号および社員に備わっているか

どうかが,重 要なポイントとなる。

戦略は,社 長以下全役員,本 店部長,支 社 ・支店長,工 場長,関 係会社

社長全員が出席する 「全国事業場長会議」(毎年10月開催)で 当年の総

括を行うとともに,翌 年の社長方針を発表する。併せて各役員が,担 当

している部門についての方針も発表 し,こ の発表を受けて社内全部門へ

の展開が開始されることになる。具体的には,社 長方針,担 当役員方針

の発表を受け,支店長 ・支店長会議,工場長会議等の分科会が開催され,

それぞれの分野で認識 ・理解の一元化が図られる。

その後,各 事業場長は,自 部門の年次計画を作成する。部門年次計画の

作成にあたっては,上 位方針とともに業務単位である各課の現状と問題

点,上 位方針の具体化について事業場内で十分な意見交換を行い,担 当

役員の承認を経て完成することになる。

全社 レベ ルの戦 略は3年 毎の中期経営計画 として策定 され る。 この計画

策定 には各事業本 部の若手 ・中堅社員 も参画 している。各部 門のカバ ー

すべ きマー ケ ッ トおよび分野技術か らコアコ ンピタンスが策定 され,事

業本部別の戦略 と してま とめあ られ,そ れ に基 づいて全社の統合計画 と

しての中期経営計 画が作 成 され る。各事業本 部の機能を超 えた領域 にお

け る戦略策定 は,本 部組織であ る営業企画部 お よび業務開発部が行 って

い る。

中期経営経計 画に より策定 され た全社計画 は,各 事業本部,部 門内各 部

または グルー プ,チ ーム 目標 を経 て,最 終 的には個人 目標 としてブ レー

クダウンされ る。 中期 経営計画 を全社的 に浸 透させるため に,社 内報 で

あ る 「総研 ジャーナル」の中期経営計画号 を各 人に配布 し,ま た全社員

を対象 とした勉 強会 を実施 してい る。社員一 人ひ とりにブ レー クダウ ン

された 目標 は,目 標 管理制度 によ り達成度が 評価 される。

様 々な機会か ら得 られるお客様の要求や期待 を もとに,幹 部会議,商 品

会議 において,具 体 的な戦略 と重点施策 を策 定 してい く。幹部会議 と商

品会議 は月2回 行 っているが,重 要度,緊 急 度の高い課題が発生 した場

合 は,社 長,経 営 幹部を中心 とした ミーティ ングを逐次行い,戦 略決定

をしてい る。

戦略は 「中期戦略」 か ら 「年度戦略」へ と,第 一中央本部か ら各事業部

へ とブ レー クダウ ンされる形で策定 され る。

「中期 戦略」は,第 一 中央販 売本部長 ・事業部長 ・代表BP(ビ ジネス ・

プ ロデ ュース)長 ・ス タッフ長で構成 される 「中期計画検討会」 にて,

ビジ ョン ・基本方針 の検討 と合 わせ て審 議 ・決定 され る。「年度方針」

は本部長お よび当販売本 部ス タッフ長が 中心 とな り検 討会にて原案が作

成 され,関 連 部門長への事前説明 を経 て 「年度戦略」と して確 定 され る。

この検討段階 で最 も重 要な作業 は,お 客様 の変化 等のお客様 ・市場動 向

であ り,お 客様 の実情 を もっ とも把握 している営業部門の部 門長や キー

マ ンを検討 ・策定プロセス段 階か ら参画 させ,キ ー項 目に関す るヒア リ

ングを実施 し,施 策に反映す ることで ある。

なお,「 年度戦 略」 は,年 度 目標 を保証 す るた めの 「重点施 策」 を骨格

とした 「マ ネジメン トガイ ド」 として,事 業 部等の現場へ展開 され る。

展 開の方法 としては,当 販売本 部運 営会 ・BP連 絡 会 を通 じて の部 門
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1999

2000

2000

株式会社

リコー

株式会社

武蔵野

日本アイ・ピー・エム

株式会社

ゼネラル・ビジネス

事業部

長 ・マネジ ャーへの展開,そ して期 首に行われ るキ ックオ フを通 じての

全 メンバ ーへ の説明,さ らにネッ トワーク環境 を活用 した ホームペ ージ

に 「マネ ジメン トガ イ ド」,運 営会 資料等 を掲 載 し,全 メ ンバーヘ タイ

ムリーな情報提 供 と共有化 によって,戦 略 ・紙策の展開 を図っている。

なお,事 業 部戦略の確 認の仕組み の最 も特徴 的な点 は「BPN(ビ ジネス ・

プラ ンニ ング ・ノー ト)」 と称す る 「企業別事 業計画書」 の内容 と,そ

の計画 の進捗 を確認す る仕組 みである。具体 的に は,担 当役員,第 一中

央販売 本部長,関 連部 門長等が参 加す る 「BPN検 討会」 を定 期的 に開

催 し,関 連部 門の方々か ら建設 的なア ドバイスや具体的な支援 をもら う

ことで,「BPN」 の内容が さらにブラ ッシュ ・ア ップされ るので ある。

事業戦略の策定はまず基本的な環境の把握やビジョンをもとに大きな参

入領域として事業領域を確認することから始 まる。次に事業機会やコア
コンピタンスに基づく中長期の方針や個別事業領域案が策定される。そ

してそれは全役員が参画する 「経営戦略会議」で徹底的に議論され,最

終的には 「取締役会」で決定される。ここで決定された方針は,中 期経

営計画の基本方針案,業 績ガイド,事業の位置づけ,お よび各部門に対

するトップデザイヤ(社 長の要望)と して 「TD(ト ップディシジョン)

会議」で審議された後,各 責任者に提示される。それに基づいて各部門

の 「中期経営計画」が決定される。
一方

,各 年度の業績計画である 「短期事業計画」と 「実行計画」は,中

期戦略の方針に従って詳細に落とし込み,展 開される。具体的にはまず

各年度の業績計画,部 門方針が決められ,そ れをもとに各部署の目標 と

重点施策が決定される。この重点施策は最終的に社員一人ひとりの実行

計画と目標にまで細分化される。こうして決められた戦略は,部 門ごと

に外部環境の変化や計画の進捗状況に応 じて随時見直されるが,定 期的

かつ全社的にも 「方針管理における診断」 と 「中経レビュー」の仕組み

により見直 しが行われる。

基本戦略 と重点 施策の策定 には,社 長 ・役員 を除いた幹部全員が参画す

る。そ れを踏 まえて社長 は次年度 の 「基本戦略」,「単 年度利益 計画」,「資

金計画」,「資金運用 計画」,「目標貸借対照表」,「長期利益計画」,「長期

資金計画」,「長期 資金運用計画」,「長期貸借対 照表」の社長案 を作成す

る。 これ を受 け,役 員 と事業部長 との 問で戦略 ・重点施策お よび利益計

画につい て約1ヶ 月かけて検討 を行 い,期 首 の役 員会において新年度 の

経営計画書案 の骨子 を決定す る。その後,役 員 と幹部社 員等の間で議論

が合宿形式 で行 われ,合 宿最終 日に,経 営 品質向上に向けた基本戦略 と

重点施策が最終 決定される。

こうして策定 された戦略 と重点施策 を確実 な もの とするに は,社 内お よ

び ビジネスパー トナーに浸透 を図 らなければ ならない。その ため,「 経

営計画発表会」,「政策勉 強会」,「早朝勉強会」 において伝 達が なされ る

とともに,事 業部の 目標,さ らに個 人 目標 に まで実行計画が展 開される。

その実施状況 につ いては,全 て 「お客様 満足度向上委員会」に報告 され,

問題点 と改善策 が審議 され る。

戦略の策定 にあたっては,米 国本社等か ら基本 的な戦略が与 えられ,事

業部独 自の データを加 味 して,近 い将来 における 日本市場での売上高,

シェア,生 産性等 の 目標が設定 され る。 そこでは,お 客様や市場の理解

のため に使用 した様 々なデー タや結果が活用 され,お 客様の ご要望や ご

期待が盛 り込 まれる。そ して,毎 年,重 点分野 を決めて製品サー ビスの
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2001

2002

2002

セイコーエプソン

株式会社

情報画像事業部

第一生命

保険相互会社

パイオニア株式会社

モーバイルエンター

テインメントカンパニー

販 売 ・サー ビスの提供体制 の見 直 し,組 織編制,社 員 のスキル育成 目標

等が決定 され る。

この ように して策定 された戦 略等 は,様 々な会議体 を通 じて繰 り返 し徹

底 される。 この内容や伝達事項 は,事 業部の掲示板や各種 デー タベース

に登録 され随時確認 できるようになる。 また,電 子 メールの一斉 配信 に

よって迅速 に徹底 される。個 々人に対 して は,所 属長 と社員 が1対1で

話 し合 うPBC(パ ー ソナル ・ビジネス ・コミッ トメ ン ト)に おいて,

業績 やスキルの 目標 を共 同で設定 し,戦 略の展開 ・徹底 を図る。

「事業 のあるべ き姿」 を戦略 として策定す るのが 「中期事業計 画」 であ

る。「中期事 業計画」 は,我 々の事 業が関係す る市場環境 と経営環境 の

各種情 報 を分析 し,戦 略 目標 と しての 「三年後 のあるべ き姿」を毎年 ロー

リングして策定 してい る。 具体的 には,SWOT分 析,業 績 目標値,リ

スク分析 と対応策等 を含 む 「中期戦 略骨子」 を,事 業経営会議 を中心 に

ま とめあげ,最 終的 に 「中期事業 計画」 として示達す る。 また,年 度事

業計画 は,中 期事業計画 の第一年 次に位置づけ られ るもので,よ り詳細

な戦 略 ・計画の具体化 を図っている。その中で中期事業計 画の 「三年後

のあるべ き姿」を受 け,「年度事業本部 方針 ・重点施策」の策定 を行 う。

またこの基本戦略 を策定す る形 で,部 門別 の業 績 目標を含む商品化戦略,

営業戦 略や機能別戦略等 の個別戦 略を策定す る。

戦略 の展 開において は,部 門毎 に 「年度事業本部長方針 ・重 点施 策」 を

社員 に示 達 し,こ の 内容 を上位 方針 として,部 門方針,実 行計 画,個 人

の 目標 管理に まで関連付 けて展 開 され,各 々の レベ ルに応 じた 目標 管理

と業績 管理が行われ る。

当社 では 「中期 経営計画」を 「経営理念」,「経営基本方針 」に基 づいて,

経営層 か ら示 された 当社 の 「中期経 営 目標」お よび 「基本戦 略」 に沿っ

て策定 している。「中期経営計 画」 は,商 品事 業,販 売事 業,機 能組 織

単位 で策定 され るが,原 案 の策定にあたって,各 策定単位 が互いに綿密

な連携 を とって整合性 を確保 する とともに,企 画 ・管理部 門の事 務局が

全社最適 を図る コーデ ィネーター役 として参画す る。

なお,現 場 で創 意工夫 ・実践 された成功事例 は普段 か ら「経営管理職塾」

等 の活動 を通 じて蓄積 ・共有化 されてい る。したがって,「中期経営計画」

の策定に際 し,こ れ らの蓄積 は,適 宜,支 社長や営業 関連部 門の部長か

らの提 言 として,「 中期経営計画」 に反映 される。

中期経 営計画は,各 事業/部 門において取 り組むべ き課題 と優 先順位付

け と絞 込みが行われ,「 重点取組課題」等 が明確 化 されたの ち,さ らに,

個 人 レベルの 目標 にブレークダウ ンされ,展 開が図 られ る。個 人ご との

目標 については,「 目標 管理表」等で フォローされる。

パ イオニアの社内 カンパ ニーと して,グ ループ ビジ ョン,理 念,経 営姿

勢 を念頭 に置 き,カ ンパ ニー ビジョン 「パ イオニア発,世 界初へ の挑戦」

を策定 の基本に据 えて,3年 間の 「中期経営計 画」として策定 している。

中期経 営計画は,策 定 ・レビューのロー リング を行 うことで,精 度向上

と直近年度分が短期事業計画 となる仕 組みにな って いる。策定手順 は「事

業環境 認識会議」(市場 ・顧客要求 シー トを基 に事業環境 を認識)→ 「中

期 方針会議」(中 期 方針お よび事 業戦略 の骨 子 を確認)→ 「中期事業 戦

略会 議」(事 業戦略 ・販 売戦略 ・技術 戦略 ・生 産戦略 ・品質戦略 ・経営

基 盤強化戦略 と中期売上 計画の確 認)→ 「中期経 営会議」(カ ンパ ニー

としての決定会議)の 順 である。各 会議には,経 営幹部 および関連部門
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2002

2002

トヨタビスタ高知

株式会社

カルソニックハ リソン

株式会社

長 ・中期計 画担 当者が出席 し,部 門間にまたが る課題 を含め て十分 な議

論 を行 い,戦 略の策定 と形成 を同時 に行 う仕組 み としてい る。 なお,戦

略策定 の重 要なポイ ン トであ る市場 ・顧 客の声 の取 り込みの ために,営

業部 門は第一線 か ら 「生 きた情報」を収集 して 「市場 ・顧 客要求 シー ト」

の作成 を行 ってお り,こ の活動 その ものが戦略形成 を行 ううえで大 きな

力 となっている。

戦略 を全社 に展 開す るために,"財 務の視 点","顧 客 の視 点","業 務 プ

ロセ スの視点","学 習 と成 長の視点"の 四つの視 点でそれぞ れ,「 成 功

要因」,「成果指標 」,「目標値」 を明確 に してい る。 「重要 成功要因」 に

つい ては,担 当部 門が 「中期実行 計画」を作成 し展 開 してい る。この 「中

期実行計画」 を もとに,当 年度の活動計 画 と目標値 を 「年度実行計 画」

として具体化 し,そ の進捗 を 「目標展 開進捗会議」で実施 している。 さ

らに部 門実行計 画を組織か ら個人 レベルにブ レー クダウン し確実 に遂行

す るために,個 人 「目標管理制度」 に よって戦略展開 を図 っている。

戦略 ビジ ョンを人的資本,組 織資本,顧 客資本の3つ で構成す る経 営資

源(=知 的資本)の 充実 によって実現 するこ とを基本戦略 と している。

これ ら3つ の経 営資源 を拡充す るための戦略は以下の通 りで ある。

〔人材資本〕従 業員一人 ひと りの 「あ りたい姿」 を実現す るための要件

を明 らか にし,能 力 開発 のモチベー ションを形成す る。新

入社員 まで含 めた全 スタ ッフが経営 に参画す る機会 を多 く

設け,全 員の意思 を反 映 した組織作 りを行 うこ とで個 々の

コ ミッ トメン トを高 め,能 力を最大発揮 しうる環境 を醸成

する。

〔組織資本〕 お客 様活動か ら得 られる様 々な ご要望や ご提案,成 功/失

敗事例等 を収集 し,分 析 する ことで良質 のサ ービスを形式

知 として体系化す る。 それを全社展開で きる 「仕組 み」に

落 とし込 むことで価値創 出活動 を組織的 に進化 させ る。

〔顧客 資本 〕お客 様区分 とサ ービス レベルの視点か らお客様対応 を設計

し,お 客様 との成熟度 を高めてい く。

これ らの戦 略を実行す るため の戦略 課題はお よび実行計画 は,10の 業務

部門 とその部門 を横断す る11の プロジェク トチーム,専 門委員会 に よっ

て策定す る。その後,全 従業員が参加 する 「全社方針管理会議」 の場で

そ れぞれ の部 門メ ンバ ーに よって プ レゼ ンテー シ ョンを実 施 他 のス

タッフやマネジメ ン トリーダー,経 営 トップ との意見交換 を経 て決定 さ

れ る。以 降の進捗 状況 は毎月 の部 門会 議で確認 し,半 年後 に 「中間反省

会議」 が開催 され,そ れ までの取組 みの成果 と新 たに浮上 した問題点,

それ に対 する有効性 を議論す る。 さ らに6ヶ 月間の取組み の後 に,年 度

末の 「全体 反省会議」 におい て成果発 表 とな る。

この ように当社 で は戦略策定 ・行動 計画～反省～改善 も組織学 習の シス

テム と して実施 されてお り,こ のシステムの中で展 開も自ず と実現 され

てい る。

「天 ・地 ・人のお客様」 のニーズ,国 内外の市場環境変化,競 合他 社動

向等 の情 報を幅広 く収集 し,親 会社 の中期経営方針 を踏 まえ,さ らに社

員や ビジネスパー トナーの要求 ・期待,地 域社会 ・環境 ニーズ,な らび

に人 材能力,財 務等の現状 と将来 の課 題の分析 ・検討 を行 った うえで,
「経 営品質会議」において,当 社の経営 ビジ ョンや経営方針 に沿 う形 で,

戦略 目標 を定め,経 営資源 の状 況 と整合す るような 「中期経営 計画」 を

策定 する。
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戦略の展開では,中 期経営計画立案の策定背景 ・戦略 目標 ・重点施策の

検討経緯を,経 営幹部から全社員にまで共有化し,活 動ベク トルを合わ

せるこ とに力 を注 いでいる。 このため,社 長か ら全職制 に対 し説明 し,

理解を深める場を設けている。さらに部署別年度計画の策定に際し,部

長は中期経営計画の検討経緯を部門内中核メンバーと共有する。課別年

度計画では,課 長か ら課員 に対 し 「方針 カー ド」 と 「パ ーソナルチ ャレ

ンジシー ト」の策定 を依頼 し,個 人対話 を通 して重点実施項 目への参加

要請と本人の要望 ・期待等を共有化し,動 機づける場を設けて展開して

い る 。

戦略策定チ ームが 「CS戦 略」 「事業 戦略」「経営基盤 強化戦略」 の3つ

の戦略策定ガイドラインを提案 し,社 長,執 行役員及び戦略策定チーム

の検討を加え,中期経営計画の原案を作成 し,取締役会での審議を経て,
「中期経営計画」 となる。 その後,中 期経営計画 を実現 するための向 こ

う3年 間の具体的な実行計画として 「全社中期経営計画」を,ま た各部

門単位 に よる 「部 門中期計 画」 を策定す る。

現場の着想や成功例の反映は,半期ごとに社長が参加して開催される「支

社活動報告会議」や年2回 の 「全国サービス大会」での各部門の取り組

2003
NECフ ィールディング

株式会社

み事例の発表を受けて,当該事例の分析と検討を経て戦略に反映される。

戦略展開において,各部門は,中期計画策定の最後の段階で行われる「中

期 計画社長 プレゼ ンテーシ ョン」を受けて,各 部 門は部 門戦略や重点施

策に展開す る。特 に,中 期計 画の初年度 は,次 年度 の年 度予 算 とリンク

させ具体的 な実行計画 として,全 社 の整合 を取 った上で,社 長 による 「年

度予算示達」 として目標展 開を行 う。 この 目標展 開において各部門 は,

年度 目標の実行 に向けて,部 門毎に工夫 を凝 ら したキ ックオ フを行い,

社長をはじめとする経営幹部も参加し,向 こう1年 間の実行に対する士

気 を高め る。 また,個 人へ の展 開について は,業 績 レビュー等 をの面接

を通 じて,個 人の 目標へ と展 開 している。

当社 はホ ンダデ ィーラー として,販 売台数 を主体 と したメーカー主導の

販売計画に基づき各種計画を作成するが,同 時に当社独 自の戦略である

CS向 上の実現に向け,独 自の戦略方針や重点施策も実施している。

2004
株式会社

ホンダクリオ新神奈川

なお,現 場の着想や判断による成功事例は,経 営幹部による臨店で現場
の状況を把握し,ま た店長会議で現場マネジメントの声を把握し,戦 略

や重点施策に取 り込む。

戦略の全社展開については,当 期事業計画に盛 り込まれる 「当期の展開

施策」〔部門別/法 人 ・拠点別〕の作成を通じて,戦 略が全拠点まで展

開 され る方法 をとっている。

戦略策定の初期段階か ら第一線マネージャを巻き込んで,現 場の課題お

よび現場から見た今後の重要成功要因等を徹底的に議論する場として
「戦略検討会」 を開催す る。その議論 をもとに,経 営 トップ ・役員 ・部

門長に よって全体 の構想 ・必要要件 を策定 している。 なお,具 体的 には

2004
千葉ゼロックス

株式会社

「中期経営 計画(2ヶ 年計画)」 を最初 に策定 し,そ れ を実現 するため

の実行計画 として 「年 度予 算」 を編成 し,さ らに,全 部門で詳細 な 「部

門実施計画」 を作成 し,戦 略の具現化 を図 る。

なお,現 場 にお け る成功 事例 は,毎 週 開かれ る 「KYCX会 議(こ こま

でや るのか千葉 ゼロ ックス会議)」 で紹介 され,経 営 トップ,役 員,部

門長で共有される。それらの事例やお客様からお褒めいただいた事例等

をもとに,戦 略検討会や経営会議で討議 し,戦 略に反映するものを抽出
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2005

2005

2005

株式会社

J・ アー ト ・レス

トランシステムズ

松下電器産業株式

会社 松下アート

アプライアンス社

エアコンデバイス

事業部

松下電器産業株 式

会社 パ ナソニ ッ

クオー トモ ーテ ィ

ブシステムズ社

してい る。

戦略展開 と管理 の基本 的な仕組み は,「全社キ ックオフ ミーテ ィング(方

針説明会)」 に始 ま り,「部門キ ックオフ」,「所 課実施計画」,「個人実行

計画」と一 貫性を持たせ てブレークダウ ンする仕組みで ある。戦略が隅 々

まで一貫性 を持 って浸透 してい るか どうかの確認 は,経 営 トップ と役員

が,全 部門 ・所課 を対象 に毎期実施す る 「初動体 制確 認会」で行い,方

針 と施策の整合や,実 施 におけ る問題点 を洗 い出 している。

戦略立案 ガイ ドライ ンは,前 年度 フィー ドバ ック レポー トをもとに,独

自の組織 プロフィール戦 略 シー ト(価 値観,顧 客 の要求期待,顧 客 ・市

場 の変化,主 要戦略顧客 層の明確 化,そ れ に基 づ く人材 開発のポ イン ト

を記入)と 計数計画 を トップ,役 員が決定す る。この 「組織プ ロフィー

ル戦 略 シー ト」に基づ き,部 門別の戦略課題が各店長 ・マネー ジャによっ

て策定 され,役 員が確認の うえ,年 度計画 となる。その後,経 営品質チ ェ ッ

クシー トで求め られる80項 目か ら,戦 略課題 の優先順位 は社 員の評価や

指 数の変化か ら決定 される。 この段 階で現場の意見 が反映 され る。

戦 略の展開 は,「 経営 品質PDCA対 話 シー ト」,「週報」,「日報」 を用 い

て,日 々の業務運営 を通 じ徹底 され る。

グローバルマー ケテイ ング事 業部が市場情報 を収 集,分 析 し,そ のデ ー

タをグ ローバル事業戦 略グループが経営会議,戦 略会議 あ場 に示 し,商

品開発 ・ものづ くり拠 点 ・各 関連職能 とグローバ ルでのす り合わせ を行

い,戦 略 として と りま とめ,社 内で共有化 を図っている。グ ローバ ル事

業戦 略は,年2回,短 期 ・中期 ・長期の レベ ルで,戦 略方針 と達成 目標

をは じめ十数項 目にわたる個 別戦略 を各種の経営分析手 法を用いて整理

し,グ ローバルの経営幹部や,戦 略 の策定 と実行 に携わる社員 で共有 し,

討 議を経て,グ ローバ ル最 適を意識 した戦略統合 を行 っている。

現場 の着想等 は,グ ローバ ル経営会議,戦 略会議 を基軸 に,グ ローバ ル

戦 略に反映 され るようになってい る。

グローバル戦略 は中期経営 計画,事 業計画 と実行計 画を基 本に展開 して

いる。その計画決定 のステ ップは,グ ローバ ル販売,商 品計画 をベース

に拠 点,部 門別 グループが策定 し,経 営会議 において事 業部長 を中心 に

財務 ・人材 ・投資等 の様 々な角度か ら,重 要経営数値 目標 を設定 し,拠

点,部 門別事業計画,実 行 計画に展開 して いる。展 開において は,経 営

幹 部 とグルー プ,グ ルー プとチ ーム,チ ーム と個 人の対話,お よび グロー
バ ル最適 と拠点,部 門最適 の最 大統合化 を重視 し,数 回にわた り全体 と

個 別の調整 を図 りつつ,実 行 目標の設定 を行 っている。

新 しい顧客価値創造 を目指 し,ビ ジョン実現の ために5年 先 まで を中期

計 画 として策定す る。 中期 計画は,経 営 トップが示 した策定ガ イ ドライ

ンに基づ き,事 業企画 グループ を中心 に各職能 のリーダーク ラスで構成

した 「組織横断チ ーム」 で策定する。

なお,現 場 リー ダーが戦 略策定チーム に入 ることによ り,市 場認識で ま

とめた情報や技術 トレン ドの変化に加 え,現 場 の着想 を戦略に反映 させ

る ように してい る。

戦略 を展開す るために,「中期 計画」で明確 に した戦略 目標の達成 のため,

まずその初 年度で ある1年 問の具体 的 な実行 計画 と して,「 事業 計画」

を策定す る。 この事業計 画は,各 部門毎 に当年度 の目標 とそれ を達成す

るための活動計画 を策定 し,そ の後 「事業計画検討会」 を実施 して,経

営 幹部が レビューを行 うと ともに共有化 を図 る。事業計 画は,社 長 よ り
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2005 トヨタ輸送株式会社

直接,全 社 員に発表 され,部 門毎 の実行計画 は 「部門方針発表会」 で,

よ り具体 的に部門 ・チ ームの全員 に徹底 してい る。 また,部 門の 目標 を

個人 の 目標 に まで展開す るために,全 部門で会社全体 の目指 す姿 と一貫

性 を持 った部門別組織 プロフィールを作 成 し,チ ーム 内で共有 を図 り,

さ らに個 人別に作成す る 「ターゲ ッ トプ ラン」 に展開 している。

トヨタグループの一員 として使命 を明確 に定め,使 命 を基軸 に トヨタや

業界 ・市場 動向か ら3年 先 をイメージ し,毎年 中期経営計画 を策定す る。

また2004年 より,素 早 く経営戦 略を議論 ・意思決定す るために組織横 断

的な 「戦略機能会議」を追加 した。「戦略機能会議」は,ノ ン トヨタ市場,

顧客市場,海 外市場等 の経営 に必要 な情報 を様 々な角度 か ら検 討 し,基

本戦略 として,経 営 トップ ・幹部層が参加す る 「月曜会」や 「経営会議」

に上 申 し,ス ピーデ ィな意思決定 を実現す るための会議 である。

現場 で の成功事 例 は,毎 月開催 の役員 幹部会 で報告 され,全 社 的な レ

ビューを行 ってい る。また,ト ヨタ輸送 グループ全体での 「TRC提 案」

制度 で,現 場着想や知恵 による成功例 を集積 されて いる。これ らの成功

事例 は前述 の 「戦略機 能会 議」で検討 され,適 宜戦略策定 に反 映される。

戦略課題 を展開す るた めに,『TYKP(ト ヨタ輸送革新 プロジェク ト)』

が ある。これは全社的 な革新 を体系 的 ・組織的 に断行す る組織 として,

社長が委 員長 とな りリーダーシ ップを発揮 して立 ち上 げる。経営幹部 ・

幹部社 員が 中期 的 なビジ ョンを明確 にし,「 構造改 革」「営 業強化」 「収

益 強化」か らな る組織横断 的なプロジェ ク トで ある。TYKPに おいて,

戦略課題 は各部方針,室 方針,個 人業務へ と変換 し,展 開 され る。なお,
『TKYP』 の推進力 を高め,ト ヨタ輸送 グループが同 じベク トルで 『改

革』 を進め られ るように,『 基本 理念』 を5つ の観 点(社 会,お 客様,

取引先,従 業員,会 社経営)か ら改訂 した。

戦略の策定については,各 社 ともいわゆる 「中期経営計画」を戦略と位置づ

け策定 し,ブ レークダウンしている。そ してその策定手順は,会 社によって様々

であるが,フ ォーマルな組織横断的な組織(例 えば,『戦略検討会議』)を 用い

る方式が多用 されているようである。現場意見の反映については,現 場の一線

社員 を,「 中期経営計画」策定工程のいずれかの段階で,何 らかの検討会議に

参画 させて戦略 に反映させ る仕組のようである。ただし,現 場一線社員が参画

する検討会議の位置づけ(つ まり,最 終意思決定に近い位置づけの会議か,検

討当初の情報収集の一環 として行われる会議か,等 の違い)に よって,そ の反

映の程度は変わると考えられる。

戦略や戦略課題の展開は,戦 略を幹部や一般社員に徹底 させることは当然で

あるが,戦 略(中 期計画)の ブレークダウンを最終的には個人 レベルの 目標(要

するに個人別の目標)に まで落 とし込むことによって,否 応なく,当 該戦略 を
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理解 し,意 識させる方式が殆 どの企業で実施されているようである。 しか し,

このブレークダウンだけでは戦略の意図等 に対する理解度は不十分なようであ

り,戦 略の本当の意図の理解 させるための施策が別途必要となっている。その

ために,カ テゴリー1に おける理念の浸透 と同様に社員との積極的なコミュニ

ケーションを図っている企業 も多い。

なお,戦 略立案に際してSWOT分 析やシナリオ分析のフレームに沿って検

討 し,さ らに各種の脅威等に対するリスク分析を行っている企業 もあった12)。そ

して,戦 略を展開する際の幹部や社員に分か りやす く説明するフレームとして

BSC(バ ランス トスコアカー ド)の 手法を援用 している企業 もあった。

5.「 個人と組織の能力向上」に基づく仕組みの分析

本章での分析対象要件は表3に 示 した通 り以下の項 目である。この要件 に照

らした受賞企業が構築 している仕組みを表8に 示す。なお,表8で は社員の健

康管理や福莉厚生に関す る事柄は,多 くの企業が適正に実施していると考えら

れるので,よ ほど特徴的な施策を実施しないかぎり,仕 組みとして取 り上げな

いこととした。

● 「組織の価値観に基づき,社 員が自主的に行動で きる仕組みづ くりをど

のような方法で行っているか?組 織の応力向上につなげていくための

業績評価 と動機づけはどのような方法でおこなっているか?組 織や社

員個々人の 「社員の能力開発」に関する要求 ・期待をどのような方法で

把握 し,能 力要件を明らかにしているか?ま た,明 らかにした能力要

件 に基づいて どの ような社員の能力 開発プ ログラムを開発 してい る

か?」

12)経 営品質報告書(要 約版)で は紙数の制約から,あ えて分析手法名等について記

述していない企業も多いと思われる。したがって,実 際には相当に多くの企業が
このような科学的分析法を用いていると考えられる。
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表8.各 社の 「個人と組織の能力向上」に関する特徴

年度 受賞企業名 仕 組 み の 特 徴

1996

日本電気株式会社

半導体事業

グループ

「人材開発戦略」 を毎年見直 し,学 習マ ネジメン トの質的向上 を図 って
い る。「人材開発戦略」は次 の3つ の人材計画 に展 開され,実 行 され る。

① 業務 シス テム/組 織横 断型 プ ロジェ ク ト体 制,ジ ョブローテー
シ ョン,電 子 メデ ィア活用,等

② 表彰,諸 給付/職 場 別,目 的別表彰 の諸制 度及び業績別報酬の諸

制度

③ 教育,訓 練/階 層別,職 種別,ス キル別等の多様 な研修プログラム

また,事 業戦略 と計 画 された人材計画 との一体性 を自己申告,ス キルズ

イ ンベ ン トリー,オ ピニオ ンサーベ イとい った多様 な方法で定期的 に分

析 ・評価 し,毎 年の人材計画 と日常 のマネジメ ン ト改善 に反映 している。

なお,社 員 の満足 感を充足 す る要素の第一 は仕事 のや りがいであ る。つ

ま り,仕 事 の目的,内 容の価 値観が重要で あ り,そ の中には 自己の能力

開発 も含 まれる。

1997
千葉夷隅

ゴルフクラブ

人材開発 ・教育 の 目的は,以 下の3点 で ある。

① 会社 のオリエ ンテー ションを含め,自 分 の担 当するサー ビス内容

を身 につ け,マ ニュアル を中心 とした機 能的なサー ビスの確実 な

提供 を徹底 する。

② 教育 ・訓練 によ り潜在化 してい る不足部分 を把握 して,そ の部分

を補 う。

③ よ り高 いサービスの提 供 を行 うため の勉 強 と自己改革 を行 う。

これ らを実現 するため に,OJT,OffJT,SDを 基本 的教 育体 系 として

戦略お よび重点施 策に沿った形で進めて いる。OffJTは,新 人,階 層別,

TQC手 法,専 門分野研修 の体系 を確 立 し,毎 年評価,改 善 を行 っている。

指導 ・教育 に関す る技 能 ・知識修得のため には,人 事担 当者では な く厨

房の調理担 当者 やコース管理担当者 も教育 インス トラク ターや コースの

研修 を受講 している。 また,一 般の社員 はサー ビス ・QC関 係の本 を,

幹部お よび中堅社員 は経営 ・CS関 係等 の本 の読書会 を継続 して行 って

お り,最 近 ではCSに 関する ビデ オを レンタル し,社 員 間で回覧す る学

習形態 も準備 している。

小集団活動 は,単 に業務 を改善す るだ けで な く自主性 ・創 造性発揮の場

として有効 に機 能 している。小集団活動 では,中 堅社 員の中か らサー ク

ル運営 を行 うイ ンス トラクター ・リー ダーが選 ばれ,こ の役 割 を果たす

ことによって,管 理 能力 の育成 にも寄与 している。なお,全 社 的取組み

であ る方針管理 ・課 題達成形お よび問題解決型小 集団活動に対す る各人

の取 り組み と成 果については,年2回 の成績効 果および年1回 の能力効

果の最 に高 いウェイ トで評価 してい る。

毎年一度2ヶ 月間にわたって行われ る 「まこころのサー ビス ・あ りが と

うキ ャンペ ー ン」 は,キ ャンペー ンを通 して今 までの評価 ・成果 に感謝

し,お 客様 の期待 に対 して より一層応 え られるサービスが提 供で きるよ

うになることを 目標 に,各 自の提供す る仕事(サ ービス)が その品質基

準 を守 って確実 に実行で きるように 「総点検」 するこ とと位置づ け,全

社員が積極 的に参 画 してい る。

この ほか,以 下 のよ うな施策 を通 じて,社 員 の動機 づけや社員満足 を高

めて いる。「社 員表彰制 度」,「社員相互 表彰制度」,「フ レキシブル な勤

務体制」,「託児 施設,送 迎 システ ム」,「母子家庭 のための社 宅,独 身寮

の充実」,「連続休 暇制度」,「冠婚葬祭 の規定拡大」,「海外研 修」,「通信

教育助成制度」,「各種 資格取得支援」等。
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企業競争において,入材こそが企業の競争力を左右するとの認識に立ち,

中長期的な人材育成に取 り組んでいる。そのために当社が求める社員像

お よび人材育成 目標 を 「変化に対応で き,積 極 的に 自ら考え,自 ら行動

す る自立型,創 造型,革 新 型人材」 と明確 に している。

個を活かすために,各人の職務等に関する希望をできるだけ尊重する「自

己 申告」,各 人 の人生設計 ・価 値観 の多様 化等 に配慮 した 「コース別社

員制度」 を導入 している。そ うい った環境 の中で,自 分の強み弱み を振

り返る機会として 「自己評価制度」を導入し,本 人 と上司が面接を通じ

て共通の認識(育 成 目標)を 持ち,本 人 のさ らなる成 長につなげて い く

ようにしてい る。評価 の結果は処遇等 に結 び付 けるこ ともあるが,育 成

に重点 を置 いている。 その他,社 員の 自主性 ・創造性発揮 を促進す るた

1997
アサ ヒビール

株式会社

めに,次 のような環境を整えている。

① 優れた業績をあげた組織 ・個人を表彰する制度。

② 先進事例の学習を目的とした海外派遣,国 内外への留学制度。

③ 共有 情報 ・情報交 換 を促 進す る情 報ネ ッ トワー ク 「アサ ヒス ー
バ ー ネ ッ ト」

④ 組織横断的な課題解決を目的とした組織を比較的自由につ くる仕

組み(委 員会 ・プロジェ ク ト等)

⑤ 社外との交流による活性化を目的とした他社への社員派遣や異業

種交流。

また,社 員の満足度 を高めるため には,自 分 の意見 や提 案が採用 され,

自らが参 画 して実現 する ことがで きる,「 自己実現 の仕組 み」 が必要 で

ある と考 えて いる。そ のために,自 由な発想 を許容す る職場風土づ くり,

価値観の共有,情 報公開,能 力開発 ・自己啓発の支援,業 績に対する正

当かつ透明性の高い人事評価制度に力を入れている。

当社 の経営 ビジ ョンの柱 の1つ は 「人 間志 向経営」 であ り,そ の根幹 を

なす人材の育成は最 も重要な経営課題であると認識 している。人間志向

経営 とは,人 間力が最大限 に発揮 されている組織の実現であ り,「強い個 」

の集団の実現 である。 強い個 を実現す るために,当 社 では,一 般職,本

部ス タッフ系 を除 く全社 員 を対 象 として,「 職種 認定制度」 を適用 して

いる。その目的は社員の潜在能力を顕在化させ,能 力開花主義を実現す

ることである。能力開花主義を示す具体的他の施策としては 「職能給制

1998
株式会社

日本総合研究所

度」 と 「業績評価制度 」が挙げ られ る。

社員 自身の能力 は自助 努力な しに向上 はあ りえないが,当 社では会社 と

して最大 限のバ ックァ ップを行ってい る。具体 的には 「新入社員導入研

修」 「技 術/事 務 基礎研 修」,「若手社 員研修」,「中堅社員研 修」,「上級

者昇格研修」,「部長研 修」等の研修制度 である。

入間志向経営 は社員満足 な くして はあ りえない。その ための施 策 として,

以下の ような制度 を導 入 してい る。「フレックス タイム制」,「裁量 労働 制」

等の 自主性 を重 ん じた制度,お よび部 門内での役 割 との ミスマ ッチ ング

を防止す る 「職系転換 制度」,「自己 申告制度」,「社 内公募制度」等 であ

る 。

当社 にお ける人材 育成の基本方針 は,以 下 の2つ である。

① 「お客様が 第一」,「お客様 との永 いおつ きあい」 とい う2つ の経

1998
株式会社

吉田オリジナル

営理念 と,「優 しさの創 造我等 の誓い」 とい う行動規範 を徹底す

ること。

② メーカー としての 「ものづ くり」 の精神 を社 員に徹底す ること。

これ らの考え方 を社 員に 身につけ させ るため,当 社 ではOJTを 中心 と
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した教育 活動 を行 ってい る。OJTで は,各 部で の業 務 に必要 なスキ ル

を修得す るために行 うもので,以 下の2つ を基 本施策 としてい る。

① 工場見学バスッァー,展 示即売会等,お 客様と直接的にふれあう

イベ ン トへ の参加。

② 各部で実施される教育プログラム。
なおOJT以 外にも,新 入社員研修,経 営幹部を中心 とした全社経営プ

ロ ジェク トの2つ の組織横 断的 な教育 プログラムを実施 してい る。全社

経営プ ロジェク トとは,毎 年テーマ を設定 し,全 部門の中堅幹部社員が

参加者の中心 となってプロ ジェク トチ ームを組 成 し,実 施 してい る。

また当社では,社 員の自主的な活動を促進するために,様 々な表彰制度

を用意 してい る。具体的 には,「思 ったこ とノー ト/FAX提 出賞」,「月

間 賞 」,「 イ ビ ザ レデ ィ賞 」,「 グ ラ ン プ リ賞 」,「 準 グ ラ ンプ リ賞 」,「 功 労

賞」,「努力賞」,「貢献賞」等であ る。 さ らに,前 年度月別最高売上高 を

基準 に,当 年 度,こ れを上回 る売上 を達成 で きた月には,事 業成果 を社

員で分か ち合 うこ とを 目的 に,全社 員に対 して「大入袋」を支給 してい る。

富士ゼ ロ ックスの人材 開発の基本 的 な考 え方は,"富 士ゼ ロ ックスの経

営革新の具体化,各 部門の問題解決,お よび社員一人ひとりの能力の向
上 とキ ャリアプランの実現 を支援す る"こ とである。この ような基本的

考 え方 を うけ,第 一 中央販売本 部で は,"大 手 のお客様 のパ ー トナー に

相応 しい,プ ロフェ ッシ ョナル営業集 団,明 る く活気 溢れ る職場,自 立

/自 律型個人が集う,そ んな第一中央販売本部でありたい"を 人材開発

の基本 にす え,経 営 ビジ ョンの実現 を 目指 してい る。具体的 な人材 開発 ・

教育 プログラムは以下の ように制定 され ている。

① 共通 コンピテ ンシー開発 プログラム
「新任/新 卒 オ リエ ンテーシ ョン」,「PCス クール」,「国際化教育

富士ゼ ロックス プ ロ グ ラ ム」,「 マ ネ ジ メ ン トス ク ー ル」

1999 株式会社 ② 専 門コンピテ ンシー開発 プログラム

第一中央販売本部 「ITリ テ ラシ ーパ ワー ア ップ講 座 」
,「CVM(カ ス タマ ー ・バ リュ ー ・

マー ケ テ ィ ング)」,「 ソ リュ ー シ ョ ンメニ ュ ー研 修 」,「資 格取 得 支 援」

③ 自己変革 リーダー育成 プログラム
「SLP(シ ン ボ リ ッ ク ・リー ダー ズ ・プ ロ グ ラ ム)一 皿」

,「C一

SLP-H」,「 部外教育 プログラム」

また,お 客様 の満足 は,満 足 した社員 の精一杯 の努力か らのみ生 まれる

と考 え,表 彰 制度(「 中央KYX賞 」,「経営 品質管理 賞」,「第一 中央販

売本部 長特別賞」,「業務 に密着 した資格 の取得 に対 す る"特 別加 点"」

等で功績を讃えている。また社員が働 きやすい職場環境の実現を目指す
ため,安 全衛生管理と健康管理に関する制度も導入や問題点の把握に努

め ている。

会社の戦略 ・重点施策を受けて次の3点 を重視 して職場 ・業務環境を構

築 してい る。

① 社員が 自主性 ・創造性 を発揮 しチ ャ レンジで きる環境 をつ くる。

②CSと は何かを明確にし,実 際の活動を通 じて社員がCS思 想を

1999
株 式会社

リコー

体得す る環境 をつ くり。

③ お互 いに学びあ う環境 をつ くる

これ らの環境は社員教育制度と表彰制度で整備されている。社員教育制

度で は,共 通教 育」に加 えて 「専 門教育」 を充実 させた体系 となってい

る。 具 体 的 に は,「CSマ ネ ジ メ ン ト教 育 」,「RSA(リ コー ・シス テ ム ・

ア ドバ イ ザ ー)資 格 認 定 制 度 」,「RDSC(リ コー ・デ ジ タ ル ・セ ー ル ス ・
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サー ティフィケーシ ョン)教 育」,「サ ービス技術検 定資格制度」等が,

各部署の人材能力要件に合わせて体系化されている。

表彰制度 と しては,社 員の意欲 を向上 し"お 互いが学びあ う"た め に,

成果 に基づ いた評価 ・処 遇 を行 うとともに,高 い成 果を上げたチームや

個人 を表彰 している。表彰 の手続 きは社 員か らの 自薦 ・他薦 に もとつ く,

社会貢献や文化 ・スポーツ等も含めた全社的な 「みのり賞表彰制度」等

多くの表彰制度を関連会社も含めて設けている。

当社で は現在,具 体 的な改善テーマ に即 した8つ の人材 開発 ・学習チ ー

ム を編 成 して いる。「ク レーム ・解約 チーム」,「営業 支援 システムチー

ム 」,「 武 蔵 野 会 」,「 従 業 員 ア ンケ ー トチ ー ム」,「 教 育 チ ー ム 」,「 地 域 貢

献 チ ー ム」,「 お客 様 ア ンケ ー トチ ー ム」,「 ベ ンチ マ ー キ ング チ ー ム」 で

あ る。各チ ームではそれぞれ に目標 と役割 を決めて定期的 にミー ティン

グを開催し,学 習環境の仕組み等についての改善案を,お 客様満足度向

上委員会 に提案 してい る。 その結果,現 時点で は,「 お客様満足 度の 向

上につなげるための教育」,「会社の方針や政策を理解し共有するための

訓練」,「お よび自己啓発 を目的 とした学習」 の3つ の研 修体制が確立 さ

れている。教育効果の把握と具体的な研修内容の見直しには,研 修終了

2000
株式会社

武蔵野

後の アンケー トの内容 が活用 され る。

また,「 従業員満足 が あって こそ,お 客 様満足 もある」 とい う方針 を徹

底 させ るため に,従 業員ア ンケー ト等か ら把握 した不 満足 要因の解消 に

社長以下役員 ・幹 部が積 極的 に取 り組 んでいる。ア ンケー トの集計 ・分

析 について は,社 外の専 門機 関へ委 託を開始 し,さ らに効果的 なアンケー

ト設計,分 析,対 策立案,お よび社員へ のフィー ドバ ック方法の改善 に

取 り組んでい る。

年度末 には,役 員 ・幹部 によって全社貝 を対象 とした 「衆 目評価」が行

われ る。その評価結 果は ランキ ング方式 で 「経 営計画書」 に明記 され,

社 員のモチベ ーシ ョン向上 に活か され ている。報奨,表 彰 として は各種

の ものが設 けられているが,「社 長賞」,「優秀社 員賞」はお客様満足,「紹

介お礼金制度優秀者表彰」は紹介件数と,お 客様志向の視点が加えられ
て い る。

社員個々人が創造性を発揮して自由闊達に仕事に取り組み,達 成感や自

己実現の満足感を得 られる組織風土を作 り上げるための学習環境を目指

してい る。具体的 なフォーカス ・ポイ ン トは 「専門職制度」,「人事制度」,
「組織風土」,「 お客様 か らの信頼」で ある。 具体 的な施策 として は以下

の ような制度 を実施 してい る。

① ツー ウ ェ イ ・コ ミュ ニ ケ ー シ ョン

上位管理者が社員の提案 ・要望を直接吸い上げると同時に,社 員の

日本アイ・ピー・エム 能力を引き出す動機づけの場とすること。

2000
株式会社

ゼネラル・ビジネス

② 表彰制度

公正な評価に基づき,社 員の動機づけに寄与するような表彰制度。

事業部 ③ チ ームワーク

常に意見交換等を通じてチームとして理解を深め,動 機づけを強化

す るための制度。

④ 専門職制度

プロフェ ッシ ョン職位 を制定 し,専 門的能力 に対す るスキ ル ・レベ

ルを保証するだけでなく,相応の処遇等により意欲向上を促す制度、

また,社 員満足の向上は,優 秀な人材を確保維持し,競 争優位に立つた

めの源泉 ともいうべ きものであ る。
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人材 はか けが えのない経営資産で あ り,一 人 ひ とりの力が結集 され て,

企業 と してパ ワーが発揮で きる。社員が主体 的,創 造的に仕事 をす るこ

とによ り,よ り高い 目標 への挑戦 と,組 織能力 を高めるための多 くの取

組み を行 っている。主な制度 は次の通 りで ある。

① 職務等級格付制度と目標管理制度

② 主任(F等 級)お よびC等 級エ ン トリー制度

③ 人材育成のためのCARROTシ ステム(人 材育成のための人事
ロー テーシ ョンシステム)

④ 多面評価に基づく格付変更 ・昇格
セイコーエプ ソン ⑤ モチベーションを高める評価制度(成 果を上げた者が報われ,働

2001 株式会社 き甲i斐を持 てる制度)

情報画像事業部 ⑥ モチベ ーシ ョンを高め る勤務制度評価制 度(フ レックス タイム勤

務制度 ・裁量労働制度)

⑦ 各種表彰制度

また,社 員 のOJTを 確実 に実施す る手段 として 「職務等級基 準」,「教

育訓練 ニーズ把握表」 を設 けてい る。 「教 育訓練 ニーズ把握 表」 は,職

場毎,業務の棚卸しを行い職務遂行に必要な教育訓練 ・資格を明確にし,

現在の職場は必要要件 と比較してどうか,所 属員の知識 ・技能がどのよ

うな段階 にあ るか明確 にす るものであ る。 これに基 づ き,社 員の希望や

自己啓発の計 らいを加 味 して 「教育訓練計画」,「個 人 目標 」 を作成 し,

能力開発 に努 めている。

職員一人ひとりが個性 と能力を最大限に発揮するために不可欠な要素が

動機づけ とキ ャリア計 画である。当社で は,営 業 職員,内 勤職員それぞ

れに必要なスキルを明確にし,キ ャリア計画の策定ならびに動機づけを

行 なってい る。 内勤職員,支 部長 ・支部長補佐 につ いては,年3回 の上

司 との面談 を通 じて,組 織 課題 を意識 した 目標設定 と,キ ャリア計画の

策定 を行 うことで動機づ けを行 う。 目標 は,何 を もって成果 とな るか を

具 体的な行動 レベ ルまで分解 して設定す る。 さ らに,総 合 職 ・一般職 を

問わずすべての職員に対 して,持 てる個性や能力を発揮 してより付加価

値 の高い業務遂行 を求 める観 点か ら,一 般職について も実力 のある者 は,

管 理職 ・役付 として積極 的に登 用 してい る。 その他 に も 「エキスパー ト

制 度」 を設 け,「 スキル ア ップ」,「業務処 理知識 の向上」等の能 力向上

2002
第一生命

保険相互会社

を図ってい る。営業職員の能力 向上 ・フ ィー ドバ ックの仕組み としては,

支部長が主 として行 う営 業職員 との 「帰社報告 ・対話」 があ る。 この対

話プ ロセス を通 じて,キ ャリア ・経験等が異 なる職 員個 々の潜在能力 を

把 握 し,一 人 ひと りに対 して適切 なア ドバ イス を実施 している。

職 員のモチベー シ ョン向上 や職員一入ひ と りの成果 を業績 向上へ と結び

つ ける仕組み は給与制度 ・表彰 制度であ る。制度 の内容 について は,個

別案件毎に,本 社担当所管が全社の経営資源配分計画との整合性を勘案

して毎年見直 している。

また,職 員満足 度把握 の方法 と しては,「 第一生命労 働組合 による総合

調査 」,「直属 の上司 との コミュニケーシ ョン」,「人事評定調査制度」,「本

社 ス タッフに よるヒアリ ング」 等があ る。そ れぞれ,実 施 主体 ・方法 ・

頻度等が異なるが,職 員満足に関する情報は本社所管部に集約され,相

互に補完しあうことで,職 員の多様な満足要因を正確に把握 し,経 営へ

反映する仕組みが整 っている。

2002

パイオニァ株式会社

モーバイルエンター

テインメントカンパニー

我々は 「戦略的視点からの人材育成制度の導入」を基本方針に掲げ,戦

略課題達成に向けて組織に求められる資質 ・能力を明らかにする方法と
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2002

2002

トヨタビスタ高知

株式会社

カルソニックハリソン

株式会社

して,コ ンピテンシーモデル とスキルマ ップの考 え方 を導入 している。

組織 の求める人材要件 を,資 質 ・行動特性の観点か らコ ンピテ ンシーモ

デル化 して 「部 門別人材像」 を設定 し,目 標達成 のために,組 織 が必要

とするスキル と社員が保有す るスキルを定量的 に把握 し,そ のギ ャップ

を明確 に捉え るため にスキルマ ップを作成す るのである。 また,能 力向

上へ の動機づ け施策 と して,「 自主研究 テーマ制度」 が設け られ,個 人

が取 り組 んでみたい テーマへ 自由なチ ャレンジを促 している。 さらに,

カ ンパ ニー として 「海外派遣社 員制度」や部門 ・職種別 の提案活 動,小

集 団活動,業 績 コンクール,日 常 の活動に対す る各種表彰制度等 も運用

している。さ らに,企 画 ・営業 ・経営管理系 につい ては,マ ーケテ ィン

グやマ ネジメ ン ト系 の講座 を主体 に能 力開発 プ ログラム を開発 してお

り,技 術 ・生産系 について は,職 種 別の6つ の部会(技 術部会,品 質部

会,環 境 部会等)毎 に内部講 師に よる専門講座 を開講 して社員 の能力向

上 を図ってい る。

サ ービス クオリテ ィを最大 の競争力 とす る当社 では,「 いか にや るか」

というボ リューム を目標 とす るスキルワー クよ りも 「何 をや るか」 とい

うクオリテ ィに 目標 を設定す るナ レッジワー クに重点 を置 いた能 力開発

を重視 している。一般 に 「営業職」 で求め られ るお客様対応能力 は属人

的 な力 と言われてい る。ス タ ッフの入柄が織 り成す何気 ない気づ きや気

配 りが感動 を生み出す。 この属人 的な暗黙知 を形式知へ と展 開す るこ と

で,学 習 に基 づ く 「知」(ナ レ ッジ)の 世界,す なわち,本 質的 サー ビ

スへ と体系化 する ことが可能 となる。当社 の人材能力の 開発 はこのプロ

セ スを重視 してい る。

人材が コ ミッ トメ ン トを高め,能 力 を最大発揮す るため には,ス タ ッフ

全員 がビジ ョンを共有す ることによって実現 され るエ ンパ ワーメ ン トの

環境が必要 である と認識 して いる。そのため に,プ ロジェク トチームで

の活動 を奨励 してお り,プ ロジェク トチームでの活動 には以下 の ような

効果が あると認識 してい る。

① 価値基 準の明確化

② 組 織横 断プ ロセス に よって運営 する こ とによるチー ム ワー ク形

成,リ ー ダー シップの学習 。

③ 他部 門のス タッフの視点か ら自 らの仕事 を見直す機会。

④ 他 部門 のス タ ッフや リー ダー との協 働か ら得 る刺 激 とコ ミュニ

ケーシ ョン。

⑤ 限 られた ミーテ ィングの 中でPDCAサ イクルを回す体験。

当社で は,従 業 員の満足 を把握 し,評 価 ・改善す るため に次 のよ うな仕

組み を構築 ・運営 してい る。 「従業員意識調査」(1回/年),「 自己申告

型考課制度」(2回/年),「 マネ ジメン トリーダーイ ンタビュー」(1回

/年),「 ス タッフご意見板」,「優秀社員投票 制度」(1回/年),「 全 スタ ッ

フによるマネジメ ン トリー ダーの評価 ア ンケー ト」(1圖/年)等 であ る。

当社 では,「パ ー ソナルチ ャレンジ制度」を全社員 に展 開する ことによ り,

動機づ けと業績 評価 の納得性 ・透 明性 を高める ことを目指 している。こ

の制度 の もとでは社員 は上司 との個 人面談を通 して,経 営方針や 上位方

針 を正 しく理解 した うえで,自 らの役 割に相応 しい業務 目標 ・ス キル 目

標,実 行計 画を合意の うえ設定 し,所 属 長はそれ をもとに各課 ・各 部単

位 で 「難易 度」,「達成度」,「ウェイ ト」等の組み合わせ による基準 で評

価 を行 う。

当社 の能力 開発 は,社 員 自 ら伸 び ようとす る意欲 を上 司 とのコ ミュニ
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ケーシ ョンとサポー トによって進 める個別育成 計画 に基づ くOJDと,

それを補完す るOffJD,自 己啓発 であ るSDの3つ を基本 と してお り,

これによって 「テクニカルスキ ル」,「ヒューマ ンスキル」,「コ ンセプチュ

アルスキル」等の能力開発が 図 られている。 なお これ らの能力 開発にお

いて,部 課長の管理者層 もクロス ファンクシ ョナルチームやQCサ ー ク

ルに直接 参加 し,自 らの気づ きや,振 り返 りを促す よう指導 ・助 言 して

いる。

なお,表 彰 制度 も色 々な技能 向上 の成果等に対 して賞 を設けて実施 して

い る。具体的 には社長賞,功 績賞,車 両拡販 賞,月 間MVP賞,提 案表

彰等 である。

2003
NECフ ィールディング

株式会社

組織 的能力について は,経 営 ビジ ョンで掲げ た 「個人 の能力 と自主性の

発揮」 に基づ き 「人材育成理念」 と 「期待す る人材像」 として明 らか に

し,人 材 育成 を推進 してい る。具体 的には,以 下の ような活動 である。

① エ ンパ ワー メン ト(権 限委 譲)に よる 自主性 ・創造性 の醸成

②2WAYマ ネジメン トプロセス に基づ く個 人の育成

③ 自主性 ・創造性 を発揮す る小 集団活動

④ 業績評価 と動機づ け(表 彰 制度等)

社員 の能力開発 につい ては,事 業 戦略に適合 した人材育成 を 目標 に 「マ

ネジメ ン ト」,「CSマ イ ン ド」,「共通知識/専 門知識」 に区分 した能力

開発 プログラム によ り,社 員 の能 力 ・スキルの向上 に向けた人材 育成 を

行 っている。具体 的には,「共通教 育教育(階 層別教育,社 員必須教育)」,
「技術 力を強化 ・拡大す る"サ ー ビス技術教育"」 「サ ー ビス技術 力の評

価 ・認定」等であ る。

2004
株式会社

ホンダクリオ新神奈川

「先 輩がマニ ュアル」 という考 え方に基づいて,マ ニュアル化 を進めて

いる。つ まり,後 輩 は現場 で積極 的に先輩 に学ぶ という文化 が,社 員の

自主的な行動 を引 き出す のである。営業マ ンの動機づ けは,販 売台数,

粗 利益 に よる業績評価 である。成績優秀者 は社員大会 において表彰 し,

スピーチを義務づ けるこ とに よっ1て動機づ けが強 まる と考 えてい る。

なお,個 人 の能力開発 のための研修 制度 は,「 新入社 員研修」,「マナー

研 修」,「茶道 ・フ ラワー ア レンジメ ン ト研修(女 性社員 が対象)」,「読

書 感想 文」,「全社員大会」等 が実施 されてい る。

2004
千葉ゼロックス

株式会社

組織全 体で価値観 を実現す るためには,社 員 の自立 的行動 を促 す ことが

重 要であ る と認識 し,「社員 が 自主的 に行 動で きる環境作 り」 を"社 員

の気 づ き","社 員 との対話", ."社 員の参画","社 員へ のエ ンパ ワー メン

ト","マ ネジ ャーの コーチ ング研 修"等 に基づ いて展 開 している。

社 員 を動機づ け る仕組 み として は,「 情報 プロ フェ ッシ ョナ ル集 団づ く

りに向けて,資 格取得 を奨励 し,資 格取得者 には 「一 時金支給制度」や
「知の競争力 ボー ド」へ の氏 名の掲示等 を行 っている。 また,社 員同士

の相互推薦 による表彰制度 も運用 してお り 「誉 めあう風土作 り」 を形成

している。

社 員の能力開発 は,ビ ジネスキ ャリアパスモ デルの明示 に よって,社 員

に必要 とされ る能力要件 が決定 され,各 自の 自己啓発 が促 され る。

2005

株式会社

J・ アー ト ・レス

トランシステムズ

当社では,収 入や休 みを重視 す るだ けの 「や らされている人生」で はな

く,チ ームの メンバ ーと しての人間的成長や能力 が十分発揮 され ること

を望んでい る。つ ま り,心 の豊かな 「人財」 の育成 である。組織的能力

を向上 させ るためには,具 体 的に次の2つ に取 り組 んでいる。



日本経営品質賞受賞企業にみる仕組みの特徴 71

2005

2005

松下電器産業株式

会社 松下アート

アプライアンス社
エアコンデバイス

事業部

松 下電器産業株式

会社 パナ ソニ ッ

クオー トモー ティ

ブ システムズ社

① 社 員が 自主的 に行動 できる学習環境 の構築

② 価値 観に合致 した人 の採用 と,適 材 適所

社員 の能力開発のため の施 策と しては,以 下の ような仕組 みを構築 して

いる。

① 全社 で格差無 く共有 される高い経営品質(経 営 品質80点)の 視 点

具体 的には経営品質チ ェックシー トに よる組織の弱点 の把握 と改善

等 である。

② 現場 レベルの トレーニング

チェ ックシー トやマニ ュアルを活用 し,機 能的サー ビス を提供す る

ためのスキル を現場 で身につ け,向 上 させ る。

③ 気づ きの教育

教材 として経営品質 レベ ルの高い企 業の ビデオ等 を用 いた集合教 育

でディスカ ッション等 を通 じて"気 づ き"を 促進 し,情 緒 的サ ー ビ

ス等 の水 準を向上 させ る。

④ 料理 コ ンテス ト・新商 品アイデア募 集

⑤ 資格取 得支援

社員が 自主 的に行動で きるよう,事 業 の 目的 と目標 を明確 にして共有化

を図るこ とが重要であ ると認識 している。その運用方法 として,グ ロー

バ ル経営会 議や戦略会議 を通 じて,目 標 と方針を展開す ると共 に,各 拠

点 で 「方針 発表会」 を開催 し,年 度方針 や具体的な 目標 を全社員 に徹底

し共有化 を図っている。 この方針 や 目標 を更に小規模組織 である各 チー

ム(課)毎 にチーム リー ダー(課 長)よ り,具 体的な方針や活動計画 と

してメ ンバ ー全員に対話 を通 じて理解 度を深めてい る。

事業計画や 実行計画の展開,変 革課題 や戦 略 目標に対す る個人 の能力 開

発要件 を,コ ミュニケー シ ョンプログラムや各種会議で の対話 を通 じて

明 らか に している。能力開発 にお いては,事 業部内のみ ならず,会 社研

修や社外研 修 も含め,有 効性 を評価 して,適 切な開発 プログラムを個 別

に選定 し,運 用を図ってい る。具体 的な教 育項 目として は 「将来 の経営

幹部育成 のための幹部後継者育成」,「専門性 と現場力 を高める教育」,「企

業人 と して必要 とされ る一般教育」等 のプログ ラム を実施 している。

当社が夢 ・安心 ・感動 を与 え車社会 に貢献 してい くため に,当 社 の組織

価値観 を全社 員で共有 した上で,経 営幹 部か ら社 員 まで一人 ひと りが 自

立 したプロフェ ッショナ ルとして,お 客様 ・お得意様の期待 を上 回る価

値創造 に向けた独 創的 な知識創造 を行 うこ とを基本 としてい る。 そのた

め に,組 織 目標 と個人 目標 を連動 させ,各 個人の短 ・中期 の業務 目標,

能力 開発 目標 を上司 と明確 に共有化す る 「コミュニケー シ ョンプログラ

ム」 を導入 している。 また,適 材採用や適 材配置の施策(オ ー プンチ ャ

レンジ制度 等)を 実施 して いる。

社員 の能力 向上のため,専 門ス キルにつ いては職能要件 を明確 に した も

の をベース に,全 社 員が上 司 との話 し合 いの も と 「ターゲ ッ トプ ラン」
「キャリアア ッププ ラン」 にてス キル向上 目標 を設定 し,そ れ らの達成

度合 いを評価,処 遇につ なげ,社 員 の 自己実現 を喚起 している。 プロセ

ス ・スキル,ヒ ュrマ ンス キルにつ いては,OJTを 中心 に各 種の研修

制度 を実施 し,そ れで は補 えない職場 のニーズに関 して は社外研修 の受

講 を奨励 している。また,全 リー ダー に対 してマ ネジメ ン トの 「気づ き」

を促す こ とを 目的に,上 位者,同 等者,下 位者 よ り,マ ネ ジメン トや リー

ダーシ ップ等の項 目につ いて無記名 で意見 を収集で きる 「マ ルチ ・アセ

ス メン ト ・プログ ラム」 を実施 し,マ ネジメ ン トの改善 に努め ている。
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2005 トヨタ輸送株式会社

組織的能力 を向上させるため には,経 営幹部,管 理職のマネ ジメン ト能

力 を高め,意 識 改革を進める ことが重要 と考 えている。 この考 え方 に基

づ き,ま ず,こ れまでの経営幹部 は経営者で はな く管 理職 として行動 し

ていた ことを反省 し,リ ー ダー シップが発揮 で きる ようにす るため,「会

社 経営 に関す る企 画や情 報に基づ く検討」,「部門収益 や市場動向 ・経営

判断 に必要 なデータの分析 等」,「会社全 体の動 きが把握 できる情 報」,「企

画書の大切 さ」等 について検討 を実施 した。 また,各 本部会議で は各部

の議題やその進捗状 況を毎月報告 させた り,会 社 方針 に基 づ き部長方針

を作成 させた りす るこ とで,経 営者 としての意識 強化 を図ってい る。 さ

らに 「若手社員 のみでプロ ジェ ク トチー ムを結成 する際,自 主的 に活動

で きる場」の作成 も行 った。

業績評価 や動 機づ け としては,経 営 に大 きな貢献 を したプ ロジェ ク ト

チームや個人 を表彰 する 「社 長賞」や ドライバ ーズコ ンテス トの表彰,

TELP(ToyotayusoLogisticsEducationProgram)の 認定制度 がある。

さ らに,人 事評価能力 と業績 の二分化 を実施 し,昇 進 昇級,昇 給 ・賞与

へ の反映 を明確 に した。

社 員の能力開発 プログラム として は,全20コ ースの 「教 育プ ログラム」

を構築 ・運用 して いる。TELPも その一つ で,TELPは1～Hへ とス

テ ップア ップし ドライバ ーの 「安全 ・技術 ・マナー」 をスキル アップ し

てい く層別教育で ある。

社員が自主的に行動できるようにするためには,カ テゴリー1で 紹介 した理

念等の価値観に加えて,当 該社員が十分な能力 を身につけていることが必要 と

なる。そのため,各 社 とも具体的な施策は,OJT,OffJT,SD13)等 による研

修プログラムを仕組みとして整備 し実施 している。そのなかで も,OffJTに

特徴的な仕組みが見 られる。社員同士が相互に学びあう仕組みである。具体的

には社員がインス トラクター役を引き受ける研修会であった り,小 グループで

の相互発表 と議論を通 じた能力向上施策であった りする。また動機づけに関し

ては,殆 ど全ての受賞企業で何 らかの"表 彰制度"を 用意す るとともに,"社

員満足"の 向上に努める施策を取っているようである。

個人の能力を向上させ,組織 として能力主義を推進するための施策 としては,

各個人に要求される能力 レベルを明らかにする"目 標管理制度"や"職 能給制

度",そ して実績を評価す るための"業 績評価制度"が 多用 されている。さら

に"資 格取得支援制度"に よってSDを 促進 している企業 も少な くない。

13)SelfDevelopment,自 己 啓 発 に 基 づ く能 力 開 発 。
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6.「 顧客価値創造のプロセス」に基づく仕組みの分析

本章での分析対象要件は表3に 示 した通 り以下の項目である。この要件に照

らした受賞企業が構築している仕組みを表9に 示す。

● 「製 品 ・サ ー ビス の企 画 ・開 発 ・生 産 ・提 供 プ ロセ ス に お け る方 法 ,そ

こでの重要な要件や特徴 ・独 自性はどのようなものか?支 援サービス

の企画 ・開発時に,支 援サービス提供先か らの要求 ・期待はどの様に取

り込み決定 しているのか?」

表9.各 社の 「顧客価値創造のプロセス」に関する特徴

年度

1996

1997

1997

受賞企業名

日本電気株式会社

半導体事業
グループ

千葉夷隅
ゴルフクラブ

アサヒビール

株式会社

仕 組 み の 特 徴

基幹業務で は,「技術 開発」,「製 品開発」にお けるノウハ ウを 「設計標準」,
「仕様書」 と して標 準化 し,最 適 なソリューシ ョン提供 を基本 とした最

先端技術 を開発 している。 グローバ ルに展 開 した生産拠点 におい ては,

共通の 品質保 証プ ログラム,TPMを 中心 とした小 集団活動,お よび総

合情報 シス テムを用いて製品 をコス トミニマムに作 り,高 品質で先進性

のあ る商品 と して世界各地の顧客 にタイム リーに提供 してい る。

支援サー ビスのプロセス として は,全社 ス タッフが担 当 している機能(人

事,勤 労,購 買,財 務,法 務等)の ほか,基 幹 業務の事業運営 に欠かせ

ない情報 システム,最 先端技術権利 の確 保 に係わ る知 的財産 管理,ド キュ

メ ン ト管理,工 場 施設管理等が重要 な支援 サービスプロセス として挙 げ

られ る。

基幹業務 プ ロセ ス と位置づ け られ るものは,「 サー ビスの企 画 ・設計 プ

ロセス」,「サ ービスの維持 ・管理の プロセス」 お よびそれ らの 「プロセ

ス改善 プロセス」 である。当 クラブでは,こ れ らの基幹業務 プロセスの

品質 を維持す るためにチェ ックシー トや各種 のマニュアルや アンケー ト

調査や情報 カー ド等に よるお客様の評価,要 望 を活用 してい る。

支援業務 プロセスは,社 員がその熱意 を生 き生 きと職場に反映 させ,お

客様へ良いサ ービスの提 供がで きることを 目的に構 築 されてい る。具体

的 には,「託児施 設」や 「町営保育 園に登 園 してい る園児 の送迎」,労務,

厚生,経 理,教 育等 の 「庶務関係全般」 である。

基幹業務の代表格は,「市場発想型商品開発」であるが,そ の最大の特

徴は,生 産部門と営業部門の密接な連携にある。つまり,従 来技術者中

心の開発体制に営業部門を参画させることによって発想の転換を図った

のである。

支援業務の代表格は,「品質保証体制」である。これを実施するための

組織として本店内に品質保証部を組織 している。品質保証部の役割は,

製造か ら消費にいたるまでの商品品質に係わる全社的な品質保証をお客

様サイドに立った視点から行うことである。また,製 造面での品質保証
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1998

1998

1999

1999

株式会社

日本総合研究所

株式会社

吉田オリジナル

富士ゼロックス

株式会社

第一中央販売本部

株 式会社

リコー

の仕組み は,そ の工程 の責任 者が測定デー タに基づ き,自 分の受け持ち

工程が正常 に進 んだことを確 認 し,異 常が ない ことを太鼓 判を押 して保

証 し,次 々 と次工程 に進 んでい く 「太鼓判 シス テム」 である。

日本総合研究所 は,そ の売 上の85%近 くを情報 シス テム構 築事 業 と運用

事業が 占めてお り,こ れが実質的な基幹業務で あると言 える。顧 客価値

実現のための品質 向上を担保 す るため,こ の基幹業務 プロセス と支援業

務 プ ロセス を統合 した 「品質保 証サイ クル」 を確立 している。

なお,基 幹業務 を側面 か ら支援 する業務 シス テムは,現 場 における(基

幹業務 にお ける)組 織 ・チーム ・個人 による知識エ ンジニア リング活動

にいか に貢献す るか という視 点で行われてい る。具体的に は「人材 育成」,
「情報共有」,「品質保証」,「生産性向上」,「先端情報技術 調査 お よび業

界動向調査」,「法 的支援」,「営業企画」等で ある。

当社 では競争上成功 をおさめるための主要因 と して 「市場 の要望に柔軟

に対応で きる生産,販 売体 制の構 築」が挙 げられ るが,そ の点,当 社 は

企画開発か ら,生 産 までを垂直統合 してお り,こ れが大 きな強み となっ

てい る。基 幹業務 プロセス と して は,「 企画 ・開発 プ ロセ ス」,「生産 プ

ロセス」,「販売 プロセス」 を位置づ けてお り,そ れぞれお客様の要求 を

反映 した企画 ・開発 の実現,多 品種 小 ロッ トへ の対応 とコス ト削減,社

員 と準社員のペ ア体制 による顧 客満足度の向上等 を実現 してい る。

支援業務 プロセス において も,基 幹業務 プロセス同様 に,お 客様本位の

姿勢 を強 く求め ている点が特徴的であ る。

第一申央本部の業務 プロセスが,富 士ゼ ロ ックス の全体 プロセスの中で

担 う役 割 は,商 品 開発 のプロセスの一部分 と販売 プロセスであ る。第一

中央販売本部で は,以 下の3つ を基幹業務 と位置づ け,そ れぞれ に改善

や効率化 に努め ている。「市場把握 ・計画 プロセス」,「販売 プロセス」,「お

客様 フォロー プロセス」である。

そ して,基 幹 プロセス と密着 してい る 「事務管理 プロセス」 と 「実績管

理プ ロセス」 を主要 支援 プロセス と位置づ けているが,そ のほか にも,

基幹プ ロセスの維持 や(基 幹プ ロセスの成果 の)促 進 に重要な役割 を果

たす 「市場把握 ・計 画策定支援プ ロセス」,「販売促 進プロセス」,「お客

様 フォロー支援 プロセス」 も支援 プロセス と位置づ けている。

支援 プロセス で重要 なこ とは,営 業現場 の要求 に的確 ・ス ピーデ ィー に

対応す るこ とは もちろんの こと,組 織 の フラッ ト化 やITの 活用で コス

ト削減を図 り,お 客様の市場の変化 を予測 した支援活動をす ることである。

リコー グルー プの売 上の約8割 を占め る画像機器,情 報機器,お よびソ

リュー シ ョン事業 の基 幹業務 プロセス は,「 魅力 ある完成度 の高い商品

を最適の タイ ミングで市場に提供す る」 ためにオフ ィスの生産性 を高 め

るニーズ を先取 りしなが ら変革 を遂 げてきた。 そ うした中で構築 され た

各種の シス テムには,「お客様 に始 まり,お 客様 に終 わるクローズ ドルー

プ」,「統 合的設計 ・生産 シス テム(TSS)」,「 世界 同一 品質 の確 保」,「環

境保全 に積極 的に取 り組む リサ イクルプロセスの確 立」等であ る。

支援業務 につい ては,「 経営 シス テムを社 会の基準 で規格 に適合 させ て

い くための 支援業務(財 務管理,ISO等)」 「基 幹 プロセスか ら生み 出

され る商品 ・サー ビス のQCD(品 質 ・価格 ・納期)を 向上 させ るため

の支援業務」,「全社 的な業務改善運動 を行 うための支援業務」の3つ に

分類 している。 この中で色々な シス テムや活動 が展 開 されてい る。例 え
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ば,「 故 障を未然 に防止す る複写 機遠隔診 断 シス テム」,「デ ジタル機分

野 での先行を実現 したエ レキ系ユ ニ ッ トの設計/生 産業務革新」,「より

強い企業体質 と経営活動 のス ピー ドア ップ を目指 した業務 革新」 等であ

る。

2000 株式会社

武蔵野

武蔵 野では 「お客様 を定期 的に訪 問する こと」 を最高 の商 品 と位 置づけ

ている。 「経営計画 書」や 「訪 問戦略」 ・ 「人材 開発 戦略」 ・ 「ス ピー

ド戦 略」の3つ の戦略 は全 てそのために立案 され ているものであ り,こ

れ らを策定する プロセスそ の ものが武蔵野の基幹業務 である。

支援 業務の中で最 も重要 な位置 を占めてい るの は 「コールセ ンター」で

あ り,こ こではお客様か らの問合せ,注 文,ク レーム等へ の電話 での対

応 を一括 して担当 している。 なお,営 業担当者がお客様対応 した場 合,

そ の内容は担当者か らコールセ ンターに結果がEメ ールで送 られ,コ ー

ルセ ンターにおいて営業支援 システムに情報が入力 されるだけでな く,

対応 内容 のチェ ックも行 われている。

2000

日本アイ・ピー・エム

株式会社

ゼネラル・ビジネス

事業部

お客様 の課題を解決す るための製 品 ・サー ビス を企画 ・開発 ・生産 し,

ご提供 し,お 客様 に満足 していただ くためのプ ロセス を,当 事 業部にお

ける基 幹業務 と位置づ け,そ れをCRM(カ ス タマ ー ・リ レーシ ョンシッ

プ ・マネジメ ン ト)手 法を用いて実現 している。CRMに よる営業 活動

プロセスでは,次 の ように区分 してい る。

① マーケテ ィング活動 か らお客 様 との リレーシ ョンシ ップ,さ らに

はオポチ ュニ ティ(販 売機会)発 掘 までの活動 を 「企 画 ・開発プ

ロセス」 と定義。

② ご提 案か らソリューシ ョンのご提供,評 価 ・フ ォローの活動 を「生

産 ・提供 プロセス」 と定 義。

基幹業務 の事務処理等 を実行す る従 来の支援業務 プロセスに加 えて,新

たに導入 したCRMに 基 づいて,営 業職 を支援 す る新 たなプロセスが追

加 されてい る。具体 的には 「OD(オ ポチ ュニテ ィ ・デ ィベ ロ ップメ ン

ト)活 動 支援/OO(オ ポチュニテ ィ ・オーナ ー)活 動支援 プロセス」,
「営 業活動支援 プ ロセス」,「(製 品)導 入 支援 プロセス」,「営業業 務支

援 プロセス」,「ソリューシ ョン開発 ・導入支援 プロセス」 である。

2001

セイコーエプソン

株式会社

情報画像事業部

基幹業務 の流れ に沿い,常 にお客様 の立場で考 え満足度 を向上 させる こ

とを念頭 にお いた活動 を実施 し,CS風 土 の醸成 を図 っている。なお,

基幹 業務 プ ロセ スで は,ISOに 基づ く仕 組みづ く りを取 り入 れ,当 社

独 自のTQEM(TotalQualityEnvironmentalManagement)計 画 を毎

年度 策定 し,活 動 を展 開 している。具体的 には,事 業本 部長方針 を受け

たTQEM計 画 によ り,品 質 と環境 の両面 にお いて 目標 達成 を 目指 し,

高 い顧 客満足度 を目指す商 品づ くりをしてい る。

当事 業本部 の支援業務体 制 は,「 固有支援 業務」 と 「共 通支援業務 」の

2つ に区分 され る。 コンピ タンスに直結 し,業 績 に大 きな影響 を与 える
「固有支援業務」は,基 幹業務 か ら支援ニーズ に対 し,よ り迅速かつ的確

に対 応で きるように事業本 部内に組織化 してい る。また,「共通支援業務」

は業 務の標準化 とス ケールメ リッ トに よる効率化 を考 え,本 社 部門,ま

たは分社化 して グループ全体 を対 象にサー ビス の提供 を行 ってい る。

2002
第一生命

保険相互会社

当社 の基幹プ ロセス は,大 き く「商品 ・サ ービスの開発」,「販 売 ・維 持 ・

深耕 」,「ア ンダー ライテ ィング(契 約引受,収 納,保 全,支 払)」,「資

産運 用」の4つ で構成 されている。
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2002

2002

2002

2003

パイオニァ株式会社

モーバイルエンター

テインメントカンパニー

トヨタビスタ高知

株式会社

カルソニックハリソン

株式会社

NECフ ィールディング

株式会社

支援 プロセス について は,第 一生命 グループ各社 が,「 生涯 設計」 の一

層 の充実,お 客様サー ビスの向上,コ アコ ンピタンスの強化,効 率経営

の推進 に欠 かせない存在 として支援 プロセスを担ってい る。近年 は,基

幹 プロセス と支援 プロセスの連携 の必要性が 高まってい るので,IT活

用が重要性 が増 してい る。

「パ イオニ ア発 ・世界初」の商品 を生 み出す基 幹プロセスの特徴 は,顧

客 ・市場 ニーズ と技術 シーズ を有機 的に結 びつけ,必 要 な新技術 を開発

し,厳 しい車環境 を クリァす る ことにあ る。特徴 は,「 顧客 ニーズ」 を

起点 として開始 される 「企画 プロセス」 において,設 計,開 発,デ ザ イ

ン,生 産,営 業,品 質管理等の各部 門の担 当者や ビジネスパ ー トナーが

集 ま り 「コンカ レント ・エ ンジニ ァリング」の手法 を用 いて,「技術 シー

ズ」 に基づ く検 討が同時 に行 われ る点 である。

支援 プロセスを担 当 してい る主要 な組織 は,カ ンパニー内支援機能部 隊

とパ イオニア本社 部門お よびその機能分社 であ り,グ ルー プ内の経営 資

源 を有効活用 するこ とに よって,支 援サ ー ビスを調達 してい る。

当社が基幹業務 と してお客様 に提供すべ き価値 は,安 全,快 適 に自動車

を使用で きる環境 をサポー トさせてい ただ く高品質サー ビス とス タ ッフ

の親密 な関係性 であ り,そ れ は 「お客 様防衛」の視 点に立つ ものであ る。

その中で最 も特徴 て きな業務 は,「カス タマ ー リテ ンシ ョン活動」であ り,

お客様 との 関係性 と取 引量 を成熟 させ てい くこ とでバ リューチ ェー ンを

形成す るという認識で,プ ロセス化 されている。
一般的にこの業界 では 「OnetoOneマ ーケティング」つ まり1対1の 関

係性が普通であるが,当 社の支援プロセスについては,「EveryonetoOne」

の考 え方 を基本 としてい る。つ ま り 「全 スタ ッフ(支 援 プロセス部隊)

が一人 ひと りすべ てのお客様担当」 である とい う考え方であ る。 なお,

支援部門 は,そ れぞれの代 表者が営業部 門で毎 月開催す る営業会議 に参

画 し情報 を共有す るほか,毎 日の朝礼 も営業 部門 と支援プ ロセス部 門の

合同で開催 され,さ らに毎週の全体朝礼 では全社合 同 とな るため,日 常

的 に相互 に色 々な情 報が共有 され る仕組み となってい る。 この ほか,全

社方針会議や スタ ッフ ご意見板等 によって,お 客 様の要求や期待 を取 り

入れ なが ら,支 援 プロセス を実践す ることが可 能 となってい る。

基幹 プロセス は,"コ ァコ ンピタンスに基づ く"独 自の価値提 供 プロセ

スであ り,具体的 には,「設計試作 ・生産準備プ ロセス」,「量産 プロセス」,

「不具体対応 プロセス」であ る。 また,当 社 の"コ ア コンピタンス"は

現在の ところ 「コ ンプ レッサーの生産技術力」,「優 れた品質管理能力」,
「改善 活動能力 と現場管理能力」,「経営 品質 賞アセスメ ン トによる活動」,
「両親会社か らの支援 ・協 力」であ る。

支援プ ロセ スでは,基 幹 プロセスが製品 ・サ ービスを高い価値で タイム

リー に提供 できるよう,組 織 全体 ・チー ム ・個 人に対 して必要 な支援 を

行 うプ ロセ スを"支 援プ ロセス"と 考 える。当社 では,基 幹業務の要求 ・

期待毎 に,支 援 プロセスに求め られ る要件 を明確 に し,主 要 な活動 とそ

の 目標,評 価尺 度 ・指標 を設定 してい る。

お客様 を熟知 してい るCEを エ ージェ ン トと位置づ け,そ のエー ジェン

トによって行 われる活動が基幹 プロセス である。具体 的 には,お 客様 の
「課題 の把握 」,「課題 の解 決」,「新 しいサ ービスの開発 」等 であ り,「プ

ロアクティブメ ンテナ ンス企画 ・設計」お よび 「プロア クテ ィブメ ンテ
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ナ ンスの提供」 という2つ の業務 シス テムとして構築 されている。

支援 プ ロセス につ いては,コ ーポ レー トス タッフが属す る11部 門が支援

プロセス を担 当 し,そ れぞれの部門 は,基 幹 プロセスが効率的,効 果的

にお客様に価値を提供できるように支援サービスを提供 しているが,具

体 的 に は 「要 請 の把 握 と目標設 定」,「社会 要 請 に適合 させ る支 援」,
「CSお よびサー ビスの価値 を向上 させる支援」,「業務効率化 の支援」

等であ る。

当社 の基幹 プ ロセ ス は 「新 車販売 プ ロセス」,「中古 車販売 プロセス」,
「サー ビス プロセス」,「 シ ョールーム接客 プロセス」 であ り,現 場の成

功事例が他拠点等に波及する水平展開が行われている点が特徴的であ

2004 株式会社

ホンダクリオ新神奈川

る。

支援 プ ロセス は全 て本社 で受け持ってお り「業務部門」,「経理部 門」,「総

務部門」の他 「す ぐやる工房」 と呼 ばれ,各 店 の女性 ス タッフのア イデ

アを具現化 し,現 場 の環境 整備を図 る組織 もある。 なお,基 幹プ ロセス

か らの要求 ・期待 は 「営 業 日報」,「週報」等で把握 している。

基 幹プ ロセス は,販 売 か ら保 守,物 流,請 求 まで と定義 してお り,お 客

様 と直接的に接点を持ち,提 供価値の最大化に挑戦 し,お 客様から 「ビ

ジネスパー トナーと して認知いただ く」重要 なプロセス と位置づけ てい

る。この考 え方に則 り,現 在の基幹 プロセスの特徴 は以下の通 りで ある。

① ソリュー シ ョン提供 プロセスの構築

従来の 「物売 り」 のプロセスに はなか った 「問題提 起」,「課題 の的

確 な把握」,「システム構 築時の仕様決定」,「運用後 の検証」等の機

能が組み込 まれ ている。

② 的確 なお客様課題解 決に向けた 「コラボ レーシ ョン活動」

2004
千葉ゼロックス

株式会社

お客様 の課題解決 につ なが る4つ のコラボ(「 探 索の コラボ」,「確

認の コラボ」,「検証 の コラボ」,「導入後 のコ ラボ」)機 能 を販売 プ

ロセス にビル トイ ンしている。

支援プロセスでは,支 援プロセス自体 もお客様価値を創造する 「全社員

営業」の考 え方 で構成 されてい る。支援 プロセスに対 する基幹 プロセス

か らの要求 は,経 営会議,部 門運営会議,KYCX会 議等の把握 に始ま り,

「こんな ものい らないキャ ンペー ン」 を実施 し,支 援 プロセスサー ビス

に よって,基 幹 での不要 な仕事 を減 らす ように努 めている。 また,当 社

では,基 幹 プロセス と支援 プロセスが一体 となって価値 を提供す る活動

に取 り組んでい る。例 えば,シ ステム構築後 のお客様 をフ ォローす る専

任部隊 と営業やサ ービスの相互補完 を目指 した一体化 である。

基 幹プ ロセス には以下 のよ うな特徴があ る。

① 商品 ・サ ービスの企画開発 プロセスでは,「経 営品質チ ェックシー

ト」,「価値工学理 論」,「商品ポー トフォ リオ分析 」,「ABC分 析」,
「グルー プイ ンタビュー」等独 自の手法等 を用 いている。

2005

株式会社

J・ アー ト ・レス

トラ ンシステムズ

② 商 品 ・サー ビス の主要 な生 産,提 供 プロセス で も,「 目標 管理 ・

評価」や 「ア ンケー ト」等の段取 りを組 み込み,独 自の基準 で品

質の維持 ・向上に取 り組んでい る。

③ お客様 との信頼 関係 を深め る方法 につ いては,メ ール等 による「双

方向 のや りとり」 を心がけてい る。

支援 プロセスでは,(支 援サ ービスの)「 サ ービス基準 」を"現 場の要求

への迅速な対応(翌 日までに何らかの方向性を示す"を 定めるだけでな

く,・「サ ー ビス 要 件 」 に 関 す る情 報 も 「情 報 カ ー ド」,「電 子 メ ー ル」,「 日
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2005

2005

2005

松下電器産業株式

会社 松下アー ト

アプライアンス社
エアコンデバイス

事業部

松下電器 産業株 式

会社 パ ナソニ ッ

クオー トモーテ ィ

ブ システ ムズ社

トヨタ輸送株式会社

報,週 報」,「事故 トラブル報告書」等多様 なチ ャネルか ら収集 し,品 質

の 向上 を図っている。

以下 の特徴 が,グ ローバル最適で の トータル基幹プ ロセス を通 じて提供

され てお り,長 期にわた り継続的 にお客様 に感動 と信頼 を与 え続 ける事

を目指 している。

① グローバ ル顧 客密着型の 開生販体制

② 多様 な顧 客ニ ーズ に応 え るタイ ム リー な商 品開発 とシステ ムサ

ポー ト

③ ロス ゼロを 目指 した最強 ・最速 の ものづ くり

④ ダン トツの世界同一品質

また,支 援プ ロセスで は次 の ような各部門が,基 幹プ ロセス能力 のグロー

バ ル最大 化 を測 ってい る。 「事業 を先 導す る戦 略企画」,「個 人 と組織 の

能力向上 を支援 する人事」,「経営 シ ミュ レーシ ョンす る金庫番 の経理」,
「材料合理化活動 を展 開す る購買」,「全体 最適の生産 を管理す る管理」,

「高い専 門性 を有する生産技術 と品質保証」 等の部門であ る。

当社の基幹 プロセスの特徴 は以下の通 りである。

① 松下 グループの総合力 と独 自技術 を融合 した開発 プロセス。

② 軽 くて早 い生産プ ロセス。つ ま り,高 品質な商品 を欲 しい ときに

欲 しいだけ適切 な コス トでお届 けす るシステムであ る。

③ 顧客密着型販 売プ ロセス。つ ま り当社 の販売面での特徴 「一顧客
一窓 ロ営業体 制」 を具現化 したシステムで,お 得意様 の期待 に応

える仕組 みである。

④ 「品質立社」 の中核 となった売 った後 のプロセス。つ ま り,万 一

の不具合等 に迅速に対応 し,再 発 防止 や未然防止機能 を高 めるた

めの プロセスであ る。

支援 プロセス につ いては,卓 越 したQCDDS(Quality,Cost,Delivery,

Development,Service)を 実現 する基幹プ ロセス部門に対 して効果 的 ・

効率的 なサ ービスを提 供す ることを基本 的考 え方 としてい る。

当社の基幹 プロセスの最大の特徴 は 「サ ービス提 供 ・顧客 との関係 強化

に向けた プロセス」 である ことだ。つ ま り,物 流ネ ッ トワー クにおいて

JIT等 を確実 に実施 する ことによって,効 率的 で高 品質な物流 を実現 し

てい る。具体 的には,車 両の納期遅れ を防止 するため に,出 門期 限を設

定す ることで常 に監視 した り,異 常 を早 い段 階で察知 ・対応 した りす る

仕組み等で ある。

支援 プロセスで は,「 管理」 の意識 を 「支援」 の意 識へ と変 革 させ,支

援部門 とい う位置づ けで業務 を見直 し,方 針 管理や 日常の支援活動 につ

なげ るこどの必要性 を認識 し,全 社員 との情 報共有化等 を通 じて,機 関

部門の要求 ・期待 を吸い上げ る活動 を行 なっている。

表9の 結果より,各 社 とも基幹業務プロセス,支 援業務プロセスに工夫 を凝

らした仕組 を導入 してお り多様である。 しかし,顧 客ニーズを捉 え迅速に対応

するため各社が導入 している仕組みには,以 下の2点 のような特徴が,多 くの

受賞企業に共通する傾向として見 られる。
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>基 幹業務プロセス 自身を迅速に対応 ・変更可能なものとするための変革

〉 支援業務プロセスと基幹業務プロセスの関係性や連携の強化

各社が実施 している具体的な施策としては,「 標準化」,「情報システムの充

実」,「製販体制の構築」,「多品種小ロットへの対応」,「コンカレン トエンジニ

アリング」等が挙げられる。

7.「 情報マネジメン ト」に基づく仕組みと指標の分析

本章での分析対象要件は表3に 示 した通 り以下の項 目である。この要件に照

らした受賞企業が構築している仕組みを表10に 示す。

● 「組織全体,お よび各部門の業務能力 を測定す るために用いている情報 ・

データはどのような方法で選定 しているのか?具 体的にはどのような

経営情報を設定 しているのか?」

表10.各 社 の 「情報 マ ネ ジメ ン ト」 に関 す る特徴

年度 受賞企業名 仕 組 み の 特 徴

1996

日本電気株式会社

半導体事業

グループ

半導体 グループにおけ る情報 ・デ ータ管理 の基 本は,業 務 と情報の 一元

マネ ジメン トである。市場 ・顧客 ・業界 ・販売 ・生産 ・技術 ・品質等 の

業務 を主管す る部 門がそれ らの情報 を利用 する部門の要求に沿 った情報

シス テムを構築 ・改善 し,情 報 ・データを管理 してい る。

1997
千葉夷隅

ゴルフクラブ

千葉夷隅 ゴルフクラブでは,お 客様 の多様 な情 報を全社 員で収集 し,共

有化 して いる。 また,経 営全般の状況 を全員 が理解 するための情報 と し

ては,新 年 のス ター ト時に トップか ら全社 員に対 して伝 えられ る,前 年

度の入場者数 ・売 上 ・利益が挙げ られる。

1997
アサヒビール

株式会社

激 し く変化す る経営環境 下において,競 争優 位 を確保 してい くためには,
「変化 の兆 し」 を感度良 くつかむた めの情報が 重要 とな る。 また,お 客

様や市場 に関す る情 報 ・デー タを多面 的に収 集 し,共 有化 し,活 用す る

ことも必要 となる。 さらに,競 合他社 の各種情報 も トー タルマーケ ティ

ング にお いて優位 に立 つためには欠かせ ない。

1998
株式会社

日本総合研究所

「知識エ ンジニア リング」 を標榜 し
,実 践 してい くために,共 有化すべ

き情報 として最 も重視 しているの は,「人材 情報」,「知的財産情報」,「営

業支援情報」 である。

1998
株式会社

吉田オリジナル

当社では,商 品力の強化,顧 客対応力の強化による顧客満足向上を目指

し,デ ータの選択 と収集を行っている。新商品開発における情報収集の

目的は,流 行や市場動向を把握し,優 れたデザインや機能を創造するこ
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とである。製造における情報収集の目的は,稼 動 ・受注量 ・在庫および

原価状況の把握,生 産ロスの極小化,納 期遵守状況の把握である。お客

様と販売に関する情報収集の目的は,新 規お客様の獲得状況や既存のお

客様のリピート率の把握,お 客様ごとの趣向の把握である。

1999

富士ゼロックス

株式会社

第一中央販売本部

第一中央販売本部では,経 営環境が激しく変化する中でお客様の変化を

素早く的確に捉え,そ こから生ずる要求 ・要望を理解するための情報を

重要視している。また,社 内外の支援部門や全国の営業担当と足並みを

そろえて,お 客様の要求 ・要望の実現を推進するには,ノ ウハウの集積

や,お 客様情報および提案情報等を共有化する必要がある。

1999
株式 会社

リコー

我 々が,収 集 ・活用 している情報 は,日 々の活動 や改善に活用す るため

の 「日常活動 で把握 しているお客様情報」 と,お 客様 のニーズの変化 を

的確 に早 く掴 むための 「多様な顧客 ・市場情報」 である。

2000
株式会社

武蔵野

業務 を行 うにあたって指針 とな る情報 は,従 業貝 が常 に携帯す る 「経営

計画書」 に記載 されている情報であ る。 また,お 客様 に関するデー タや

情報,具 体的 には 「毎 日定期的に発生す るタイプの情 報」だけで な く,

お客様ア ンケー トの結果等の 「不定期に発生する情報」 も重要性 は高い。

2000

日本アイ・ピー・エム

株式会社

ゼネラル・ビジネス

事業部

CRMプ ロセスを適切 に運用す るため には,お 客様状 況に関す るデー タ,

市場機会 に関す るデー タ,市 場調査 データ,お 客様 の課題 を解決す るソ

リュー シ ョンデータ,お 客様の ご期待や ご要望,ク レーム等のデ ータが

重要 となる。

2001

セイコーエプソン

株式会社

情報画像事業部

「事業 の 目指す姿」を実現す るために,当 事業本部 は,「戦 略」,「顧客 ・

市場」,「人材」,「プ ロセス」,「業績 ・財務」の5つ の視 点か ら見た情報 ・

デー タが重要 となる。

2002
第一生命

保険相互会社

第一生命で は,お 客様の ライフステージの変化や多様 なニーズに応 じて,
一生涯 にわた り良好 な商品 ・良質 なサ ービスの提 案を 目指 してい る。 そ

のため,重 視 してい る経営情報 は,「お客様 ・市場 の動 向に関す る情報」,
「事業活動 に関する重要な情報」,「職員 ・組織 能力に関す る情報」,「競

合他社 の動 向に関する情報」,「社会構造 ・経 済環境変化 に関す る情報」

に分類 される。

2002

パイオニア株式会社

モーバイルエンター

テインメントカンパニー

現場で の日々の活動 において生み 出される生 の情 報 ・デー タの 中か ら,

有効 なプロセス情報 ・デー タ(例 えば,開 発状況,他 社 状況,生 産状況,

在庫デ ータ,営 業情 報,販 売店情報,ク レームや問合 せ)を ワー ル ドワ

イ ドに収集 している。 これ らの 日常活動 の情報 を,各 部門が 自立 的に動

的情報 として分析 ・共有す る ことで,日 常 業務 のマ ネジメ ン トにつ な

が ってい る。

2002
トヨタビスタ高知

株式会社

当社 では,経 営情 報 を把握す るためのデータを次の5つ の カテゴ リーに

分類 して,収 集 ・把握す るこ ととしてい る。「人材資本 に関する情報」,「組

織資本 に関する情 報」,「顧客資本 に関する情 報」,「市場 ・競争環境 に関

す る情報」,「財務 資本に関す る情報」 である。

2002
カルソニックハリソン

株 式会社

経営戦略策定や 日常業務遂行に必要な情報を,「日常及び組織全体で活

用する管理指標」 と 「主要な経営活動情報」に分け,経 営方針に基づい



日本経営品質賞受賞企業にみる仕組みの特徴 8ヱ

て定義 した情報分類ごとに,主 要活動 と必要な情報の関連性を明確にし

ている。

2003
NECフ ィールディング

株式会社

経営情報 は3C(自 社,顧 客 ・市場,競 合 ・ベ ンチマーキ ング)の 視点

か ら収集 ・分析 を行 ってい る。

2004
株式会社

ホンダクリオ新神奈川

当社の経営活 動は,CSを 基本活動 と してい るので,重 要指標 として い

るの は 「大変満足 ユーザー獲得 率」,「CSス コア」 の2つ であ る。そ の

他に も,「 代替率(買 い替 え率)」,「車検台数」,「オイル交換実施台数」,
「ア ンケー トハ ガキ枚 数」,「 自動車保険継続率」,「自動車保険新規獲得

率」 も重要 な指標 として位置づ けて いる。

2004
千葉ゼロックス

株式会社

当社 にお ける情報分類 は,「 戦略の策 定 ・進捗 を支援 す る情報」 と 「価

値 創造 を支援す る情 報」の2つ があ り,経 営 ビジ ョン実現 に向け,「 継

続 的改善」,「ス ピーデ ィな意思 決定」,「お客様へ の価値提供能力 の向上 」

を 目指 し,経 営情報 を活用 する ことを基本的考 え方 としてい る。

2005

株式会社

J・ アー ト ・レス

トランシス テムズ

当社 では戦略 とリンク した情 報 を重要視 してお り,具 体 的には 「従業員

満 足」,「お客様満足」,「商品/競 合情報」,「ネ ット販売情 報」,「生産性

に関する情報」,「商 品開発/生 産性情報」等 であ り,こ の中か ら有効 な

情 報を抽出 して,活 用 している。

2005

松下電器産業株式

会社 松下アー ト

アプライアンス社
エアコンデバイス

事業部

戦 略課題の進捗 ・達成度合 いを測 る情報,デ ータは,グ ローバル に 「市

場」,「顧 客」,「商品」,「競合」,「拠点」,「組織能力」の観 点で整理 され,

また,上 記の観点 に加 え,各 拠 点毎 に職能別 または部門別に情報の選択

と分析 を行ってい る。

2005

松 下電器産業株式

会社 パ ナソニ ッ

クオー トモー テ ィ

ブシステムズ社

グローバルで環境変化 の激 しい 自動車業界 を事業 ドメイ ンとす る当社で

は,経 営情報 を下記3つ に分類 し,グ ローバ ルに把握 し,社 内で共有 ・
」

活用 して いる。3つ とは,「 事 業環境 を理 解す る情報 」,「当社 の業界で

の位 置づけ を把握す る情報」,「経営の実態 を把握 し業務 成果 を測定す る

情 報」である。

2005 トヨタ輸送株式会社

戦略策定に必要な経営情報,特 に市場や輸送効率,業 界他社情報,海 外

情報等が組織的に選択 ・分析され,情 報活用プロセスとして定着してい

る。

表10の 結果より,各 社が情報 を選択する基準 とする考え方 は,「戦略立案に

欠 くことので きないもの」 に特化 してきているようだ。つまり遍 く全ての経営

情報を重要視するのではな く,重 要な高い情報 と重要性が低い情報 を峻別 し,

メリハ リをつけた情報収集 を行っているということである。具体的な情報 とし

ては,顧 客や市場の動向やニーズを的確 に把握 し,競 合他社の動向や市場 の競

争環境 を正 しく捉 え,自 社の組織や人材の能力 を正確に理解するための情報等

である。
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8.「 活動結果」 に基づ く各種経 営指標の抽出

本章での分析は,活 動結果の報告内容 に基づいて,各 社の主要な経営指標を

抽出することである。抽出結果を表11に 示す。

表11.抽 出した各社の経営指標

年度 受賞企業名 仕 組 み の 特 徴

● リーダーシ ップ と社会的責任 の結果:「 産業廃棄物委託処分量 の推

移」

● 個人 と組織 の能力向上の結果:「 プロポーザ ル提 案件数の推移」,「技

日本電気株式会社 能士資格保有者の推移」,「国際学会発表件数の推移」
1996 半導体事業 ● プロセスの結果:「 新 製品出荷高比率」,「開発TATの 推移」,「設

グルー プ 備総合効率の推移」
● 総合評価:「 一 人当た り出荷 高推移」,「CS総 合指標(自 社,業 界

平均)」,「企業 イメー ジ調査結 果」,「品質 クレー ム件数 の推移」,「市

場 シェア」

● リーダーシ ップ と社会的責任 の結 果:「 農薬使用量 の推移」

● 個人 と組織 の能力向上 の結果:「JMAサ ー ビス ・マ ネジメ ン ト診

断調査結果(サ ー ビス ・マ ネジメ ント総合水 準)の 推移」,「サ ービ

1997
千葉夷隅

ゴルフクラブ

ス ・マ ネジメ ン ト種 目水準」

● プロセスの結果:「 各 アンケー ト調査 に よるお客様評価 の推移」

● 総合評価:「 市場 占有率」,「入場 者数の増加率」,「固定費 の削減率」,
」

「顧客満足 度結果(総 合)」,「 顧客満足度結果(部 門別)」,「住 地ゴ

ル フ"ホ ームコースア ンケー トに関す る調査 結果(評 価項 目別 ゴル

フ場順位)"」

● リー ダーシ ップ と社 会的責任 の結果:「 原単位の低減(燃 料,電 力,

用水)」,「CO2排 出状況(工 場CO2,林 業者CO2)」

1997
アサ ヒビール

株式会社

● プロセスの結果:「 製造後 出荷 までの年 間平均 日数の推移」,「生 産

性向上」

● 総合評価:「 銘柄 別指名状 況推移(自 社,他 社別)」,「年代 別人気

商品(自 社,他 社 別)」

● リー ダーシ ップ と社 会的責任 の結果:「 情 報発信実績推移」

● 個人と組織の能力向上の結果:「 裁量労働制適用率」,「社内公募制

による社内留学や配置転換の実績」,「職種職能試験認定制度の実

績」,「職場 意識 調査(社 員満足)」

1998
株式会社

日本総合研究所

● プロセス の結 果:「 ソフ トウェアの障害発 生件 数」

● 総合評価:「 財 務の結果(売 上高,経 常 利益,経 常利益率,自 己資

本比率)」,「顧 客満足度 の変化(仕 事 の進 め方 の評価,提 案 内容 の

評価,製 品サー ビスの評価)」
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● リーダー シップ と社会 的責任 の結果:「 シンナー仕入 れ実績」,「被

表彰 ・感謝状等概要」

1998
株式会社

吉田オリジナル

● 個 人 と組織の能力 向上 の結 果:「 報 奨制度実績」,「社 員満足の評価」

● プロセスの結果:「100万 人の顧客獲得 の結 果(登 録総数)」

● 総合 評価:「 財務の結果(流 動比 率,当 座 比率,自 己資本比率)」,「顧

客満足(総 合満足,バ ッグの満足,最 も良 く行 くイビザ のお店の満

足 度,リ フ レッシュの認知 度,リ フ レッシュに対す る満足 度)」

● リーダーシ ップ と社会 的責任 の結 果:「 使用済み消耗 品回収 のお客

様評価 の推移」,「モ ラールサーベイ結果(総 合,仕 事,職 場,マ ネ

1999

富士ゼロックス

株式会社

第一中央販売本部

ジャー,人 事運営,組 織運営)」

● プロセスの結果:「SB(ソ リュー シ ョン ・ビジネス)案 件 数推 移」,

「有益 な提案,情 報 の提供 のお客様 評価」

● 総合 評価:「 売上推移 と成 長率」,「営業利益推移 と成 長率」,「営業

担 当全 般のお客様評価」,「対競合満足 度比較(企 業活動全般)」,「対

競合満足度比較(再 購入意向状況)」

● リーダーシ ップ と社会 的責任 の結 果:「 国内事業所廃棄物推移 」

● 個 人 と組織 の能力 向上 の結 果:「RSA(リ コー ・システム ア ドバ

イザ ー)認 定資格取得者数」,「サー ビス技術検定資格取得者 数」

● プロセスの結果:「 商 品開発期 間の推移」,「エ レキ系ユ ニ ッ トの価

1999
株 式会社

リコー

格推移 」,「総合 ライ ン生産性向上率」,「CSS(カ ス タマ ・サポー ト・

システム)に よる保守サ ービスカ に機能評価」,「部 品不 良率」

● 総合評価:「 日本市場 での複 写機 デ ジタル化率」,「海外市場 での リ

コーの複写機デ ジタル化率」,「国内外 別売上金額 ・海外 売上比率」,

「海外地域別売上金額(連 結)」,「第三者によるお客様満足度調査

結 果 」,「 国 内 シ ェ ア」,「 海 外 シ ェ ア 」

● リーダー シップ と社会 的責任 の結果:「 近隣商店街 とと もに行 う清

掃の実施回数」,「経営の透明性(経 営計画書外部配布数,経 営用語

解説書外部配布数)」
● 個入と組織の能力向上の結果:「 相互学習の成果(環 境整備点検,

2000
株式会社

武蔵野

コールセ ンター業務体験,他 部門での体験学習,部 門別勉 強会,組

織横 断型チーム数お よびメ ンバ ー数,2つ の委 員会へ の参加者数)」

● プロセスの結果:「 解約比率(家 庭用,業 務用)」

● 総合評価:「 財務 の結果(売 上高,営 業利益)」,「ダス トコ ン トロー

ル定 日定時 レンタル訪 問遵 守率」,「お客様 に対す るア ンケー ト結果

(担当者は約束事等をきちんと守っているか?担 当者に満足 して
い る か?)」,「 業 界 シ ェ ア 」

● リーダー シップ と社会 的責任 の結果:「 社 会的責任(環 境への排 出,

廃棄物,電 気使用,CO2放 出)」

● 個人と組織の能力向上の結果:「 学習環境の成果(自 由裁量度,能

日本アイ・ピー ・エム カ ・成長の機会,ス キル向上 に高い優 先度)」,「社員 満足 の成果(会

2000
株式会社

ゼネラル・ビジネス
社満足 度,仕 事の達成感,処 遇全 体)」

● プ ロセス の結果:「CRMリ レーシ ョンシップ と発掘の成 果」,「一

事業部 人当た り売上(指 数)」

● 総合 評価 二 「顧客満足 度調査結 果」,「ブ ライン ド ・サ ーベ イ(次 期

発注会社の選択)」
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2001

セイコーエプソン

株式会社
情報画像事業部

● リーダー シップ と社会 的責任 の結果:「 トップメッセージアクセス

件 数」,「倫理研修参加数 と身障者雇用率」,「地域 クリーン活 動参加

人数」,「廃棄物 リサ イクル率」,「商品 リサ イクル:消 耗 品回収数」

● 個 人 と組 織の能力向上 の結果:「 特許公開件数 ランキング」,「社 員

意識調査 結果の推移(社 員満足 度)」

● プロセスの結果:「IJP主 力商 品の市場不 良率」,「生産性 向上 率」,
「出荷検 査不良率」,「LFPの 国内台数 ・金額 シェア」

● 総合評価:「 海外生産比率 と為替 影響額の推移」,「部 品集約 に よる

合理化効 果」,「お客様満足 度」,「イ ンフォメー シ ョンセ ンターの満

足度」,「修理速 さの評価」,「ブラ ン ド認知度」,「市場 シェア」

2002
第一生命

保険相互会社

● リーダー シップ と社会 的責任 の結果:「 お客様の 申 し出(苦 情)件

数推移」

● 個 人 と組 織の能力向上 の結果:「 生涯設計デザ イナーの上級 ラ ンク

取得者 数」,「専門課程 ・応用 課程 ・生命保険大学 の各業界 共通試験

の年 間合格者数」

● 総合 評価:「 顧 客満足:総 合満足 度ス コア」 「財務 の成果(格 付 け

の推移)」,「保有相対 シェァの推移」

2002

パイオニァ株式会社

モーバイルエンター

テインメントカンパニー

● リーダー シップ と社会 的責 任の結 果:「CS合 宿参 加人数」,「リサ

イクル率 推移」,「企業市民 としての貢献活動」

● 個 人 と組 織の能力向上 の結 果:「 英語力の向上」,「社 員満足 度」

● プロセス の結果:「 品質 システム の向上(QS9000内 部監査指摘 数

の推移)」,「 目標 原価(TFC)の 遵守率」

● 総合評価:「 財務の結果(売 上 高,在 庫)」,「顧客満足 向上の結果(ブ

ラ ン ドロイヤ リティ(オ ーデ ィオ,ナ ビゲーシ ョン),モ デル別満

足 度)」

2002
トヨタビスタ高知

株式会社

● リーダーシ ップ と社会 的責任 の結果:「 主要5プ ロジェク トチーム

の開催 頻度」,「取 り組 んだ環境基 準項 目と達成時期」,「社 会貢献活

動へ の取 組み実績」

● 個 人 と組 織の能力向上 の結 果 二 「従業員意識調査 による人材 資本お

よび組織 資本,お 客様 ご意見調査 に よる各種満足度」

● プロセスの結果:「 無料6ヶ 月点検 の実施率」,「法定 点検 の掌握度」,

「車検 の掌握度」,「 シ ョールームへの総入場者数」,「既存 のお客様

の来店数」

● 総合 評価:「 営業ス タ ッフに対す る総合満足度」,「サー ビスス タッ

フに対す る総合満足度」,「来店,来 電時の対応 に関す る総合満足度」,
「ア ンケー ト返信率」

2002

r

カルソニックハリソン

株式会社

● リーダー シップ と社会 的責任 の結果:「 経営 ビジ ョン ・方針 の社内

浸 透度 評価」,「ES調 査/リ ー ダー シ ップ評価」,「ES調 査/社 員

の参画意識」,「ES調 査/上 司支援評価」,「産業廃棄 物原単位 削減

率」,「エ ネルギー原単 位削減率(電 機)」,「マ ナー遵守率」,「ボ ラ

ンテ ィア活動」

● 個 人 と組織の能力 向上 の結 果:「 技能ス キル」,「スタ ッフスキル」,

「社 員満足度評価(総 合 満足 度,仕 事,仕 事 の進 め方,チ ーム ワー

ク,教 育訓練,リ ーダーシ ップ,コ ミュニ ケーシ ョン,人 事制度 ・

福 利厚生)」
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● プロセスの結果:「 加工不 良率」,「原価低減率」,「ビジネスパー ト

ナー満足 度評価」

● 総 合評価:「 財務の結 果(国 内 実績,海 外 実績,目 標)」,「顧客 満

足 向上 の結果(顧 客 セグメ ン ト別)」,「市場 クレーム発 生率の推移(顧

客不満足 の結果)」,「国内 シェ アの推移」,「欧州シェァの推移」

2003
NECフ ィールディング

株式会社

● リーダーシ ップ と社会的責任 の結 果:「 企業理念 とビジ ョン浸透度

評価」,「使 用電力の削減」,「産業廃 棄物の削減」,「機器 グリー ン購

入 の促進」,「パ ソコン教室 開催 実績 」

● 個 人と組織 の能力向上の結果:「CE一 人当た りの教育量(日 数)」,
「資格保有延 べ人数」

,「教育 の有効性確 認:役 立 ち度推移」,「社 員

満足度」
● プロセスの結 果:「 障害の発生率」,「提 案採用率」,「1時 間以内部

品到着率」,「一人当た りTCO」,「 ヘルプデス クの着呼」

● 総合評価:「 財 務の結果(売 上 高,経 常利益,従 業員一人 当た り経

常利益)」,「顧 客満足 向上 の結 果」,「日経 コ ンピュータ顧客満足 度

調査結果(毎 年度別)」

2004 株式会社
ホンダクリオ新神奈川

● リー ダーシ ップ と社会的責任 の結 果:「 経営幹部 の店舗 臨店実績(件

数)」,「読書 感想文(件 数,提 出率,改 善 フ ィー ドバ ック数,好 事

例 フィー ドバ ック数)」,「お客様納 車後 アンケー トハ ガキに よる社

員へ の価値浸 透度の把握」,「地域社 会か らの表彰実績」

● 個人 と組織 の能力 向上の結果:「 営 業ス タッフ要員月あ た り販売 台

数」,「社員 当 り粗 利益」,「オイル交換 実績」,「修理整備台数」,「ホ

ンダエ ンジニア資格取得人数」,「す ぐやる工房制作実績(件 数)」

● プロセスの結 果:「 納車 時ア ンケー ト回収数 および回収 率」,「代 替 ・

増車 ・紹介率」,「基盤収益 カバ ー率」,「新 車販売計画達成率推移」,
「販売 における クレジッ ト使用率」

2004
千葉ゼロックス

株式会社

● リー ダーシ ップ と社会的責任 の結 果:「 トー クナー ド実施状 況(直

接対 話の状 況)」,「Passion-Windowア クセ ス状 況(間 接 対話 の状

況)」,「経営 方針 の適切 さ に関す る社員評価 」,「ビジ ョン共有度 に

対す る社員評価 」,「使用済み機械 の圖収率」,「身障者雇用率」,「交

通事故発生率」,「植樹本数(累 計)」,「拡大教科書複写枚 数」

● 個人 と組織 の能力 向上の結果:「 エクセ レン ト賞(受 賞者数,受 賞

者比率)」,「ハ ッピー ワー ド(お 客様か らいただ くお褒めの言葉)(件

数)」,「IT資 格取得状況」,「プロ フェッシ ョナルキ ャリアパ スモデ

ル による人材育成(人 数)」,「能力要件の明示 に対す る社 員評価」,「能

力開発施策 の有 効性に対す る社員 の評価 」

● プロセスの結 果:「BPN作 成 とお客様 評価 の相関性」,「すばや い

クレーム対応 についてのお客様評価」,「戦略策定参画人数」,「コラ

ボ レーシ ョン活動 と大型 システ ム商 談(指 数)」,「獲得 ドキ ュメ ン

トボリューム(指 数)」,「情報 システ ム改善要望へ の対 応」

● 総合評価:「 価値提供 に対 するお客様の総合満足度」,「ソリューシ ョ

ン活動 におけるお客様の総合満足度」,「サー ビスエ ンジニ アがお客

様の ご要望 を把握 する努力へ の評価」,「社員満足 ・不満足 の結果(仕

事 に対す る評価 指標,職 場 に対す る評価 指標,仕 組み に対す る評価

指標)」,「成長性(売 上,利 益 の推移)」,「収益性(売 上高税引前利

益率 の推移)」,「生 産性(社 員一人 当 り売 上高の推移)」,「安全性(自

己資本比率 の推移)」
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● リー ダー シップ と社 会的責任の結果:「 顧客 本位の風土作 り」,「朝

礼での理念徹底」,「リーダー シップと倫 理全体」,「公序良俗 の仕組

み」,「企業倫理 の改 善成果」,「節電の結果」

● 個人 と組織 の能力 向上の結果:「 情報 カー ド提 出件 数」,「情報 カー

ド賞支給者数」,「業務 関連資格取得者比率」,「必須 カリキ ュラム終

了率」,「DVD研 修受講 率」,「社員満 足 と職場満 足の結 果(顧 客重

視の教育,貢 献者評価 の仕 組み,チ ーム学 習の風土,ES向 上 の計

画 と目標)」

● プロセスの結果:「 顧客 市場の理解全体」,「既存顧 客期待把握 プロ

セス」,「顧 客要求反映企画 プロセス」,「苦情収 集 とフ ィー ドバ ック」,

「顧客の声反映 の改 善」,「顧客の声社 内へ の徹底 」,「不満解決 の仕

組みの改善」,「戦略 カテゴ リー全般」,「リス クの戦略へ の反映」,「顧

株式会社 客要求戦略へ の反映」,「重点施 策の明確化」,「戦略を見直す仕組 み」,

2005 J・ アー ト ・レス
「達成度の他社比較」,「ベ ンチマー キングの反映」,「新商品開発 の

トランシス テムズ 結果」,「支援 プロセスの結果(社 内各部 門か らの支援部門 に対す る

評価)」,「経営 品質チ ェ ックに よる支 援 プロセスの評価(支 援 プロ

セス改善 の仕組 み,支 援 サー ビス 目標,支 援 部門改善結果,支 援部

門評価尺度)」,「ビジネスパ ー トナーの クオリティ結果(パ ー トナー

に要求 ・基準等 を伝 え る仕組 み)」,「経営品質 チ ェックに よるパ ー

トナー項 目の評価(供 給 業者の品質改善,業 者サー ビス基準,供 給

業者改善 の仕組 み)」,「経営 品質チ ェ ックによる情報マ ネジ メン ト

項 目評価(必 要 デー タ収集の仕組み,業 者 サー ビス基準,品 質 の競

合比較,情 報 カテゴ リー全体,デ ータ入 手の容易性)」

● 総合評価:「 顧客満足 ・不満足の結果(顧 客関係強化の成果,顧 客

満足の成 果全体,顧 客の要求期 待 と変化)」,「社 員 とアルバイ トさ

んに よる経 営品質ES評 価」,「アルバ イ トさんの満足 度」,「事業規

模,利 益,営 業成績及び資産状況の推移」

● リー ダー シップ と社 会的責任の結果:「 事 業部奉仕の理解度」,「事

業部長 との懇談会(わ くわ くグループデ ィスカ ッション)(回 数)」,
「製 品含 有有害化学物質 の代 替化 」,「廃 棄物削減」,「身障者雇用率」,
「会社施設の市民開放(延 べ利用者数の経緯)」

2005

松下電器産業株式

会社 松下アー ト

アプライアンス社
エアコンデバイス

事業部

● 個人 と組織 の能力 向上の結果:「 グローバ ル対 応力(海 外 出向経験

者累計入数)」,「科 学的手法(SQD)ス クー ル(開 催数,受 講者数)」,
「パ ナ ・テクノス クー ル(開 催 数,受 講者 数)」,「秋 の大運動会(参

加者数)」,「社員満足度 の向上」

● プ ロセスの結果:「 顧客 との技 術 ミーテ ィング(開 催 回数)」,「 品

質向上,品 質 ロス コス ト(総 品質 ロス比 率)」,「PDMグ ローバ ル

全部門展 開(率)」,「 ものづ くり力 評価」

● 総合評価:「CSア ンケー ト調査 結果(商 品開発力,価 格,品 質,

納期,弊 社 幹 部,営 業社 員,総 合評 価)」,「販売 額 の推 移」,「BS

総在庫日数の推移」

● リー ダー シ ップ と社 会的責任の結果:「 経営方針の理解度(総 合朝

2005

松下電器 産業株式

会社 パナ ソニ ッ

クオー トモーテ ィ

ブ シス テムズ社

会 ア ンケー ト(理 解度))」,「社 員 に対す る意思伝達 度合 い(PAS-

Time閲 覧件数推移)」,「共存の森活動(植 樹 本数)」

● 個人 と組織 の能力向上の結果:「 人材交 流比率(人 材交流比率 の推

移)」,「教育投資(研 修費)」,「教育投 資(研 修費)の 推移」

● プロセス の結 果:「 ものづ くりス ピー ド(製 造 リー ドタイム)」,「製

造 リー ドタイム推 移(指 数)」,「電話 相談員対応 レベ ル調査(電 話
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相談員対応 レベル調査における評点)」,「開発能力成熟度モデル

(CMM取 得 レベ ル推移)」

● 総合結果:「 お客様満足度インターネット調査(電 話相談と修理受

付件数の推移)」,「社員意見調査(意 見調査結果,好 意回答の昨年

比較)」「販売高の推移(販 売高推移(指 数))」,「棚卸資産の推移(棚

卸資産推移(指 数))」

● リー ダー シップと社会 的責任 の結果の指標:「 経営幹 部(社 長 ・役

員)の リー ダーシップの評価 」,「最重要顧客20社 の弊社組織 価値理

解度(CSI)」,「 ビジネスパー トナー の組 織価 値理解 度」,「トヨタ

新車事故発生率」,「部品物損事故発生状況」,「一般物損事故発生状

況」,「最 新 規 制適 合 車へ の 切 り替 え状 況」,「陸 上輸 送 にお け る

CO2排 出状況(総 量)」

● 個入 と組織 の能力 向上 の結果 の指標:「 プ ロジェ ク ト数の推 移」,

2005 トヨタ輸送株式会社
「TRC提 案 コス ト改 善効果額 の推移」,「 年間受 講者数推移 」,「教

育プログ ラムの評価」

● プロセスの結果:「 最重要顧 客20社 のお客様 の状況 ・ニーズに対す

る理解」(CSI),「 最重要顧客20社 の ニーズに合 った運 び方の提案」

(CSI),「 最重要顧客20社 の トラブル ・クレームに対す る迅 速な対

応」(CSI),「 最重要顧 客20社 の調査 の有効性 満足 度」(CSI),「 国

内新 車輸送費」,「納期厳守 率」,「商品車両損傷率」

● 総合評価:「 最重要顧客20社の満足度調査」,「社員満足度調査結果

(ES)」,「PS調 査 ビジネスパー トナーの満足 度(PSI)」

表11よ り,『リーダーシップと社会的責任の結果』については,「 自然環境問

題」に関連 した指標が圧倒的に多いことがわかる。『個人 と組織の能力向上の

結果』については,「 資格取得」 に関する指標が多いようであるが,「研修会 ・

勉強会等の開催回数」や 「学習環境に対する成果」を社員の認識を調査するこ

とによってデータ化 した指標 も増えてきている。 また 『プロセスの結果』 につ

いては,比 較的各社各様であるが 「品質」に係わる指標(例 えば不良品発生率

やクレーム発生件数等)が 多い。そして 『総合評価』 については 「財務 に関す

る指標」,「顧客満足度に関する指標」,「社員満足度に関する指標」が定番化 し

ていると言える。

9.日 本経営品質賞受賞企業の仕組みや指標の特徴 と傾向

本稿では,日 本経営品質賞受賞企業21社 の主な経営の仕組等を分析すること

により,そ の特徴や傾向等を把握 しようとした。得 られた結果の概要を表12に
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示す。表に示 した内容は,ど れも現在の社会全般の経済状況や企業経営環境 を

踏 まえれば,当 然 といえば当然の施策である。 しか し実際には,中 小企業をは

じめとする多 くの企業では,少 な くとも現時点において,こ の ような仕組みは

導入 されていない と考えられる。現実の企業 において,経 営の品質を高めるた

めの仕組みが導入に至 らない理由や背景には様 々なものがあると思われる。 し

か し,本 稿で示 した経営品質を向上させるための具体的な仕組みや指標が,多

少でもこの様な企業における仕組み等の導入 を促進することになれば望外の幸

せである。

表12.抽 出 した特徴 や傾 向

特徴 ・傾向

カテ ゴリー1:

経営幹部の リーダーシ ップ

概 ね共通 している仕組 みは,理 念や ビジ ョンといった価 値の表明 は

フ ォー マル な会議 で行 われ,そ の内容 を共有す る ための コ ミュニ

ケー シ ョンは,経 営 陣や幹部等の リー ダー と一般社 員 との間の対話

型 コミュニケーシ ョンで促進 され るという ものであ る。 なお,幾 つ

かの企業 では一般従 業員 よりも幹部 に対 して十分浸透 させ ることを

特に重視 した仕組 みを導入 してい る。

カテ ゴリー2:

経営にお ける社会 的責任

社会か らの要請 を理解 する仕組み として,多 くの企業は,自 社の理

念や ビジ ョンといった価 値観 と事業内容,自 社 の業界にお ける位置

づけ等か ら,実 施 すべ き項 目を検討 し,独 自に定め るとい う方式 を
」

採用 して いるようである。その際,決 定機 関は中立的 な"委 員会組

織"の 場合が多 い。 なお,決 定 した内容 は明文化 され冊子等で,全

社員に配布,徹 底 され ている。そ の際,社 員 との問で"特 別 な契 約"

を取 り交 わし,社 員 のサイ ンを求め る企業 もある。

カテ ゴリー3:

顧 客 ・市場 の理解 と対応

顧客 ・市場 に関す る情 報の入手方法 と しては,経 営陣,経 営幹部,
一般社員 による顧客 との直接的会話 を通 じた手法が重要視 され てい

る。 こうして集 め られた情 報,つ ま り,顧 客 か ら直接 聞いた要望,

期待,不 満等 の"肉 声 的"な 生の情報 を補完す る情 報収集手段 とし

てア ンケ ー トも多用 されてい る。

これ らの情報 は,組 織横 断的で経営陣が トップを務 める"委 員会"

で検討 されたうえで,そ の"委 員会"か ら各 部署に連絡や改善 の指

示が行 くという仕組 みが多い ようで ある。

ク レーム対応 につ いてはマニュアル を整備 している会社 が多いが,

重大で急 を要す るク レームについて は,マ ニュアルの規定 を超越す

る対応 を行 う会社 が殆 どであ る。

顧客満足度 のためのア ンケー トについ て,中 立性 を確 保す るた めに

第三者機 関に委 託する方式が多い ようだ。

カテ ゴリー4:

戦略の策定 と展 開

各社 とも 「中期経営計 画」 を戦略 と位置づ け策定 している。その策

定手川頁は,会 社 によって様々であ るが,フ ォーマルな組織横断的 な

組織(例 えば,『 戦略検討会議』)を 用い る方式 が多用 されてい る。
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現場 意見の反 映につい ては,現 場 の一線社員 を,「 中期 経営計画」

策定 のいず れかの段 階で,何 らか の検討会 議に参画 させて戦略 に反

映 させ るよ うに してい る。

戦略や戦 略課 題の展 開は,社 員 に徹底 させ る ことは当然であ るが,

戦略(中 期 経営計画)を 最終的 には個 人 レベルの 目標(要 す るに個

人別 の目標)に までブ レー クダウンす るこ とに よって,否 応 な く,

当該戦略 を理解 し,意 識 させ るような方式 が殆 どの企業で実施 され

ている。 ただ し,戦 略の本当の意 図の理解 について は,カ テゴリー

1に お ける理念 の浸透 と同様 に社員 との積極 的な コミュニケー シ ョ

ンを図 っている企業が多い。

なお,戦 略 立案 に 際 して多 く用 い られ てい る分析 技 法 として は
"SWOT分 析"や"シ ナ リオ分析"が 多用 され ている ようである

。

そ して,戦 略を展 開す る際の幹部 や社員 に分か りやす く説明す るフ

レー ム としてBSC(バ ラ ンス トスコア カー ド)の 手法 を援 用 して

い る企業 もある。

カテ ゴリー5:

個人 と組織 の能力 向上

社員が 自主 的に行 動で きるようにす るためには,当 該社員が十分 な

能力 を身につ けている ことが必要 となる。 そのため,各 社 とも具体

的 な施策 は,OJT,OfEJT,SD等 による研修 プログラム を仕組 み

と して整備 し実施 して いる。そ のなか で も,OffJTに"社 員 同士

が相互 に学 びあ う仕 組み"が 盛 り込 まれている場合 が多い。動機づ

けに関 して は,"表 彰 制度"の 導入 や"社 員満足"の 向上 に努 める

施策が多 く取 られている。

個人の能力 を向上 させ能力主義 を推進す るための施策 として は,個

人 に要求 される能力 レベル を明 らかにするための"目 標管理制度"

や"職 能給制度",そ して実績 を評価 す るための"業 績 評価 精度"

が多用 されている。

カテ ゴリー6:

顧客価値創造 のマ ネジメ ン ト

顧客 ニーズを捉 え迅速 に対応す るため各社 が導入 してい る仕組 みに

は,以 下 の2点 の ような特徴が,多 くの受 賞企業に共通す る傾 向と

して見 られる。 」

〉 基幹業務 プロセス 自身 を迅速 に対応 ・変更可能な もの とす る

ための変 革

〉 支援業務 プロセス と基幹業務 プロセスの関係性や連携の 強化

具体 的な施策 として は,「 標準化 」,「情報 システ ムの充実」,「製

販体制 の構築」,「多品種小 ロッ トへ の対応」,「コンカレン トエ ンジ
ニ アリング」等 である。

カテ ゴリー7:

情報マ ネジメ ント

各社が情報を選択する基準 とする考え方は,「戦略立案に欠くこと
のできないもの」に特化してきている。具体的な情報としては,顧

客や市場の動向やニーズを的確に把握し,競 合他社の動向や市場の
競争環境を正 しく捉え,自 社の組織や人材の能力を正確に理解する

ための情報等である。

カテゴリー8:

活動結果

活動 結果 と して用 い られてい る経営指標 の傾 向は以下 の通 りで あ

る。

〉 リーダーシ ップ と社会的責任 の結果:「 自然環境問題」 に関

す る指標

〉 個人 と組織 の能力向上の結果:「 資格取 得」,「研修会 ・勉 強

会等 の開催 」,「学習環境 に対す る成果 」に関する指標

〉 プロセスの結果:「(業 務に関す る)品 質」 に関す る指標

総合評価:「 財務」,「顧客満足度」,「社 員満足度」指標


